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NHK放送技術研究所（技研）は、放送技術分野を専門とする
わが国唯一の研究機関として、また、公共放送NHKの一員と
して、放送技術の発展を通して、わが国における豊かな放送
文化の構築に貢献するという役割を担っています。

今年は、日本のテレビ放送が開始されてちょうど60年にな
ります。この間、放送を取りまく環境も時代の変化とともに
変わってきました。技研は、現在多くのみなさまにご覧いた
だいている衛星放送やハイビジョンを実用化してきたように、
さらなる放送の進化を目指し、研究開発を進めています。直
近の経営課題を解決するための研究から、次の時代の新しい
サービスを創造するための研究まで、また、人間の生理、デ
バイスからシステムまで、幅広い研究開発を進め、新時代の
放送にふさわしい技術基盤を構築していきます。

技研では、NHK経営計画にあわせて、2012~2014年度NHK
技研3か年計画を策定しました。この初年度にあたる2012年度
は、重点項目である放送通信連携サービスの基盤技術、スー
パーハイビジョン、立体テレビなどの高臨場感放送の実現に
向けた研究開発を進めました。放送通信連携サービス基盤技
術のHybridcastについては、2013年のサービス開始に向けて、
国、民放、メーカーなどのみなさまと協力しながら準備を進
めています。2012年のロンドン五輪のパブリックビューイン
グで多くのみなさまにその魅力を体感していただいたスーパー
ハイビジョンについては、2016年の実用化試験放送開始を目
指して、スピード感を持って研究開発を推進しています。ま
た、諸外国の放送機関や研究機関との連携を深め、多様な共
同研究・実験などを、積極的に展開しています。

本年報が、NHK放送技術研究所の研究開発活動を理解して
いただく一助として、またあらたな研究開発の連携関係の構
築や、私どもの研究開発成果を活用していただくうえで、お
役に立てれば幸いです。

今後も変わらぬご支援、ご協力を賜りますようお願い申し
上げます。

NHK放送技術研究所長 藤沢 秀一

ごあいさつ
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レンズアレー

カメラアレー

高臨場感放送
高臨場感放送を目指し、スーパーハイビジョン（SHV）と、立体テレビの研究を進め
た。
SHVカメラについては、3300万画素撮像素子を用いた5kgの小型単板カメラヘッ
ドを開発したほか、劇場程度の明るさで運用可能な高感度カメラを試作した。SHV
の映像方式については、SHV広色域表色系からHDTVの色域に変換する装置を開発し
たほか、信号を伝送するためのインターフェースの仕様を考案し、試作した。SHV
のディスプレーについては、2011年度開発した145インチPDPの画質向上を行い、
ロンドン五輪のパブリックビューイングにおいて使用した。また、120Hzでの映像表
示可能なSHVプロジェクターを開発した。
SHVの映像符号化については、HEVC方式に基づくSHVハードウェアエンコーダー
を試作した。音響については、実測したインパルスレスポンスを利用する残響付加装
置を開発するとともに、球形ワンポイントマイクロホンの指向性を改善した。SHV
の伝送については、12GHz帯および21GHz帯衛星の広帯域伝送方式の検討を進める
とともに、次世代の地上デジタル放送方式を目指し、高効率大容量伝送技術の検討を
進めた。また、実際のケーブルテレビ施設において複数搬送波伝送装置によるSHV
の分配伝送を実証した。
自然で見やすく、特別なメガネが不要なインテグラル立体テレビの研究では、複数
台のカメラ、ディスプレーを並べて配置し、映像を統合することで、システム全体と
して多画素の映像装置を構成する方式を開発した。また、特殊なパターンを使ったカ
メラ校正が不要な多視点ロボットカメラシステムを開発した。

→詳しくは、p. 4

放送通信連携サービス
放送番組を中心とした利便性の向上・高度化に応える放送通信連携サービス基盤シ
ステムHybridcastの実用化に向けた開発を進めた。HTML5ブラウザーを搭載したプ
ロトタイプ受信機を開発するとともに、実用化に向けた技術仕様の標準化を進めた。
さらに、2013年中のサービス開始に向け、サービス事例の検討も行った。
ソーシャルテレビシステムteledaについては実証実験で得られたデータ分析を行い、
視聴者の行動に与える影響や外部SNSとの連携によるコミュニケーション活性化など
の有効性を確認した。
放送に関連したライブ映像などのコンテンツを、多数の視聴者に対して安定かつ低
廉に同時配信するためのIP配信技術の研究を進め、P2P配信システムによるロンドン
五輪ライブ配信実験を実施した。 →詳しくは、p. 16

人にやさしい放送
障害者や高齢者、外国人など全ての視聴者がコンテンツを楽しむための人にやさし
い放送の実現に向けて研究を継続した。3次元情報の触力覚による提示については、
指先に複数の力覚情報を提示する多点分布提示手法の実験装置を開発した。また、気
象情報を対象とした日本語テキストから手話CGへの自動翻訳技術の研究を進めると
ともに、翻訳の精度の評価実験を進めた。字幕制作のための音声認識の研究では、話
題が多様に変化する情報番組を対象として、話題に応じて自動的に辞書を学習させる
機能により認識率を向上させた。
SHVを想定した広視野映像環境において、視点の広がりや動画像の鮮鋭度の認知特
性を明らかにする実験を進めた。 →詳しくは、p. 22

技研この1年

5kgの小型単板SHV用
カメラヘッド

145インチSHV用PDP

複数台のカメラを利用した
インテグラル立体撮像システム

Hybridcastプロトタイプ受信機

日本語テキストから
手話CGへの自動翻訳技術
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高度番組制作・伝送技術
大量の放送コンテンツを活用する新たなサービスの技術として、永続的な蓄積や検

ふくそう

索、高速かつ安定な加工処理、輻輳を起こしにくい配信を実現する分散サーバー放送
システムの研究を進めた。
高品質音声合成技術の研究では、気象通報自動読み上げ装置の実用化を推進すると
ともに、既存の大量の音声データベースの情報を利用して新規話者の少量の音声デー
タから合成音を作成する方式を開発した。
非圧縮SHV信号の無線伝送を目指して、偏波多重を用いる120GHz帯FPU試作機の
特性評価を進め、実験局免許を初めて取得した。また、マクロダイバーシティ受信ア
ダプターを改良しロードレース中継やゴルフ中継に使用した。
800MHz帯特定ラジオマイクの周波数移行に向けて、遅延が1m秒以下の低遅延デ
ジタル方式の実験装置を試作した。 →詳しくは、p. 28

次世代放送用デバイス・材料
撮像デバイスでは、超高精細と高フレームレートの両立に向け、画素並列信号処理
を可能とする3次元構造撮像デバイスの要素技術開発を進めた。
記録デバイスについては、SHVカメラ一体型記録装置の実現に向けて、多並列固体
メモリー記録技術などを開発したほか、ホログラム記録再生実験装置を試作し、高速
記録特性を評価した。
フレキシブルディスプレーに関しては、酸化物半導体と塗布形成が可能なポリマー
ゲート絶縁膜を組み合わせたTFTをプラスチックフィルム上に低温で形成し、印刷に
より8インチVGA有機ELディスプレーを試作した。広視域な空間像再現型立体表示シ
ステムについては、画素ピッチ1μmの1次元スピン注入型空間光変調を試作し、外部
磁場印加による動的な回折現象を確認した。 →詳しくは、p. 36

国際連携と標準化活動
ITU-RやSMPTEをはじめとする国際標準化機関においてSHVなどの標準化活動を
行った。ITU-Rでは、フルスペックSHVのフレーム周波数120Hzや広色域表色系を含
む勧告BT.2020が2012年8月に成立した。
MPEGでは、映像圧縮方式規格HEVCの標準化作業への寄与を続け、SHVの映像解
像度およびフレームレートに対応したレベルを含む国際標準（2013年中に発行予定）
策定に導いたほか、新しいトランスポート方式を検討するMMT（MPEG Media
Transport）の標準化へ寄与した。
放送通信連携コンテンツの記述に用いられるHTML5を規定するW3Cでは、国内の
放送事業者やメーカーなどと連携して放送と通信の連携に関する標準化を推進した。
ABU加盟機関からの研究者受け入れプログラムに基づき、ベトナムテレビジョンか
ら1名の研究者を受け入れた。 →詳しくは、p. 44

広報活動
ロンドンオリンピックの期間中、オリンピック放送機構（OBS）、英国放送協会

（BBC）と共同で、SHVによるパブリックビューイングを日本・イギリス・アメリカの
3か国・9会場で実施した。国内会場で約２０万人、国外会場で約２万人が来場した。
毎年5月に実施している技研公開では、「わくわくが、あふれだす」をテーマに、最
新の研究展示36項目と、体験展示4項目、ポスター展示12項目を出展した。開催期間
中19722人が来場した。
さらに、欧州最大の放送業界関係者が集まる放送機器の展示会IBC2012が9月にオ
ランダ・アムステルダムで開催され、NHK技研は最高の賞である国際栄誉賞を受賞し
た。
このほかにも、全国のNHK放送局でのイベントで研究成果の展示を行った。

→詳しくは、p. 44

非圧縮SHV用120GHz帯FPU

8インチVGA
有機ELディスプレー

IBC国際栄誉賞

技研公開2012のエントランス
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1.1 スーパーハイビジョン

1.1.1 スーパーハイビジョンの方式
スーパーハイビジョン（SHV）の映像システムの研究開発なら
びに標準化を進めている。

■ 映像フォーマットの標準化
ITU-RでSHV（標準化での用語はUHDTV）の映像方式の標準化
を進めた。2011年度には、広色域表色系やフレーム周波数120

Hzを含む新勧告草案が合意されていたが、輝度・色差信号式が
残課題となっていた。輝度・色差信号式については、定輝度と
非定輝度（従来方式）の両方式を比較検討し、定輝度方式の方が
RGB原画像からの劣化量は少ないが、両方式間で主観的な画質
差がないこと、定輝度方式の輝度・色差信号で信号処理した結
果は、RGB信号で処理した結果と異なる場合があることなどの
結果を得ていた。

高臨場感放送を目指し、スーパーハイビジョン
（SHV）と立体テレビの研究を進めた。
SHVの映像方式について、ITU-Rで標準化を進め、
フルスペックSHVのフレーム周波数120Hzや広色域表
色系を含む勧告BT.2020「制作および国際番組交換のた
めの超高精細テレビジョンシステムパラメータ値」が
2012年8月に成立した。
また、SHV広色域表色系からHDTVの色域に変換す
る装置を開発した。BT.2020で記載されている信号を
伝送するためのインターフェースの仕様を考案し、試
作した。
SHVのカメラについては、3300万画素撮像素子を用
いた5kgの小型単板カメラヘッドを開発したほか、劇
場程度の明るさで運用可能な高感度のカメラを試作し
た。また、2011年度に試作した120Hz対応SHVイ
メージセンサーを用いて3板式SHV撮像装置を試作し
た。さらに、イメージセンサーの感度向上を図るとと
もに、単板式フルスペックカメラを目指したイメージ
センサーの設計も進めている。
SHVのディスプレーについては、2011年度開発した
145インチPDPの画質向上を行い、ロンドン五輪のパ
ブリックビューイングにおいて使用した。また、120
Hzでの映像表示可能なSHVプロジェクターを開発し
た。
符号化については、映像圧縮方式規格HEVCの標準
化作業への寄与を続け、SHVの映像解像度およびフ
レームレートに対応したレベルを含む国際標準（2013
年中に発行予定）策定に導いた。また、HEVC方式に
基づくSHVハードウェアエンコーダーを試作した。一
方、超解像技術を活用した新たな符号化方式である画
像復元型符号化に基づく4K対応のハードウェアを試作
し、本方式の基礎実験を行った。
音響については、実測したインパルスレスポンスを
利用する残響付加装置を開発するとともに、球形ワン

ポイントマイクロホンの指向性を改善した。これらは
ロンドン五輪での22.2ch音響制作に用いられた。ス
ピーカー配置を変化させて行った主観評価により22.2
ch方式の有効性を示した。22.2chの家庭再生のための
ディスプレー一体型スピーカーアレーの特性の分析や、
前方スピーカーで側方、後方の音を再生するための処
理を改善した。また、22.2chのビットストリームの一
部から2ch信号や5.1ch信号を再生できる3次元音響符
号化方式を開発した。ITU-R、SMPTE、IEC、AES、
MPEGにおいて22.2ch関連の規格化に貢献した。
立体テレビについては、自然で見やすく、特別なメ
ガネが不要であるインテグラル立体方式の研究を進め
た。複数台のカメラ、ディスプレーを並べて配置し、
映像を統合することにより、システム全体として多画
素の映像装置を構成する方式を開発した。また、撮像
素子と同程度の大きさの微小なレンズアレーを試作し、
撮像レンズを廃した小型の撮像装置を開発した。イン
テグラル立体方式により再現される立体像の品質に関
する検討を開始した。一方、多視点映像からインテグ
ラル立体像を取得する手法において、被写体の3次元
モデルの統合や、距離センサーの情報を利用すること
により改善を図った。また、特殊なパターンを使った
カメラ校正が不要な多視点ロボットカメラシステムを
開発した。
SHVの伝送については、大容量の伝送を行うため、
12GHz帯および21GHz帯衛星の広帯域伝送方式の検討
を進めるとともに、次世代の地上デジタル放送方式を
目指し高効率大容量伝送技術の検討を進めた。また、
実際のケーブルテレビ施設において複数搬送波伝送装
置によるSHVの分配伝送を実証した。一方、素材伝送
技術として、SHV信号（144Gbps）を光波長多重伝送す
る技術と、SHV信号（72Gbps）をイーサネットで伝送
する技術の開発を進めた。

1 高臨場感放送
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2012年度は、これらの結果を基にITU-Rでの標準化作業を進
めた。その結果、定輝度と非定輝度のそれぞれに得失があると
の認識で一致し、両方式を併記した新勧告案が合意された。承
認手続きを経て、8月に勧告BT.2020「制作および国際番組交換
のための超高精細テレビジョンシステムパラメーター値」（1）が成
立した。
ITU-R勧告の成立を受けて、SMPTE規格2036-1の改訂およ
びARIB標準規格STD-B56（2）（表1）の策定を行った。ARIB STD
-B56は、ITU-R勧告が規定するフォーマットのうち、国内の
UHDTV放送で使用される可能性の高いフォーマットに限定して
規定している。
また、ARIBにおけるUHDTVの標準静止画像およびUHDTV
広色域表色系に準拠したHDTV解像度の標準静止画像の制作に貢
献した。

■ 映像システム
SHV広色域表色系からHDTVの色域に高品位を保ちつつ変換
する装置を開発した。演算処理の効率化のために3次元LUT
（Look Up Table）を用い、HDTV色域外の色を、明度と色相を保
ちつつ彩度だけを下げて色域内の色にマッピングすることによっ
て、RGB値の変換よりも高品質な変換画像を得ることができた。
SHVカメラの解像度特性の要求条件を明らかにするため、種々
のHDTV放送用カメラや4Kデジタルシネマ用カメラの解像度特

性（MTF：Modulation Transfer Function）を調査し、要求される
解像度特性の指針を得た。

■インターフェース
従来のUHDTVインターフェースは、フィールド周波数60Hz

（フレーム周波数30Hz）、4：2：2形式、10ビットを前提とした
HD-SDI規格が基になっている。一方、SHVの信号形式には、
フレーム周波数120Hz、4：4：4～4：2：0形式、12ビットを
含むため、新たなインターフェースを開発している。フルスペッ
クSHV信号（7680×4320画素、フレーム周波数120Hz、4：
4：4形式、12ビット）を伝送可能で、なおかつ3840×2160
画素、フレーム周波数60Hz、4：2：2や4：2：0形式などの
種々のUHDTV信号を統一的に扱うことができる10Gbit/sマルチ
リンクのインターフェースを考案した。そして、このインター
フェースの有効性や実現性を検証するため、送信・受信装置を
試作した。

〔参考文献〕
（1）Recommendation ITU-R BT.2020，“Parameter values for ultra-

high definition television systems for production and international
programme exchange”（2012）

（2）ARIB標準規格STD-B56，“超高精細度テレビジョン方式スタジオ規
格”（2013）

表1 UHDTV映像フォーマットの主要パラメーター（HDTVとの比較）

UHDTV HDTV
ARIB標準規格 STD−B56 S−001C

画素数（水平×垂直） 7680×4320, 3840×2160 1920×1080
フレーム周波数（Hz） 120, 60, 60/1.001 60, 60/1.001 30, 30/1.001

フィールド周波数（Hz） － － 60, 60/1.001

走査 順次走査 順次走査 飛越走査

表色系
（x, y）

R 0.708, 0.292 0.640, 0.330

G 0.170, 0.797 0.300, 0.600

B 0.131, 0.046 0.150, 0.060

白 D65 D65

輝度信号

色差信号

輝度・色差信号の画素構造 4：4：4, 4：2：2, 4：2：0 4：2：2
ビット数 10, 12 8, 10

1 高臨場感放送 ｜ 1.1 スーパーハイビジョン
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1.1.2 カメラ
スーパーハイビジョン（SHV）カメラに関する研究として、単
板式による小型撮像装置の研究と、フルスペック化に向けたフ
レーム周波数120Hzでの撮像方式や広色域化に関する検討、お
よびフルスペックSHV用イメージセンサーの開発を進めた。

■ SHV撮像方式の研究
実用化を目指した小型カメラの開発について、3300万画素撮
像素子を用いた単板式による小型カメラヘッドを試作した（図
1）（1）。重量は5kgであり、現行ハイビジョン放送用カメラと同程
度である。このカメラヘッドを用いて、紅白歌合戦においてテ
スト撮影を実施した。さらにフル解像度化を目指し、超多画素
撮像素子の試作を行った。
フルスペック化に向けて、3300万画素撮像素子4板式による
120Hz撮像実験装置を用いた野外撮像実験を行った。撮影した
映像は技研公開にて120Hzプロジェクターを使って展示、上映
した。また、2011年度に実施したカメラの広色域化に関する検
討結果に基づいて、SHVカメラ用プリズムを新たに設計し、こ
のプリズムを用いてSHV広色域カメラを試作した。
現行のSHVカメラで課題となっている高感度化について、大
判撮像素子と信号処理の組み合わせによる手法を検討し、劇場
程度の明るさで運用可能な装置を試作した。

■ フルスペックSHV撮像デバイスの高感度化
2012年に規格化されたフルスペックSHVの仕様に基づいた、
フレーム周波数120Hz、3300万画素のイメージセンサーの開発
を進めている。2012年度は、2011年度に試作したイメージセ
ンサー（2）を3枚用い、3板カラー方式の撮像装置を試作した（図
2）（3）。撮影実験の結果、2000luxの明るさでF4.8、SN比51dB
の性能が得られた。本装置は、映像信号処理装置と120Hz映像
切り出し表示装置を備え、撮影したカラー映像をリアルタイム
で表示可能である。動画像の撮影実験を行った結果、動きの速
い被写体において、フレーム周波数120Hzで撮影した映像は、
60Hzと比較して動きぼやけの少ない映像となることを示した。
本装置は、技研公開およびアムステルダムで開催された国際放
送機器展IBC2012において、技術発表とデモ展示を行った。
フルスペックSHV用イメージセンサーは画素数が多いため、
1画素当たりの大きさはハイビジョン用イメージセンサーなどと
比べて小さくなり、感度低下を招きやすい。さらに、フレーム
周波数が高く1フレーム当たりの光の蓄積時間はハイビジョンの
1/4程度となるため、原理的に感度が低下する。2011年度は画
素構造の見直しとオンチップマイクロレンズの搭載により、感
度を従来比2.4倍に改善した。2012年度は、半導体プロセスを
0.11μmルールに微細化することにより、さらに2倍程度の感度
改善を可能とするイメージセンサーを試作した。

■ フルスペックSHV単板カラー撮像デバイスの研究
フルスペックSHVカメラの小型化を目指し、イメージセン
サーの各画素の上に微小なカラーフィルターを搭載し1枚の撮像
素子でカラー画像が取得できる、単板カラーイメージセンサー
の開発を進めている。フルスペックSHVでは、赤・青・緑のそ

れぞれの色の画像に対して3300万画素が必要となるため、イ
メージセンサー全体では1億画素以上が必要となる。このような
超多画素をフレーム周波数120Hzで動作させるためには、電源
回路、AD変換回路、出力インターフェース回路などが、安定し
て高速で動作することを確認する必要がある。2012年度は、要
素回路の設計を進めるとともに、シミュレーションにより主要
回路が高速で動作することを確認した。
フルスペックSHV撮像デバイスおよびフルスペックSHV単板
カラー撮像デバイスの研究は、静岡大学と共同で実施した。

〔参考文献〕
（1）船津，山下，添野ほか：“スーパーハイビジョン用小型カメラヘッド

の開発，”映情学年大，19-6（2012）
（2）K. Kitamura, T. Watabe, T. Sawamoto, T. Kosugi, T. Akahori, T.

Iida, K. Isobe, T. Watanabe, H. Shimamoto, H. Ohtake, S. Aoyama,
S. Kawahito and N. Egami：“A 33-Megapixel 120-Frames-Per
-Second 2.5-Watt CMOS Image Sensor With Column-Parallel
Two - Stage Cyclic Analog - to - Digital Converters ，” IEEE
Transactions on Electron Devices, vol.59, no.12, 2012, pp.3426
-3433（2012）

（3）K. Kitamura, T. Watabe, H. Shimamoto, H. Ohtake, S. Kawahito,
T. Kosugi, T. Watanabe, T. Yanagi, H. Kikuchi, T. Yoshida and N.
Egami：“DEVELOPMENT OF 33-MEGAPIXEL 120-HZ CMOS
IMAGE SENSOR AND EXPERIMENTAL COLOUR CAMERA
SYSTEM，”International Broadcasting Convention 2012［IBC
2012］Conference（2012）

図2 120Hzスーパーハイビジョン
3板カラー撮像装置

図1 スーパーハイビジョン用カメラヘッド
＜試作した小型機（左）と従来機（右）＞
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1.1.3 ディスプレー
スーパーハイビジョン（SHV）の直視型ディスプレーおよびプ
ロジェクターの研究を進めた。

■ プラズマディスプレー
高画質な自発光・直視型ディスプレーによる，SHV用大画面・
超高精細パネルの実現を目指し，プラズマディスプレー（PDP）
の開発を進めている。2012年度は，2011年度に試作した，対
角145インチSHVフル解像度PDP（1）の画質向上と周辺機器の小
型化に取り組んだ。パネルの大画面・超高精細化に伴い生じる，
僅かな明るさのばらつきを補正する映像信号処理技術を前処理
（フロントエンド）装置に導入し，映像表示の均一性をより向上さ
せた。この技術を適用した高画質SHV用PDPを，ロンドンオリ
ンピックのSHVパブリックビューイング（2）や，外部向けの広報
展示などに広く活用した（3）。一方，実用化に向けたフロントエン
ド装置の小型化の検討を進め，従来の30％以下の装置サイズで
構成可能なことを実証し，映像信号の前処理機能を含んだ一体
型PDPが実現可能な見通しを得た。また，マルチチャンネル音
響再生が可能な大画面パネル用スピーカアレーをフォスター電
機（株）と共同で開発し，映像・音響再生装置を一体化したフル解
像度SHV用フラットパネルモニターを実現した（図1）。

■ 高フレームレート表示技術
フルスペックSHV映像を表示可能なディスプレーの開発を進
めている。2012年度は、フレーム周波数120HzでSHV映像を
表示できるプロジェクターを（株）JVCケンウッドと共同で開発し
た（4）（図2）。本プロジェクターは、既開発の800万画素の反射型
液晶素子3枚とe-shiftデバイスを用いたフレーム周波数60Hz
表示の小型SHVプロジェクターをベースとしている。表示素子
の駆動方法を工夫し、表示素子とe-shiftデバイスを倍速の120
Hzで駆動することで、フレーム周波数120HzのSHV映像表示を
実現した。また，家庭用ディスプレーへの適用を目的に，直視
型ディスプレーの高フレームレート化のための要素技術探索に
着手し，ホールド型ディスプレーに適応するパネル駆動技術の
検討を進めた。

〔参考文献〕
（1）報道発表資料：http://www9.nhk.or.jp/pr/marukaji/m-giju322.html
（2）石井，菅原，鹿喰，伊藤：“SUPER Hi-VISION Public Viewing at

London 2012 Olympic Games，”International Display Workshop
in conjunction with Asia Display 2012, pp.267-270（2012）

（3）村井，阿部，大植，石井，村上，清水：“Development of 145-in.
Diagonal SUPER Hi -VISION PDPs，” International Display
Workshop in conjunction with Asia Display 2012, pp.1003-1006
（2012）

（4）報道発表資料：http://www9.nhk.or.jp/pr/marukaji/m-giju329.html

1.1.4 符号化
スーパーハイビジョン（SHV）放送の実現に向けて、映像圧縮
符号化の研究を進めた。

■ 次世代映像符号化方式HEVC/H.265
2010年度から始まった次世代の映像符号化方式HEVC（High
efficiency video coding）/H.265（以降HEVC）の標準化作業に寄
与した。HEVCがSHV映像の符号化方式として利用可能なよう
に、SHV映像の解像度およびフレーム周波数に対応したレベル

策定と，高品質な放送実現のため1画素当たり10ビット深度のプ
ロファイル（main10）の策定に寄与した。HEVC規格は2013年
中に国際標準として発行される予定である。
HEVCと従来のAVC/H.264（以降AVC）との符号化性能比較を
種々のSHV映像について行った。標準化作業で用いられている
ソフトウェアを使用して映像符号化実験を行った結果、使用し
たSHV映像のうち半数以上でHEVCがAVCの2倍程度の符号化
性能を達成することを確認した（1）。
HEVC標準化の進捗を受け、HEVC対応のSHV符号化装置を

図1 スピーカーアレーを組み込んだ145インチSHV用
プラズマディスプレー

図2 120Hz SHVプロジェクターの外観
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試作した（図1）。この装置はHEVCのmain10プロファイル相当
の符号化方式により60HzのSHV映像を圧縮し、ローカルデコー
ドした映像を出力する。これまでに開発したAVCのSHV符号化
装置は、映像を時空間に分割して独立に符号化しており、分割
した映像間での予測が不可能であったため分割境界付近で画質
劣化が生じる可能性があった。今回試作した装置では、画面分
割は行うものの、分割境界を超えた予測が可能なため符号化効
率が向上している。
さらに、総務省の委託研究「情報通信ネットワークの耐災害性
強化のための研究開発」（研究課題：災害情報を高圧縮・低遅延で
伝送する技術の研究開発）を受託し、HDTV対応のHEVCエン
コーダーを開発、AVCと比較して約2倍の性能を実現することを
主観評価によって検証した。
以上の研究は、三菱電機（株）と共同で行った。

■ 画像復元型符号化
画像復元技術と映像符号化方式を組み合わせることで超高圧
縮・高画質を実現する画像復元型符号化の研究を進めた。
空間解像度変換に基づく画像縮小処理および超解像処理につ
いて、4K解像度の入力信号に対応したハードウェアを試作し
た（2）（図2）。FPGA搭載の共通プラットフォームを利用し、処理
別に論理実装を行う構成とした。画像縮小処理装置には画素単

ひずみ

位で制御可能な畳み込み演算を実装し、折り返し歪や標本化位
相の制御を実現した。超解像処理装置は、適応畳み込み演算を
並直列接続した構成にすることで、ウェーブレット超解像にお
ける基底関数や画質補正用パラメーターの適応制御を可能にし

た。開発した画像縮小装置お
よび超解像装置とHDTV対応
のAVC符号化装置とを組み合
わせ、超解像処理を用いた画
像復元型符号化の基礎実験を
行った。
画像復元型符号化の特長で
ある、復元処理に有用な情報
を伝送可能な仕組みを利用し、
時間方向、階調方向、色空間
方向に適用する研究を進めた。
時間方向では、120Hz映像
のフレームを間引き60Hz用
符号化装置で実現する手法を
開発した。符号化側で複数の
フレーム補間手法を試行し、
その情報を伝送する。受信側

では、伝送された情報を基に複数フレーム超解像技術を適用し、
120Hz映像に復元する。従来のフレームレート変換技術よりも
補間フレームが画質改善することを実験により確認した（3）。
階調方向では、2011年度に開発した手法を改善した。雑音を
除去し画像のなだらかな階調変化をできるだけ保存する量子化
により階調を削減する。受信側では周辺画素の階調値に応じた
中間階調復元を行う。実験により高い雑音除去性能と疑似輪郭
抑制効果を得た。
色空間方向では、入力映像に適応的な色変換を用いる手法を
開発した。時間的に連続する2フレームの色信号6成分を、符号
化に適した信号へ主成分分析により変換する。変換により2フ
レーム間の時間相関、色相関を統合的に除去した信号を符号化
する。輝度が時間的に変化する映像で効果が大きいことを確認
した。

〔参考文献〕
（1）杉藤，松尾，市ヶ谷，境田：“スーパーハイビジョン画像における

HEVCとAVC/H.264との符号化性能比較，”映像学年大，12-5
（2012）

（2）T. Misu, Y. Matsuo, S. Iwamura, S. Sakaida and Y. Shishikui：
“Reconstructive Video Coding System - Broadcasting UHDTV to
homes with the aid of super-resolution techniques，”Proc. IEEE
GCCE 2012, pp.558-560（2012）

（3）三須，松尾，岩村，井口，境田：“複数フレーム参照によるフレーム
内挿法とその映像符号化への応用，”第11回情報科学技術フォーラム
講演論文集，no.3, I-019, pp.289-292（2012）

1.1.5 高臨場感音響システム
スーパーハイビジョン（SHV）用の音響システムとして22.2
マルチチャンネル音響（上層9チャンネル、中層10チャンネル、
下層3チャンネル、低域強調2チャンネルから成るマルチチャン
ネル音響、以下，22.2ch音響）のシステム開発と標準化、家庭導
入に向けた伝送・再生技術の研究を進めている。

■ SHV音響システムの研究
制作システムについては、実用型の残響付加装置を開発し、
これに国内の競技場で測定した22方向のインパルス応答を実装
して、ロンドン五輪SHV音響制作で使用した。また、音源方向
ごとに残響感を変えることのできる新型のミキシングコンソー
ルを開発した。さらに、技術局と共同で開発中の22.2ch音響の

図1 HEVC対応SHV符号化装置

図2 画像復元型符号化
ハードウェア
（共通プラットフォーム）
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ヘッドホンプロセッサーに音像定位の精度を向上させるための
3次元ヘッドトラッキング機能を追加した。
直径45cmの球形ワンポイントマイクロホンについては、指向
性を改善するために音響遮蔽板の形状を改良し、ロンドン五輪
で使用した。また、小型化に伴う指向性の劣化を補償する信号
処理手法を考案した。
空間音響知覚の研究では、22.2ch音響方式の有効性を確認す
るための実験を行い、スピーカー間隔が60度以下であれば、音
の到来方向を実音源と同じ精度で再現できることを示した（図
1）（1）。また、スピーカー位置が上層は正面方向に約30度、中層
は側方に約10度ずれた場合においても、空間印象が大きく劣化
しないことが分かった。

■ 標準化
ITU-Rでは、4月会合で勧告「5.1ch超マルチチャンネル音響方
式」の作成に向けたワークプランの提案を行った。10月会合で
は、22.2ch音響と10.2ch音響のマルチチャンネル音響方式スタ
ジオ規格の提案を日韓連名で行った。
IECでは、IEC62574として規格化した22.2ch音響のチャン
ネルアサインメント情報をデジタルオーディオI/Fで伝送するた
めのIEC60958-3の改定作業を行い，草案がTA4で承認された。
AESでは、AES3と同じ物理層で、最大32チャンネルのオー
ディオ信号を伝送するための新規格を提案した。SMPTEでは、
3次元音響に関するスタディーグループを立ち上げ、22.2ch音響
に関する情報を入力した。
MPEGでは、3次元音響符号化に関して、22.2ch音響システ
ムのオーディオレベル校正法や評価実験用スピーカー配置につ
いて寄与文書を入力し、MPEG-H 3D AudioのCall for Proposal
発行に貢献した。

■ SHV音響伝送・再生技術の研究
22.2ch音響の家庭用再生システムの一つとして開発中のディ

スプレー一体型のスピーカーアレーフレーム（LAF）については、
2012年度は、波面合成技術によって画面上の仮想音源位置から
実音源とほぼ同じ波面が生成できることを実測で確認した（2）。さ
らに、新たに定義した評価関数を使って、この波面の乱れに周
波数依存性があることを明らかにした。
LAFで聴取者の側方、後方の音を再生するためのトランスオー
ラル技術については、視聴エリアの狭さが課題である。これを
解決するために、LAFの多数のスピーカーを使い、従来の時間領
域での信号処理に加え、周波数領域で信号処理を行う手法を開
発した。
LAFおよび画面上下の2本の線状スピーカーアレーで、聴取者
の側方および後方の音を再生する手法として、波面合成技術と、
音のビームを形成する技術の検討を韓国ETRIと共同で進めた。
さらに将来の音響再生方式として必須となる奥行き感制御に
関連して、LAFで生成する音像位置を画面より奥にした場合の周
波数応答の変化と波面の乱れを最小化する方法を開発した。
22.2ch音響のヘッドホン再生については、22方向の信号をバ
イノーラル信号に変換するための頭部伝達関数（HRTF）を個人に
最適化する手法の検討を進めた。HRTFを周波数特性などの特徴
量によって分類し、その中から個人に適したHRTFを選択する手
法を開発し、携帯デバイスに実装した。
3次元音響符号化については、既存の放送システムと互換性を
確保するために、22.2ch信号のビットストリームを全て復号す
ることなく、従来の2chステレオ信号や5.1ch信号を抽出できる
方式を開発した（3）。

■ 超臨場感メーターの開発
音による臨場感や感動の客観評価法については、2012年は、
音響印象の時間的な変化を調べた。楽曲全体の評価値の相関が
高い印象は時系列データで比較しても相関が高いこと、楽曲全
体の評価値の相関が低い場合であっても印象の時間的な変化は
同期することが分かった。この研究は、（独）情報通信研究機構の
委託研究「革新的な三次元映像による超臨場感コミュニケーショ

図1 スピーカー間隔と音の到来方向の精度の関係 （左：水平面内、右：垂直面内）
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ン技術の研究開発」を受託して実施した。

〔参考文献〕
（1）H.Ookubo, K.Watanabe, S.Oode：“Report of studies on advanced

multichannel sound system beyond 5.1ch sound sensation of
listener’s envelopment and localization of phantom sound images
on loudspeaker configurations with height channels ”ITU, 6C/85
-E（2012）

（2）H.Okubo, T.Sugimoto, S.Oishi, A.Ando：“A Method for Reproducing
Frontal Sound Field of 22.2 Multichannel Sound utilizing a
Loudspeaker Array Frame，”AES 133rd Convention, Convention
paper 8714（2012）

（3）A.Ando：Coding and transmission of three-dimensional sound
using its spatial features, Acoust. Sci.&Tech. vol.33, no.5, pp.326
-328（2012）

1.1.6 衛星伝送技術

■ 次世代衛星放送伝送方式
フィードフォワードブラインド適応等化器を実装した300
MHz級広帯域変復調器を試作し、模擬衛星中継器による伝送実
験を行った。変調方式-符号化率を8PSK-3/4とした場合、シン
ボルレート247Mbaud、ロールオフ率0.1において、所要C/N
＋OBO（Output Back Off）で4.7dBの改善を確認した（図1）（1）。

ひずみ

高度広帯域衛星デジタル放送の伝送方式について、送信側歪
補償および受信側適応等化を適用した場合の模擬衛星中継器に
よる伝送実験を行った。8PSK-3/4、16APSK-3/4および32
APSK-4/5の所要C/N＋OBOがそれぞれ約0.2dB、0.5dB、1.1
dB改善することを確認した。また、衛星中継器の伝送帯域幅と
して69MHzを想定し、最大シンボルレートを69Mbaud、ロー
ルオフ率を0.0～1.0の間で任意の値を設定できる変復調器を試
作した。
伝送性能改善を目的として、8PSKの集合分割法におけるビッ
トごとの訂正能力を考慮したLDPC検査行列の設計を行った。第
1ビット、第2ビットに適用するLDPC符号について符号化率を
パラメーターとした計算機シミュレーションを行い、伝送性能
が最も良くなる符号化率を確認した。
スーパーハイビジョンなどの大容量素材伝送を目的として、
WINDS衛星を利用した衛星伝送実験を行った。8PSK、16
APSK、32APSKについて、1波伝送およびバルク伝送を想定し
た2波隣接FDM伝送実験を行い、いずれもIF折り返し伝送に近い
性能が得られることを確認した。

■ 21GHz帯衛星放送システム
21GHz帯衛星搭載用アレー給電反射鏡アンテナに鏡面修整技
術を適用することで、素子数が少なくても日本を覆う複雑な形
状の放射パターンが形成できることを確認した。また、形成し
た放射パターンをモニターするため、素子間の位相差と振幅差
を測定できる素子の電気性能を評価した。
衛星搭載用アンテナの給電導波管における電力損失を小さく
するため、衛星搭載用TWT増幅器をアレー給電部に近接した配
置とその排熱方法を検討した。アレー給電部の熱特性を計算機
シミュレーションにより評価するため、TWT増幅器、フィル
ター、導波管などで構成する1素子分の熱ダミーを試作し、真空
中における個別の熱特性を測定した。この研究は、（独）宇宙航空
研究開発機構と共同で実施した。
技研（2005～2010年）と鹿児島局（2001、2002、2004年）で
測定した降水量と12GHz帯衛星放送波の降雨減衰量を使用して、
10分間降水量ごとの降雨減衰量の発生時間率を検証した。10
分間降水量が同一の場合でも、年間降水量の多い鹿児島局の方
が、技研よりも大きい降雨減衰が発生することがわかった。
12GHz帯および21GHz帯衛星放送の共用受信アンテナ用給電
素子と給電回路を設計した。4素子マイクロストリップアレーア
ンテナの積層構造とすることで（図2）、両帯域に対応できること
を計算機シミュレーションで確認した（2）。

■ 21GHz帯放送衛星用広帯域・高出力中継器の
研究開発
スーパーハイビジョン放送の実現に向けて、21GHz帯放送衛
星用広帯域・高出力中継器の研究を進めた。
広帯域変調信号を良好に通過させ、かつ、電波天文が使用す
る22.21-22.5GHzへの不要波を十分に低減させる21GHz帯衛

図1 OBO対所要C/N+OBO特性 図2 12GHz帯－21GHz帯共用受信アンテナ用給電素子
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星搭載用出力フィルターのエンジニアリングモデルの開発に向
け、21.7-22.0GHzの300MHzに対応する出力フィルターの設
計を行った。
21GHz帯衛星搭載用アレー給電イメージングリフレクターア
ンテナのエンジニアリングモデルの開発に向け、ビームフォー
ミングネットワークの設計、給電ホーンアレーの部分試作、反射
鏡の設計を行った。また、32素子で構成するアレー給電イメージ
ングリフレクターアンテナの衛星搭載時の機器配置を検討し
た（3）。
この研究は総務省の委託研究「次世代衛星放送システムのため
の周波数有効利用促進技術の研究開発」を受託して実施した。

〔参考文献〕
（1）鈴木，橋本，松﨑，田中，木村：“適応等化器を実装した21GHz帯広

帯域変復調器の性能評価，”信学ソサイエテイ大会，B-3-6, p273
（2012）

（2）M. Nagasaka, S. Nakazawa and S. Tanaka：“12/21GHz Dual-
Band Feed for Circularly Polarized Satellite Broadcasting
Receiving Antenna，”2012 IEEE International Symposium on
Antennas and Propagation and USNC/URSI National Radio
Science Meeting, IEEE, 511.3（2012）

（3）亀井，田中，伊藤：“21GHz帯を使用する次世代衛星放送システムの
研究開発”，第56回宇科連，2S06（2012）

1.1.7 地上伝送技術

■ 次世代地上大容量伝送
スーパーハイビジョン（SHV）地上放送の実現に向け、大容量
伝送技術の研究を進めている。2012年度は、誤り訂正符号に低
密度パリティーチェック（LDPC）符号とBCH符号の連接符号を
採用するとともに32kポイントFFTの実装、多次元インターリー
ブ（時間方向、周波数方向および偏波間）の適用、およびビットイン
ターリーブの最適化を行った偏波MIMO（Multiple-Input Multiple
-Output）－超多値OFDM（Orthogonal Frequency Division Mul-
tiplexing）伝送実験装置2対向とバルク伝送実験装置を組み合わ

せて、圧縮したSHV映像をUHF帯の二つのチャンネル（UHF31、
34ch）で地上波伝送する世界初の野外実験を実施した（1）。
技研公開では、実際にSHV映像を伝送する様子を展示した。
技研屋上に設置した偏波共用送信アンテナから各偏波、各チャ
ンネル（合計4波）とも1Wで放射した試験電波を約4.2km離れた
市街地のビルの屋上に設置した偏波共用八木アンテナで受信し
た。受信した4波の信号はRF信号のまま光信号に変換し、波長
多重技術を用いて技研までROF（Radio Over Fiber）伝送した後、
復調、復号した。伝送パラメーターは、変調多値数が4096、
FFTサイズが32k、ガードインターバル（GI）比が1/32、LDPC
符号の符号化率が3/4で、伝送容量は91.2Mbps/チャンネル（パ
ケット長188バイトのTS）である。現行ISDB-T波と偏波MIMO
－超多値OFDM波および偏波MIMO－超多値OFDM波同士の同
一チャンネル干渉特性を、計算機シミュレーションで評価した。
その結果、いずれの場合も被干渉波と与干渉波のシンボル長が
同一の場合、SP（Scattered Pilot）の相関に起因して干渉波が白
色ガウス雑音（AWGN）の場合よりも劣化が大きくなるが、互い
の遅延時間差を調整することで、劣化を軽減できることが分かっ
た（図1）。また、干渉波がISDB-T波の場合、片偏波のみを使用
していることから、多次元インターリーブにより改善効果が得
られることが分かった（2）。
LDPC符号の復号において、考案した対数尤度比（LLR）の繰り
返し推定を行う復号処理を実験装置に反映するための検討を行っ
た。基本となるBP（Belief Propagation）法は回路規模が非常に大
きくなるため、演算量を削減したさまざまな方法が実用化され
ており、これらの復号法にLLRの繰り返し推定を導入した場合の
特性を計算機シミュレーションで評価した。その結果、超多値
信号の場合、Offset UMP BP法が適しており、AWGN環境の場
合、BP法からの所要C/Nの劣化は約0.2dBに留まることが分
かった。二つの単一周波数ネットワーク（SFN）送信局からの放
送波が重っても劣化を生じることがない次世代SFN技術として、
空間分割多重（SDM）の一種である偏波MIMOに時空間符号化
（STC）を組み合わせたSTC-SDM伝送方式の検討を行い、計算
機シミュレーションによって、優れた基本特性を確認した（3）（図
2）。さらに、STC-SDM方式によるSFNの野外実験を実施する
ため、実験装置の改修を進めた。また、マルチパス環境におけ
る所要C/Nを改善するため、LDPC符号の復号におけるLLRの計
算にキャリアシンボルごとの雑音分散を反映する改修も実施し
た。
一方、OFDMに替わる新たな伝送方式として、重複基底を用

図1 同一ch干渉環境における偏波MIMO
-超多値OFDM伝送の所要C/N
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いたマルチキャリア変調方式（TMUX）の研究を進めた。2012
年度はハードウェアへの実装および評価を行い、提案方式の実
現可能性を示した。また実際の放送波伝搬環境における伝送特
性を計算機シミュレーションにより評価し、OFDM方式に対す
る優位性を確認した。さらに誤り訂正符号を適用する際に用い
る伝送路信頼度情報を生成する手法を提案し、計算機シミュレー
ションにより有効性（図3）を確認するとともにハードウェアへの
実装を進めた。

〔参考文献〕
（1）村山，田口，蔀，朝倉，渋谷：“次世代地上放送に向けた伝送技術－

UHF帯の2つのチャンネルを用いたSHV伝送実験－，”映情学技報，
vol.36, no.30, BCT2012-64, pp.17-20（2012）

（2）朝倉，村山，田口，蔀，渋谷：“次世代地上放送に向けた伝送技術－
同一チャンネル干渉対策の一検討―，”映情学技報，vol.36, no.51,
BCT2012-99, pp.27-32（2012）

（3）蔀，村山，田口，朝倉，渋谷：“次世代地上放送に向けた伝送技術－
STC-SDM伝送を応用したSFNに関する検討―，”映情学技報，
vol.36, no.51, BCT2012-98, pp.21-25（2012）

1.1.8 有線伝送技術

■ 非圧縮SHVの光伝送
映像の圧縮による遅延や画質劣化が生じない利点を持つ非圧
縮スーパーハイビジョン（SHV）信号の光ファイバー伝送システ
ムの研究を進めている。
放送局内のSHV機器の小型化には、機器に内蔵される機器間
インターフェースを小さくする必要がある。そのためには、波
長当たりの信号の高速化により波長多重数を減らすことが有効
である。そこで、波長当たり25Gbpsの高速伝送を行う機器間イ
ンターフェースの光伝送部分を設計した。さらに、受信信号の
クロック再生を容易にするための8B/10B伝送路符号化を用い
て、25Gbps信号のエラーフリー伝送が可能であることを試作装
置で確認した。
また、放送局間や放送局内の番組素材の伝送にイーサネット
網を用いる伝送システムの研究を進めている。2012年度は、フ
ル解像度SHV信号（72Gbps）を100ギガビット・イーサネット信
号へ変換する方式を設計するとともに実験装置を試作し、基本
動作を確認した。

■ SHVのケーブルテレビ伝送技術
SHVをケーブルテレビで家庭へ配信する伝送技術の研究を進
めている。SHVはハイビジョンの16倍の情報量を持つため、デ
ジタルケーブルテレビの1チャンネルでは伝送容量が不足する。

既存のケーブルテレビシステムでSHVを伝送するために、圧縮
されたSHV信号（MPEG-2 TS）を分割して、複数の搬送波を
使って伝送する方式を開発した。
現在のケーブルテレビでは、64QAMの搬送波を用いてデジタ
ル放送の信号（MPEG-2 TS）を伝送している。今後、64QAM
よりも伝送容量の大きい256QAMが導入される予定である。一
方で、振幅・位相面上でシンボル密度が高い256QAMは64

ひずみ

QAMよりも雑音・歪の影響を受けやすいため、信号のビット誤
りを生じやすい。そこで、チャンネルを効率良く利用するため

ひずみ

に、ケーブルテレビ伝送路の雑音や歪などの特性に応じて、異

図３ マルチパス環境におけるTMUX伝送の
ビット誤り率特性

図1 複数搬送波伝送方式によるSHVのケーブルテレビ伝送

図２ SFN環境における
偏波MIMO-超多値OFDM伝送の所要C/N

1 高臨場感放送 ｜ 1.1 スーパーハイビジョン
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なる変調方式（64QAMと256QAM）のチャンネルを組み合わせて
信号を分割伝送し、受信した信号を同期合成して大容量のMPEG
-2 TS信号を再生することができる装置（1）を試作した。さらに、
この装置を用いて、山梨県甲府市にあるケーブルテレビ事業者
（株式会社日本ネットワークサービス）の実施設でSHVのケーブ
ルテレビ伝送実験に成功した。

〔参考文献〕
（1）Y. Hakamada, N. Nakamura, K. Oyamada, T. Kurakake and T.

Kusakabe，“An UHDTV Cable Television Distribution in Combi-
nations of Multiple 64 and 256 QAM Channels”IEEE ICCE2013
vol.2, pp.488-489（2013）

ロンドン五輪パブリックビューイングの取り組み
スーパーハイビジョンによるロンドン五輪のパブリック
ビューイング（PV）を実施した。本プロジェクトはオリンピッ
ク放送機構（OBS）、英国放送協会（BBC）との共同プロジェク
トである。2011年度に発足した関連部局との実施体制により、
準備作業、本番運営を行った。ロンドン市内のオリンピック会
場で制作、BBCスタジオで編集・送出を行い、英国・米国・
日本の9か所でPVを行った。報道局・スポーツセンター、放
送技術局が制作から編集・送出までを、技研がBBCスタジオ
から各PV会場への伝送、および各会場での上映を主に担当し
た。信号の国際伝送については通信事業者の、米国における
PVについては米国放送事業者の協力を得た。

■ 準備および設営
2011年6月に、技研内に各PV会場の責任者とそれをサポー
トする専門家チームを中心とする体制を発足させ、このチーム
を中心に準備を進めた。設備については、2011年度に引き続
き2012年度も、制作用設備を技術局が、PV用設備を技研がそ
れぞれ中心となって準備を進めた。2012年5月には関西圏の
電力事情を受けて、大阪での開催を断念することとなったが、
代替として福島局で行うこととした。
国際および国内伝送の準備は、2010年から本格化させてい
た。2010年9月にロンドン→技研、2011年2月にNTT武蔵野
⇄ロンドン折り返し、同7月にロンドン→技研、同9月に国際
多地点（ロンドン→ワシントン、技研、国内3か所）、2012
年3月に英国内（ロンドン→ブラッドフォード、グラスゴー）、
同4月に国際多地点（ロンドン→英国3か所、ワシントン、技
研、ふれあいホール）の伝送実験をそれぞれ行った。
国内は、PVを主に技研が、関連イベントを主に視聴者事業
局が担当した。2012年年初より、技術運営担当、事業運営担
当、シアター演出担当を確定し、準備を本格化させた。周知広
報については、オンライン系（ニュース、番組、スポット、お
知らせなど）、オフライン系（雑誌・新聞広告、駅貼り、ポス
ター、チラシなど）、デジタル系（ホームページ、NHKネット
クラブ、ツイッターなど）を、広報局と連携して上記部局、団
体が分担して行った。
英国では、2011年4月に英国会場調査、同9月にBBC担当
者の技術訓練、同11月に再度会場調査を行い、準備を進めた。
英国担当者はPV開始前10日前後に現地入りし、BBC担当者に
協力して会場設営を行った。国際放送センター（IBC）について

は、仮設のシアターで3Dとの兼用の会場のため、OBSと綿密
な打ち合せを行った。IBCは会場の都合上、前もって機器を設
置する必要があったため、6月に担当者が現地に出向きPV機
器設置および回線確認を行った。
米国では、米国放送事業者と協力して準備を進めた。2011
年8月に現地下見を行い、同9月の国際伝送実験時にデモ会場
をNBCUビルの会議室に決定、その後、デモの方法について詳
細を決定し、2012年4月の国際伝送実験の機会を利用して準
備を進めた。

■ 実施および結果
国内では、7月28日から8月12日まで4か所のPV会場で上
映を行った（図1）。配信拠点である技研を連絡網の拠点とし、
本番は泊まり体制で、時差のある日英米での業務に対応した。
スタジオパークでの関連イベントは7月21日から先行開催し
た。渋谷、秋葉原、福島の会場では、それぞれファミリー層や
若者を対象とした番組連動イベントを多数展開した。周知広報
についても幅広い層に情報が届くように複数の媒体を活用して
露出を図るとともに、事業のネットワークを生かした多様な
ジャンルの番組との連携やNHKオリンピック放送とも連動さ
せた周知に努めた。集客のために、スペシャルシートや団体
シートの予約、NHKネットクラブへの特別イベントの案内な
ども行った。これらの結果、国内会場で約20万人、国外会場
で約2万人の来場者があり、満足度も82％以上と非常に高かっ
た。また、7月28日に取材会、31日に招待者内覧会を開催し

図1 NHKふれあいホールでの上映の様子

1 高臨場感放送 ｜ 1.1 スーパーハイビジョン
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レンズアレー

カメラアレー

微小レンズアレー

撮像素子
（微小レンズアレーの背面）

1.2 立体テレビ

1.2.1 インテグラル立体テレビ
自然で見やすく、特別なメガネが不要な立体テレビの実現を
目指して、空間像再生型の一つであるインテグラル方式の研究
を進めている。インテグラル方式は、微小レンズで構成された
レンズアレーを撮影・表示の双方に用いて立体像を再現する方
式である。2012年度は、立体像の高品質化、および立体像の再
現品質について検討した。

■ 空間再生立体像の高品質化の研究
インテグラル方式によって高品質な立体像を生成するために
は、撮像と表示の双方で、通常の2次元の映像装置より多くの画
素数が必要となる。映像装置単体の画素数の制限を克服するた
め、複数台の映像装置を並べて配置することにより、システム
全体として多画素の映像装置を構築する方法について検討した。
撮像側では、7台のカメラアレーによる撮像装置（図1）を試作し

た。各カメラで取得した映像を統合することで、水平と垂直方
向ともそれぞれ3倍に視域（立体像を観ることのできる範囲）を拡
大できることを確認した。表示側では、2台のプロジェクターで
構成した装置を試作し、水平方向の視域を2倍に拡大できること
を確認した（1）。
また、これまでの撮像装置は、撮像素子に比べて大きなレン
ズアレーを用いていた。この構成では、レンズアレーによって
生成される被写体の微小な光学像（要素画像）を撮像素子に投影す
るために，光学像のサイズ変換用のカメラレンズが必要となり、
撮像装置が大きくなるという問題があった。また，カメラレン

ひずみ

ズによる解像度の低下や歪により、立体像の画質が劣化する問
題があった。そこで、撮像素子と同じ大きさの微小なレンズア
レーを試作し，両者を一体化した小型で高画質な撮像装置を開
発した（図2）（2）。
これらの研究の一部は、総務省の委託研究「複合撮像面を用い

た。多くの要人が来場したほか、マスコミにも多く取り上げら
れた。
英国のPV運営は、ロンドン・ブラッドフォード・グラス
ゴーの3会場はBBCが、IBCはOBSが主となり、NHKがサ
ポートする形で行った。PVの3会場においては、7月23日か
らプレゲームコンテンツの上映を先行開催した。集客はBBC
の運営する番組予約システムや、各団体にスロットごと割り当
てるなどの方法をとった。IBCでは、自由入退場として各国か
らの放送関係者を受け入れたほか、VIPの訪問も多数あった。
英国内のイベントについては、広報局・国際広報が主に担当
し、NHK/OBS/BBCの合同レセプション、プレスイベントな
どを行った。

米国のPV運営は米国放送事業者が主となり、NHKがサポー
トする形で行った。招待者ベースの展示であったが、政府、メ
ディア、電子産業会などから多数のVIPの来場者があった。
国内外会場の来場者から、「五輪会場にいるような臨場感
だった」、「いつから放送が始まるのか」などの評価・期待する
声が多く寄せられた。

〔参考文献〕
（1）M. Sugawara, S. Sawada, H. Fujinuma, Y. Shishikui, et al.，
“SUPER Hi-VISION at the 2012 London Olympics，”SMPTE
Motion Imaging Journal, vol.122, January/February, pp.29-39
（2013）

図1 複数台のカメラを用いたインテグラル撮像装置
図2 撮像素子とレンズアレーを一体化した

インテグラル撮像装置

1 高臨場感放送 ｜ 1.2 立体テレビ
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上視点

右視点左視点

下視点

た空間情報取得システムの研究開発」を受託して実施した。また、
文部科学省の委託研究「デジタル・ミュージアムの展開に向けた
実証実験システムの研究開発」を受託し、博物館所蔵品をインテ
グラル方式で立体表示するディスプレーを試作した。

■ 空間再生立体像の再現品質に関する研究
2012年度から、インテグラル方式により再現される立体像の
品質に関する検討を開始し、立体像に対する眼球のピント調節
応答、および立体像の解像度に関する実験を行った。

ふく そう

2眼立体方式では、両眼の輻輳は立体像に一致するが、眼球の
ピント調節はディスプレー面に固定されて立体像とは一致しな
い。これが視覚疲労の一因であると考えられている。インテグ
ラル方式は被写体からの光線情報を再現するので、原理的には、
ふく そう

輻輳と調節は実物を観察する時と同様に立体像の奥行き位置に
一致する。この原理的な特徴を検証するために、2012年度は、
インテグラル方式による立体像観察時における主観的な奥行き
知覚の評価実験および眼球のピント調節応答の測定実験を行っ
た。その結果、主観的な奥行き知覚および眼球のピント調節応
答が立体像の奥行き位置に追従することを示唆するデータが得
られた（3）。

インテグラル方式により再現された立体像の解像度は、レン
ズアレーのレンズ間隔や焦点距離、あるいは平面表示パネルの
画素間隔などにより決まる。このように、解像度には関連する
パラメーターが多く、解像度の評価を行うには計算機シミュレー
ションが有効であると考えられる。そこで、CGなどの3次元
データからインテグラル立体像を生成し、さらに2眼立体方式に
変換することにより、インテグラル立体方式をシミュレーショ
ンする手法を開発した。さまざまなパラメーターで生成した立
体像の解像度に関する主観評価実験を行い、本手法の有効性を
検証した。

〔参考文献〕
（1）佐々木，三浦，洗井：“複数のMEMSレーザープロジェクタを用いた

視域拡大型インテグラル立体映像表示，”映情学年次大，14-8
（2012）

（2）洗井，山下，三浦，日浦，岡市，岡野：“レンズアレイと撮像素子を
近接配置したインテグラル立体撮像装置，”信学総大，B-11-5
（2013）

（3）日浦，矢野，江本，三科，洗井，久富，岩舘：“インテグラル立体映
像観察時の調節応答に関する一検討，”映情学技報，vol.37, no.11,
3DIT2013-3, HI2013-35, pp.3-6（2013）

1.2.2 多視点映像からの立体コンテンツ生成
インテグラル方式において、遠方の被写体や大きな被写体な
ど、光学的手法では撮影することが難しい被写体のインテグラ
ル立体像を取得する手法について検討を進めている。2012年度
は、多視点映像や距離センサーからインテグラル立体像を生成
する手法、多視点ロボットカメラについて検討した。
2011年度に多視点映像から被写体の3次元モデルを生成する
手法を開発した。2012年度は、複数の視点で生成した3次元モ
デルを要素画像（レンズアレーに対応した微小画像）上で統合する
手法を考案した。これを用いると、前景に隠れた部分を複数の
視点で生成した3次元モデルの情報で補うことができる（図1）（1）。
2012年度から、距離センサーの距離情報からインテグラル立
体映像を生成する手法の研究を開始した。その中で、距離情報
をインテグラル立体像に変換するシステムを試作した。また、
並列に配置された距離センサーとカメラ間の校正手法に関する
実験を実施した。
多視点ロボットカメラについては、2011年度までに構築した
システムに、カメラ校正手法として弱校正手法を導入した。そ
の結果、従来のようにカメラ校正用の特殊なパターンを撮影す
る必要がなくなり、撮影現場での利便性が向上した。弱校正で
得られるカメラの位置・方向などのパラメーターは、多視点ロ
ボットカメラの方向制御や多視点映像から3次元モデルを生成す
る計算に利用することができる（2）。映像制作にも有効であり、多
視点ロボットカメラで被写体をフォロー撮影し、その映像から，
ぐるっとビジョン映像（あたかも1台のカメラが被写体の周りを
回りこむように撮影した映像）を即座に生成することが可能と
なった。

〔参考文献〕
（1）久富，池谷，片山，岩舘：“複数距離画像からのインテグラル立体像

生成手法，”映情学技報，vol.36, no.24, 3DIT2012-34, pp.7-10
（2012）

（2）池谷，久富，片山，岩舘：“弱校正多視点ロボットカメラシステムに
おける方向制御手法，”映情学冬季大，6-4（2012）

図1 カメラ11台の多視点映像から生成した
インテグラル立体テレビの再生像

1 高臨場感放送 ｜ 1.2 立体テレビ
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2.1 放送と通信の連携技術

2.1.1 Hybridcast
放送と通信ネットワークを連携させることで、時代のニーズ
に応じた新たなサービスを展開可能なHybridcastの研究開発、標
準化および実用化対応を進めた。

■ Hybridcast基盤システムの研究
放送と通信の特長を生かし、柔軟性、拡張性に富み、新しい
サービスを展開可能なHybridcastの研究を進めている。2012
年度から始まった3か年のNHK経営計画の中で、放送と通信の融
合時代にふさわしい新たなサービスの充実が重点目標として掲
げられている。その初年度にあたる2012年度は、Hybridcast
のプロトタイプ受信機の開発、実用化に向けた技術仕様の標準
化、さらに2013年中のサービス開始に向けた実用化対応に重点
的に取り組んだ。
2012年度の技研公開では、受信機メーカー5社の協力を得て、
市販のテレビをベースとしてHTML5ブラウザーを搭載したプロ
トタイプ受信機（図1）を開発し、Hybridcastのさまざまなサービ

デジタル放送とブロードバンドの普及による放送・
通信の連携・融合の本格化が進む中、2012年度からの
NHK経営計画の中で「放送と通信の融合時代にふさわ
しい、さまざまな伝送路を利用した新たなサービスを
充実」が重点目標の一つとして掲げられた。技研では
放送と通信の特長を生かし、番組の価値を高める新た
な放送サービスの実現に向けて、放送通信連携技術の
研究開発への取り組みを進めた。
2010年度に放送番組を中心とした利便性の向上・高
度化に応える放送通信連携サービス基盤として
Hybridcastを提案し、その実用化に向けて開発を進め
ている。2012年度は、HTML5ブラウザーを搭載した
プロトタイプ受信機を開発するとともに、実用化に向
けた技術仕様の標準化を進めた。さらに、2013年中の
サービス開始に向けた実用化対応に重点的に取り組み、
サービス事例の検討も行った。また、技研公開展示を
はじめ、国内外での展示・講演で積極的なPRや国プ
ロによる実証実験を行った。さらに将来の放送通信連
携環境を見越し、放送や通信といった伝送路を意識せ
ずコンテンツの利用を可能にする新たな多重化技術の
開発を進め、MPEGでMMT（MPEG Media Transport）
の標準化に寄与した。
ソーシャルテレビシステムteledaについては実証実
験で得られたデータ分析を行い、視聴者の行動に与え
る影響や外部SNS（Social Networking Service）との

連携によるコミュニケーション活性化などの有効性を
確認した。さらに、teledaのサービス基盤を用いて高齢
者の活動を促進する高齢者クラウドの実証実験を進め
た。また、TVML（TV program Making Language）技術
を利用したCGM（Consumer Generated Media）への
取り組みとして、SNSユーザーが映像コンテンツを介
してコミュニケーションを楽しむシステムを開発した。
放送通信連携サービスを安全・安心に実現するため
のセキュリティー技術の開発も進めた。Hybridcast
用のセキュリティー技術として、重要な放送を優先し
て表示する提示制御方式と正当なサービスであること
を保証するアプリケーション認証方式を開発した。ま
た、ネットワーク利用時の操作の簡便化のため、各種
個人向けサービスを適切なアクセス制御のもとに実現
するための認証認可システムを開発した。さらに、放
送からのダウンロードによってCAS（Conditional
Access System）機能を更新できるダウンローダブル
CAS方式についても開発を進め、DRM（Digital Rights
Management）を相互接続できる認証連携技術につい
ても検討した。
放送に関連したライブ映像などのコンテンツを多数
の視聴者に対して安定かつ低廉に同時配信するための
IP配信技術の研究を進めた。開発したP2P配信システ
ムによるロンドン五輪ライブ配信実験を実施し、シス
テムの有効性を確認した。

2 放送通信連携サービス

図1 Hybridcastプロトタイプ受信機
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ス例を示した。TVとタブレット端末との連携サービス、スポー
ツ番組への通信ネットワーク経由でのグラフィックデータ表示、
番組の進行に応じたダイナミックな番組連動サービス、さらに
緊急情報などを確実に視聴者に伝える提示制御技術などを展示
し、Hybridcastの理解促進に努めるとともに早期実用化の可能性
を示した。さらに試作セットトップボックスによるマルチ
ビュー、手話CG（図2）などの同期合成サービス、個人の趣向に
応じた番組スポット自動差し替え、TVとモバイル端末との認証
連携、さらに民放TV局などの協力による、民放TV局のサービス
事例などを展示し、Hybridcastの魅力をアピールした。
次に標準化対応として、国内においてはIPTVフォーラムでの
システム仕様、HTML5ブラウザー仕様の第1版（1）の標準化作業
を進めるとともに、ARIB（（社）電波産業会）の関連規格の改定を
行った。さらにDpa（（社）デジタル放送推進協会）での運用規定
の策定においても、NHK案を提出するなど主導的に推進した。
また、国際対応としてITU-Rのレポート作成への寄与や要求条件
勧 告 草 案 へ のHybridcast機 能 の 反 映、FoBTV（Future of
Broadcasting Television）へ放送通信連携サービスのユースケー
スの文書入力、HTML5の規格化を進めているW3Cの総会である
TPAC会議でのHybridcastの理念とユースケースの報告などを行
い、海外のスマートテレビに対するHybridcastのサービスと機能
面での優位性を発信した。
また、実用化に向けて、関連部局によるHybridcast推進プロ
ジェクトに参加し、2013年中のサービスインに向けてNHKで実
施するサービス、設備整備、運用などの検討を支援した。
さらにHybridcastの内外へのアピール活動として、技研公開に
加え、ロンドン五輪、Broadcast Asia 2012、TV60年記念イベ
ントなどでの展示や実証実験を行った。特にロンドン五輪では
実証実験として、競泳、柔道などの競技番組を対象にして実用
レベルの開発ツール（SDK）による制作、商用クラウドサーバー
による配信、受信までの一連のフロー検証を行い、スーパーハ
イビジョン（SHV）パブリックビューイング会場であるベルサー
ル秋葉原においてサービスを展示し、好評を博した（図3）。
また、仙台市内で大規模災害発生を想定したHybridcastによる
災害情報伝達サービスについて東北在住の一般市民による主観
評価実験を実施し、評価者から「有用なシステムである」との評価
を得た。この研究は総務省の委託研究「情報通信ネットワークの
耐災害性強化のための研究開発」を受託して実施した。今後、こ
の成果を、Hybridcastの実用化に生かしていく。
今後は、Hybridcastの高度化に向けての検討、標準化対応、さ

らにSHV時代の放送通信連携サービスの検討などを行う。

■ 放送通信融合型受信機のセキュリティーの研究
Hybridcastにおいて、安全・安心にアプリケーションを利用す
るためのセキュリティー技術の研究開発を進めた。2012年度は、
重要な放送を優先して表示する提示制御方式と正当なアプリケー
ションであることを保証する認証方式をメーカー製のHybridcast
試作受信機に実装した（図4）。
提示制御とは、信頼できる情報を確実に提供するための技術
であり、これにより視聴者は番組を安全・安心に楽しむことが
可能となる。アプリケーション利用中でも、緊急地震速報や緊
急警報放送などの重要な放送を優先して表示する提示制御方式

図3 ロンドン五輪でのHybridcastサービス例
（日本選手応援アプリ）

図2 手話CGサービス

図４ 提示制御方式およびアプリケーション認証方式のメーカー製Hybridcast試作受信機への実装
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について、市販テレビをベースに試作した受信機に実装し、実
用化に向けて進展を図った。
また、HybridcastではHTML5によるWebアプリケーションを
インターネット経由で配信することを想定している。この場合、
視聴者の利益を損なう恐れのあるアプリケーションを動作させ
ない仕組みが必要となる。アプリケーションに対してIDと署名
を付加し、受信機上で正しいHybridcastアプリケーションである
ことを識別した上で、起動や受信機リソース利用などの動作範
囲を制御するためのアプリケーション認証方式をHybridcast試作
受信機に実装し、実行処理時間を評価した。その結果、アプリ
ケーションのサイズが10MB程度までであれば、実用的な処理時
間で認証が実行可能であることを明らかにした（2）。
そのほか、受信機の正当性を確認するための認証プラット
フォームおよびアプリケーション登録から受信機での実行制御
に至る総合的なセキュリティー管理検証システムの詳細設計を
行った。

■ 複数伝送路のための多重技術の研究
次世代の放送として、放送や通信といった伝送路を意識せず
コンテンツを利用でき，コンテンツや視聴者の端末、伝送路の
多様化に対応できるシステムを目指して、複数伝送路のための
多重技術の研究を進めている。これらの研究成果をMPEGにお
ける新たなメディアトランスポート方式であるMMT（MPEG
Media Transport）の標準化に提案し、その一部が委員会草案ISO
/IEC 2nd CD（Committee Draft）23008-1に採用された。
MMTは、放送や通信の複数の伝送路に共通に用いることがで
きるトランスポート方式であり、一対多の効率的な配信が可能

な放送伝送路と一対一の配信が可能な通信回線を同時に用いる
ハイブリッド配信を可能にする。
スーパーハイビジョンを表示できる大画面・高精細モニター
は、放送や通信から取得した映像や情報などを組み合わせて表
示する使い方にも適している。MMTを用いることで、放送による
高精細映像と通信による利用環境や利用者の要求に応じた映像・
音声・情報を容易かつ柔軟に組み合わせることが可能になる。
また、気象条件や伝搬状況および通信の混雑状況の変化によ
り、伝送品質が一時的に低下する場合がある。MMTでは、異な
る伝送路の組み合わせ利用が容易であることから、異なる伝送
路を用いて代替映像や音声など必要最小限の情報を伝送するこ
とで、サービスの可用性を向上できる。
これらのコンテンツサービスに必要となる、各コンポーネン
トの代替え関係およびそれらの取得情報などの制御情報および
切り替え制御の手法を開発した（3）。
こうした配信は、MPEG-2 TSやRTPなどの従来のメディアト
ランスポート方式では実現が困難であり、MMTを導入すること
で放送と通信とを柔軟に連携させる新たなサービスが可能にな
る。

〔参考文献〕
（1）IPTVFJ STD-0010/0011放送通信連携システム仕様/HTML5ブラ

ウザ仕様，一般社団法人IPTVフォーラム
（2）広中，大竹，大亦，大槻，遠藤，真島：“Hybridcast受信機における

アプリケーション認証方式の実装評価，”映情学年大，16-4（2012）
（3）大槻，青木，三矢，青木，浜田：“放送と通信のハイブリッド配信の

ためのIPベース伝送方式における制御情報の一検討，”映像情報メ
ディア学会技術報告，vol.36, no.42, BCT2012-85, pp.1-4（2012）

2.1.2 SNS, CGM
放送をきっかけに視聴の交流の場を提供するSNS（Social
Networking Service）、視聴者の映像コンテンツによる情報発信
を支援するCGM（Consumer Generated Media）の研究を進め
た。

■ ソーシャルテレビシステムの研究
視聴者と視聴者、視聴者と番組コンテンツを結ぶネットワー
クサービスを提供することにより、視聴者の番組視聴の幅を拡
大し、さらに視聴者同士の共有視聴体験を通じてコミュニケー
ションを活性化できるソーシャルテレビプラットフォーム
“teleda”の研究開発を進めている。
teledaプラットフォームは、番組配信、SNS、番組同時視聴、
リアルタイムチャット、レコメンデーションといったサービス
の管理機能、および番組、メタデータ、ユーザープロファイル
や行動履歴といったリソースの管理機能を備えており、それら
をAPIによって提供することで、PC、タブレット、スマート
フォンといった端末におけるさまざまなサービスが実現可能と
なっている。
2012年度は、2011年度に実施したteledaプラットフォーム
を利用した1000人規模の実証実験結果を分析し、番組予告動画
の提供がユーザー視聴行動に与える影響や、外部SNSとの連携
によるコミュニケーション活性化・番組リーチ拡大の可能性を

示した（1）（2）。また、シニアを対象としたコミュニケーション活性
化の一手法としての検討においては、teledaの持つ番組提供およ
びSNSの二つの機能に絞ったシンプルなインターフェースを備
えたサービスを試作し、千葉県柏市の高齢者コミュニティーを
対象とした実証実験を進めた。この研究の一部は、（独）科学技術
振興機構の委託研究「高齢者の経験・知識・技能を社会の推進力
とするためのICT基盤『高齢者クラウド』の研究開発」を受託して
実施している。
また、teledaプラットフォームに対し、番組映像に含まれるフ
レーム画像の種類と出現頻度を数値化した「画造り特徴」による番

し こう

組検索機能を追加し、ユーザーの視覚嗜好に合っているにもか
かわらずキーワード検索では見つけられない「掘り出し物的な」番
組を検索することが可能となった。また、teledaプラットフォー
ムをベースに、放送番組を楽しみながら、番組に関連する動画
や投稿といったさまざまな関連情報を離れた友達や家族と交換・
共有できるシステム“ソーシャルスクリーン”を開発し、技研公
開において展示した（図1）。このシステムではHybridcastの技術
を利用することで、テレビとタブレット端末を連携させたサー
ビスを実現しており、将来の実用化を目指して引き続き検討を
進めている。
teledaプラットフォームの実サービスへの展開も進めた。
2013年1月に公開されたTV放送開始60年アーカイブスポータ
ルサイトには、teledaのエンジンを用いたソーシャルサービス機
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能が導入され、番組レビュー作成・閲覧、個人別のレコメンデー
ション、ユーザー間のコレクション共有といった機能が利用可
能となっている。実サービスにおけるユーザーの詳細な行動分
析も可能となっており、今後、新しいサービスの開発などへの
活用が期待される。

■ 映像コンテンツ制作仮想化の研究
端末の性能やインストールしているソフトウェアなどに依存

せず、簡単に映像コンテンツを制作することができるシステム
として、サーバーサイド映像制作を基本とした映像コンテンツ
制作仮想化の研究を進めた。
TVMLによるCG映像コンテンツ制作エンジンを活用して、
SNSユーザーが映像コンテンツを介してコミュニケーションを
楽しむシステム（図2）（3）や番組に連動した手話CGアニメーショ
ンを生成・表示するシステムを開発し、技研公開で展示した。
また、サーバーサイドだけでなく、端末側でのCG映像コンテン
ツ生成にも取り組み、携帯端末上での高速な専用TVMLプレー
ヤー、および、WebGLを用いた汎用TVMLプレーヤーの基礎部
分を開発した。
手話アニメーションについても開発を進め、CGキャラクター
およびモーションデータの向上を図るとともに、形態素単位で
の編集、表情などの非手指の表現を一部実現した。また、ABU
滞在研究員を指導し、感情表現可能なチャットシステムを構築
した。
さらに、モーションキャプチャーと連携したシステムの改良
を図り番組で利用されたほか、技研公開やNHK文化祭の体験
コーナーでの利用、あるいは新たにWebでの映像コンテンツ作
成に利用されるなど、実際の番組や各種展示への利用について
も確実に進めた。

〔参考文献〕
（1）N. Hamaguchi, M. Miyazaki, S. Nishimura, H. Fujisawa and R.

Yonekura：“Investigating trends in social TV services based on
user participating experiments，”1st International Workshop on
Web Services and Social Media（WSSM 2012）

（2）大竹，山村，大槻，宮﨑，藤井，藤沢：“番組レビューSNSサイト
“teleda”と既存SNSとの連携によるコミュニケーション空間の拡張，”
情報処理学会第86回グループウェアとネットワークサービス（GN）研
究会（2013）

（3）道家，金子，浜口，井上：“SNSユーザーによるCG映像コンテンツ
制作，”2012年映像情報メディア学会年次大会講演予稿集，8-6
（2012）

図2 SNSユーザーによるCG映像コンテンツ制作システム

図1 ソーシャルスクリーンの概念図
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2.1.3 セキュリティー基盤

■ 放通統合型認証連携技術の研究
多様な個人向けサービスを、視聴者にとって簡便に、かつ、
安全に提供するアイデンティティー管理技術の研究開発を進め
た。ネットワーク上では、ユーザーの属性情報や特定のユーザー
に使用権限が与えられる機能が、複数のサービスに分散して管
理されている。これらの保護された情報や機能を、ユーザーの
認証や同意に応じて、サービス間で安全に参照させ、各種個人
向けサービスを適切なアクセス制御のもとで実現するための認
証認可システムを開発した（1）。本システムにより、ユーザーの認
証結果や認可されたリソースアクセス権限を、複数のサービス
が共通のプロトコルで連携して利用することが可能となる。
この認証認可システムを組み込んだデモを、2012年度の技研
公開で展示した（図1）。ユーザーの認証操作は、個人が所有する
携帯端末上で行い、テレビには個人向けサービスの一部のリソー
スへのアクセス権限のみを端末間で移譲することにより、家庭
の共有端末であるテレビでログイン操作をすることなく簡便に
個人向けサービスを利用できることを示した。

■ ダウンローダブルCAS技術
より安全で確実なアクセス制御と著作権保護を行うCAS

（Conditional Access System）を実現するために、鍵関連情報の
処理機能や暗号アルゴリズムなどのセキュリティー機能を放送
で追加更新できるダウンローダブルCAS技術の研究開発を進め
た。CASの機能をソフトウエアで記述しシステムLSI内部で安全
に動作させる仕組みを開発した。また、ダウンローダブルCAS
技術の通信機能を拡張し、CASとDRM（Digital Rights Manage-
ment）を相互接続できる認証連携技術を考案した。

■ 端末連携サービスのためのコンテンツ連動技術
スマートフォンやタブレットなどの携帯端末の内蔵ビデオカ
メラを生かした新しい放送連動サービスに向け、フレーム単位
（0.03秒以下）の高精度同期方式を開発した（2）。本方式により、
TV画面に表示された放送番組をカメラ越しに携帯端末で視聴す
る形態において、TV画面と連動した3DCGなどのオブジェクト
を携帯端末内のカメラ映像にオーバーレイ表示するような連動
コンテンツの提供が可能となった。

■暗号・認証技術
Hybridcastをはじめとする放送通信連携サービスの本格普及に
向けて、安全で確実なサービス提供に利用できる暗号・認証技
術の研究を進めた。

ネットワーク経由で配信するコンテンツを保護する暗号化方
式の一つである放送型暗号方式の研究を進めた。個別メッセー
ジ付き放送型暗号をパーソナルコンピューター上に実装し、復
号速度やメモリー量などを評価し、実装上の課題を明らかにし
た。
放送型暗号の改良方式として、属性ベース暗号の検討を進め
た。その結果、復号時間や公開鍵サイズを小さくできる2重暗号
方式を開発した（3）。この研究は、（独）産業技術総合研究所と共同
で実施した。
また、不正なアプリケーションが送られ、受信機で使われる
のを防ぐためのアプリケーション認証技術の研究を進めた。
Hybridcastのセキュリティー管理検証システムに組み込むための
アプリケーション認証プログラムのライブラリー化や秘密鍵更
新機能などの開発を進めた。

〔参考文献〕
（1）山村，西本，藤井：“テレビ視聴環境での個人向けサービス実現に向

けたユーザ認証認可基盤，”FIT2012, O-021（2012）
（2）川喜田，西本，遠藤，藤井：“放送通信連携サービスにおけるデバイ

ス間同期方式，”2012年映像情報メディア学会年次大会，16-6
（2012）

（3）大竹，広中，加井，遠藤，花岡，渡辺，山田，笠松，山川，今井：
“Wildcardを部分的に許す効率的な属性ベース暗号の構成に関する検
討，”第30回暗号と情報セキュリティシンポジウム（SCIS2013）3
F4-3

図1 技研公開で展示した試作システムデモ

2 放送通信連携サービス ｜ 2.1 放送と通信の連携技術
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2.1.4 IP配信技術

■ 放送通信連携用
IP配信技術の研究
インターネットを利用して、多数の視
聴者に対してライブ映像などのコンテン
ツを安定かつ低廉に同時配信するための
IP配信技術の研究を進めた。
2012年度は、2011年度に開発したピ
ア・ツー・ピア（P2P：Peer-to-Peer）ラ
イブ配信技術に、コンテンツ保護機能や
配信範囲を国内に限定する機能、冗長化
機能などを追加実装した実験システム（図
1）を開発し、8月に開催されたロンドン五
輪においてライブストリーミング実験を
実施した（1）（2）。この実験は、P2Pライブ
配信技術を用いて、伝送レート1.5Mbps
の競技映像を一般視聴者に配信するもの
で、ロンドン五輪の期間中、テレビやラジオで生中継されない
競技を延べ270時間にわたり配信した。配信時間帯は、深夜から
早朝となったが、期間中の総接続数は30万件に達し、多くの視
聴者にご覧いただいた。本システムの実用性の高さを実フィー
ルドで実証した。サッカー競技配信時の視聴端末数と配信サー
バーの負荷を図2に示す。配信サーバーの負荷は、全視聴端末が
受信したストリーム容量に対する配信サーバーから配信された
ストリーム容量比率を表す。サッカー競技が始まり、視聴端末
数が多くなった時点での配信サーバー負荷は、約20％で安定し
た値を示した。これは、配信サーバーから全視聴端末に対して
個別にストリーム配信を行う場合と比べて、配信サーバーに対
する負荷を約80％削減できることを表しており、P2P配信技術
が配信コストの削減に有効であることが確認できた（3）。
また、放送番組の進行に合わせて通信で番組連動情報を提供

する放送通信連携サービスの実現に向けた、プッシュ型コンテ
ンツ配信技術の検討を開始した。多数の視聴端末に対して同時
にコンテンツ配信を行った時の遅延時間が一定の範囲内に収ま
るようなプッシュ配信の設計手法などの基礎検討を進めた。

〔参考文献〕
（1）田中，西村，遠藤：“P2Pネットワーク技術を用いたライブ配信シス

テムの設計とロンドン五輪での活用，”映情メ年大，5-1（2012）
（2）遠藤，西村，青木，中川，石川：“［招待講演］P2Pライブ配信シス

テムによるロンドン五輪競技のライブストリーミング実験，”信学技
報，IN2012-125, vol.112, no.352, pp.19-23（2012）

（3）西村，青木，中川，遠藤，石川：“P2Pライブ配信システムの開発と
ロンドン五輪におけるライブ配信実証実験，”信学技報，CQ2012
-60, vol.112, no.288, pp.19-24（2012）

図1 P2Pライブ配信実験システム

図2 視聴端末数と配信サーバーの負荷

2 放送通信連携サービス ｜ 2.1 放送と通信の連携技術
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仮想ポインター

刺激点

多点刺激部

3.1 人にやさしい情報提示
視覚や聴覚に障害のある方が放送を楽しむことができるよう
にするために、人にやさしい情報メディアの研究に取り組んで
いる。

■ 2次元・3次元情報の触力覚提示技術の研究
視覚に障害のある人に、図などの2次元情報や美術品などの3
次元情報のような、言葉では伝えることが難しい情報を触覚や
力覚で伝える技術の研究を進めている。
2次元情報の触力覚提示については、触覚ディスプレー上の任
意の範囲を異なる周波数で振動させる振動提示方式と、触察前
に指を誘導して図の構成やグラフの軌跡などを伝える力覚誘導
方式の開発を進めた。振動提示では、オブジェクト単位での振
動だけでなく、オブジェクトの色相を抽出して振動に変換する
方式を開発した。これを使って、データ放送の津波や地震情報
を対象に、地図上で警報・注意報の種別や震度などを振動の差
異で表示する方式を開発した。また、触覚提示で必要な拡大表
示において、拡大率と移動範囲の要因がオブジェクトの空間位
置の認知に与える影響を再生実験で評価し、適切な提示条件と
振動提示が空間認知に効果があることを明らかにした（1）。力覚誘
導では、実験者が被験者の指を誘導する条件で、触覚提示され

た種々のコンテンツの理解への効果を主観評価する基礎実験を
行い、誘導が迅速で正確な把握に有効なことを明らかにした。

りょう

3次元情報の触力覚提示については、エッジや稜線のある立体
でも安定に触察でき、より正確に形状を認知できる提示方式を
開発するために、指先の姿勢（自由度）の差異がエッジ面の角度の
認知に与える影響を評価した（2）。さらに、指先の複数の点に力覚
情報を提示する多点分布提示方式を考案し、効果を検証する実

放送サービスが社会の情報基盤として機能するため
には、障害者や高齢者、外国人など全ての視聴者が、
視聴環境や状況に応じてコンテンツを楽しめることが
重要である。そこで、情報技術などを使って、所望の
コンテンツがその人に適した形式で提供される、人に
やさしい放送のための技術の研究開発を進めている。
人にやさしい情報提示の研究のうち、2次元および
3次元情報の触力覚による提示手法については、新し
い提示方式を開発し、その認知的な効果の評価を進め
た。また、気象情報を対象として日本語テキストから
手話CGへ自動翻訳する技術については、翻訳手法の
改良を進めるとともに、翻訳の精度の評価実験を進め
た。
字幕制作のための音声認識の研究では、話題が多様
に変化する情報番組を対象として、言語モデルと音響
モデルを話題の変化に適応させるための学習手法の研
究を進めた。これまでの研究成果を基に、地域放送局
における字幕システム導入に向けて、技術支援を進め
た。
高齢者のための音声・音響信号処理の研究では、受
信機側で聞きやすい番組音に調整するための背景音抑
圧法や音声強調法の検討を継続し、開発した手法を受
信機アダプターに実装し評価実験で効果を確認した。
言語バリアフリーサービスのための言語処理の研究

では、国内に在住する外国人のためのニュースの「や
さしい日本語」への変換支援技術の開発とWebでの公
開実験を行った。また、国内外の外国人のための
ニュースの日英統計翻訳技術の開発を進めた。さらに、
放送番組に対する視聴者の意見を分析する技術の研究
を進め、放送現場のシステムなどへの応用を進展させ
た。
コンテンツ検索・推薦技術の研究では、効果的な番
組の推薦のために、単語間の関係などを用いたテキス
ト処理による番組類似性評価技術、視聴者の番組への

し

興味度を推定する視聴状況取得技術、視聴者の個人嗜
こう

好を予測する技術の開発と評価実験を行った。開発し
てきた、番組の検索・推薦技術はNHKアーカイブスの
Webサービスに適用された。また、キーワードを介さ
ない映像検索技術、映像中に出現するさまざまな物体
の検出技術、素材映像を効率的に加工するための、撮
影時のカメラ姿勢情報や被写体の領域の情報を取得す
る技術などの映像処理の研究を進めた。
視聴者の心理状態推定技術の研究では、スーパーハ
イビジョンを想定した広視野映像環境での視点の広が
りや動画像の鮮鋭度の認知特性を明らかにする実験を
進めた。また、脳活動データから視聴者の心理状態の
変化を解析する研究、映像による身体への悪影響を防
止する技術の開発と放送現場での試用を進めた。

図1 多点分布提示実験装置

3 人にやさしい放送
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りょう

験装置を開発した（図1）。この方式ではエッジや稜線での指の逸
脱を指先の姿勢の差異以上に大きく改善できることが確認され
た。多点分布提示の刺激点の数やサイズがエッジや曲面などの
形状・硬さの認知に与える影響については評価を継続した。こ
の研究の一部は東京大学と共同で実施した。

■ 節・句単位に基づく気象情報の手話CG翻訳技術
の研究
手話放送サービスの拡充を目指し、気象情報を対象として日
本語テキストから手話CGへ自動翻訳する技術の研究を進めてい
る。気象情報は定型表現が多く、節・句など文より小さい単位
で処理することが精度の向上につながる。
2012年度は、節・句単位で用例翻訳や統計翻訳を行った処理
結果から、言語モデルに基づいて最適な文を求める技術を開発
し、日本語－手話CG翻訳システムを改良した（図2）。翻訳シス
テムの主観評価実験を行い、翻訳精度を測定するとともに、今
後の課題を明らかにした。また、ニュースに頻出する固有名詞
を手話に翻訳する技術を開発した（3）。一方、手話CGにおいては、
従来の単語動作データの合成を基本とした手法のほかに、例文
データから部分的な動作データを抽出して合成する技術を開発
し、より自然な手話アニメーション生成を可能とした（4）。この研
究の一部は工学院大学と共同で実施した。

〔参考文献〕
（1）坂井，半田，清水：“触覚提示の拡大表示における空間認知と要因の

評価，”信学技報，WIT2012-10, pp.1-6（2012）
（2）半田，坂井，清水，篠田：“指先の姿勢に応じた力覚提示による3

次元形状の認知，”第17回VR学会大会論文集，13D-3, pp.231-234
（2012）

（3）宮﨑，加藤，金子，井上，梅田，清水，比留間，長嶋：“日本語から
手話への固有名詞の翻訳，”情報処理学会信学会自然言語処理研究会，
vol.2012-NL-207, no.7, pp.298-303（2012）

（4）井上，金子，加藤，宮﨑，梅田，清水，比留間，長嶋：“例文モー
ションの編集・合成による手話アニメーションの生成，”HCGシンポ
ジウム2012, HCG2012-II-2-2, 2012, pp.93-96（2012）

3.2 字幕制作のための音声認識
聴覚に障害のある方や高齢の方をはじめ、多くの方が字幕放
送を利用して楽しめる番組を拡充するために、生放送番組の字
幕を制作する音声認識の研究を進めている。

■ 情報番組の字幕制作
字幕キャスターが言い直した番組音声を認識して文字にする
リスピーク方式は、大相撲などのスポーツ番組をはじめ、「あさ

イチ」などの情報番組の字幕制作に利用されている。豊富な話題
を提供する情報番組では、日々の話題によって変わる単語列の
出現確率を言語モデルに学習させるために多くの労力が必要で
ある。
そこで、番組の大まかな話題が記載された番組構成表を基に、
各コーナーの話題を推定し、同種の話題を扱った過去の字幕テ
キストから話題に適応化した言語モデルを学習する技術を開発
した。話題の推定には、確率的に話題を推定する潜在的ディリ
クレ配分法や、より柔軟で高い効果が期待できる非負値行列因
子分解に基づく手法（1）を検討した。また、認識誤りの修正結果を
利用して母音・子音の周波数分布を効率的に適応学習する手法（2）

の改善と、話題特有の認識誤りを修正する識別モデル（3）の改善を
行った。その結果、認識精度が向上し、「あさイチ」から評価用に
選定したリスピーク音声の認識率は91.8％から93.0％に改善さ
れた。

■ ニュース番組の字幕制作
番組音声を直接認識するダイレクト方式とリスピーク方式を
組み合わせたハイブリッド方式が関東ローカルの番組の字幕付
与に利用された（図1）。ローカル放送への導入に際しては、シ
ミュレーション結果などの事前データの提供に貢献した。また，
東日本大震災報道への字幕付与の経験に基づいて、災害に応じ
た言語モデルを効率良く学習する装置を開発した。

図2 気象情報の日本語－手話CG翻訳システム

図1 ローカル字幕に用いられたハイブリッド方式

3 人にやさしい放送 ｜ 3.1 人にやさしい情報提示 ｜ 3.2 字幕制作のための音声認識
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〔参考文献〕
（1）藤田，奥，小林，佐藤：“制約付き非負値行列因子分解に基づく言語

モデル適応，”音講論（春），2-9-7（2013）
（2）T. Oku, Y. Fujita, A. Kobayashi and T. Imai：“Speaker Adaptation

Intensively Weighted on Mis-Recognized Speech Segments，”
APSIPA ASC, OS.8-SLA.2（2012）

（3）小林，奥，藤田，佐藤：“リスク最小化に基づく識別的言語モデル，”
情処研報，vol.2012-SLP-93, no.1, pp.1-7（2012）

3.3 高齢者のための音声・音響処理
背景音に妨害されて高齢者には聞き取りにくくなっているセ
リフやナレーションを聞きやすくするための研究を行なってい
る。
これまでに、受信機側で聞きやすい番組音に調整するための
背景音抑圧法や音声強調法の検討を進めてきた（1）。2011年度に
は、ステレオ番組の左右の信号相関を用いて音声と背景音を分
離し、背景音成分を抑圧する方法を開発している。2012年度は、
モノラル番組の周波数成分から音声と背景音を分離して、同様
の効果を得る方法を開発した。
また、音声強調については、ノイズ環境下での音韻（母音や子
音）の音響的な特徴を、よりはっきりさせる方法の検討を進め
た（2）。さらに、信号処理による音質劣化をできるだけ避けるため
に、セリフやナレーションを含まない区間ではなるべく信号処
理を行わないようにした。そのために、適切な処理区間分割方
法や、効果的な原音の加算方法を検討した。
背景音抑制と音声強調を独立に制御できる受信機アダプター

を試作し、この装置を用いて、背景音と音声の音量バランスを
変えた番組音を合成して主観評価実験を行なった。背景音を番
組制作時に標準レベルよりも3～6dB程度下げた番組音声は高齢
者が聞きやすい音声であることは既に知られているが、開発し
た装置で合成した番組音がそれと同等の効果があることを確認
した。

〔参考文献〕
（1）T.Komori, A.Imai, N.Seiyama, R.Takou, T.Takagi and Y.Oikawa：“A

Development of a Broadcast Sound Receiver for Elderly Persons，”
13th International Conference on Computers Helping People with
Special Needs（ICCHP 2012）K.Miesenberger et al. eds., Springer,
pp.681-688（2012）

（2）田高，清山，小森，都木，今井：“雑音下音声に対する高齢者の聞き
取り易さ改善のためのスペクトル強調方法の検討，”2012年秋季日
本音響学会研究発表会講演論文集，2-Q-a8, pp.531-532（2012）

3.4 言語バリアフリーサービスのための言語処理

■ 日本語変換支援技術・日英翻訳技術
国内に在住する外国人のためのニュースの「やさしい日本語」変
換支援技術と国内外の外国人のための日英翻訳技術の研究を行っ
ている。
やさしい日本語の研究では、公開実験サイト「NEWS WEB
EASY」を2012年4月に立ち上げ、土日祝日を除く毎日、普通の
ニュースをやさしく書き換えて公開している（図1）。書き換えに
は2011年度に開発した「書き換え支援エディター」と、やさしい
日本語の表現を検索するための「用例検索システム」を使ってい
る（1）。2012年度は、書き換え支援エディターに、記事中の重複

表現の表示機能、書き換え記事間の比較表示機能、ふりがなな
どの訂正結果の学習機能を追加し、書き換え作業の効率化を図っ
た。当初は1日1記事の公開であったが、システムの改修とワー
クフローの見直しを行ない、8月からは1日3記事を公開してい
る。
公開しているやさしい日本語のニュースの効果を確認するた
めに、外国人と小中学生を対象として、ニュースの理解度テス
トを行った。その結果、普通のニュースと比較してやさしい日
本語のニュースの理解度は有意に高いことが確認された。特に、
小学生と、やさしい日本語で想定している中級準備程度の日本
語能力を持つ外国人への効果が高いことが分かった（2）。
NEWS WEB EASYの公開実験は、報道局、放送文化研究所と
共同で実施している。
日英自動翻訳の研究では、ニュース原稿を対象とした統計翻
訳技術の研究を進めている。統計翻訳では、日本語と英語のテ
キストの表現が互いに翻訳として現れる確率を示す「翻訳モデル」
の学習が必須である。しかし、日英ニュースは記事中の全ての
表現を相手の言語に翻訳する直訳ではないので、翻訳モデルを
簡単に学習できない。そこで、日英の文書対は①元の日本語文
書が生成される処理、②日本語文書の一部が英語に翻訳される
処理、③英語文書の残りの部分が生成される処理の3つの組み合
わせで作られると考え、与えられた日英の文書対がどういう処
理の組み合わせで生成されたかを推定し、その結果を利用して、
翻訳モデルを学習する手法の研究を進めている。2012年度は、
日英文書対の生成モデルの改良を行った。さらに、句（連続する
単語列）を単位とした翻訳モデルの学習手法を検討し、実験に

図1 NEWS WEB EASYの画面例
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よって基本的な有効性を確認した。

■ 評判分析技術
放送番組に寄せられる視聴者の意見を番組制作に生かすため
の評判分析技術の研究を進めている。
2012年度は意見を分類するための確率モデルの学習手法を改
良した。この確率モデルは文の係り受け構造と潜在変数※を用い
て分類するもので、モデルの最適なパラメーターを学習する手
法を改良した。その結果、学習の安定性と意見の分類性能が大
幅に向上した。
放送現場では、簡易投稿サイト（ツイッターなど）に投稿された
メッセージの収集・活用システムを開発・運用している。この
システムにメッセージの対象となっている番組名を推定する機
能を提供した。2011年度に提供したメッセージの自動分類機能
と併用することで、番組に対する意見の分析をより効率的に行
えるようになった。

評判分析技術の応用の一つとして、東日本大震災ビッグデー
タワークショップに参加して、1.7億件のツイートから重要ト
ピック（被害実態やマスコミ取り上げ希望など）のツイートを自動
検出するシステムを試作した。これには、2009年度から開発し
ていた確率モデル作成環境を利用し、短期間で検出システムが
作成できた。
※データからは直接観測できないが、概念上などの必要性からモデルに
組み込んだ変数。

〔参考文献〕
（1）美野，田中：“ニュース原稿のやさしい日本語ニュースへの書き換え

支援ツール―日本在住の外国人のために―，”2012年映像情報メディ
ア学会年次大会，no.18-6（2012）

（2）田中，美野：“やさしい日本語ニュースの公開実験サイト「NEWS
WEB EASY」の評価実験，”情報処理学会研究報告，自然言語処理，
vol.2012-NL-209（2012）

3.5 コンテンツ検索・推薦技術

■ 番組検索・推薦のためのテキスト処理技術
効果的な番組検索・推薦を実現するために、テキスト処理技
術を利用して番組間の類似性を評価する研究と、番組に関連し
たテキストから有益な情報を抽出する研究を進めている。
番組間の類似性を評価する研究では、2011年度までに開発し
た単語間の関係（類似関係、因果関係、上位下位関係、属性関係
など）で構成される350万語規模の意味ネットワークを人手に
よって確認する作業を進め、データの信頼性を向上させた。こ
の意味ネットワークを利用して二つの番組概要文に出現する単
語間の関連度合いから番組間の類似性を評価する手法を開発し
た（1）。開発した手法は従来手法と比較して人手による類似性評価
結果により近いことを実験で確認した。また、単語を意味カテ
ゴリーに自動分類した結果を利用する番組類似性評価手法を開
発した。この手法では、番組概要文が各カテゴリーに帰属する
確率を推定し、その分布が似ているものを類似した番組と判定
する。本手法は、従来手法で困難であった文字数が少ない概要
文間の類似性評価においても有効であることを実験で確認した。
テキスト処理を利用した情報抽出技術の応用の一つとして東
日本大震災ビッグデータワークショップに参加した。震災時に
おけるNHKニューステキスト（書き起こし文）を統計的に解析す
ることによって、いつ、どこで、どのような情報が報道された
かを抽出し、これらの情報を視覚的に把握できるマスメディア
カバレッジマップを作成した。

■ 視聴状況取得技術と番組検索・推薦技術
視聴者の満足度の高い番組の検索・推薦サービスを実現する

し こう

ために、視聴者の視聴状況を取得して個人の嗜好を予測する技
術と個人に合わせた番組検索・推薦技術の研究を進めている。
視聴者の視聴状況を取得する技術では、2011年度までに開発
してきた技術を基に、視聴者の番組に対する興味度を推定する
ために有効な視聴状況を取得する技術の開発と実験を進めた。
実験では、2011年度に試作したユーザーインターフェース

UTAN（User Technology Assisted Navigation）に改良を加えて
小型化し（2）、家庭に近い環境で視聴状況データを取得した。視聴
状況データを解析した結果、視聴者の顔表情の「幸福」、「悲し
み」、「驚き」は番組に対する興味度との相関が高く、表情の強度
が弱い場合でも興味度の推定に有効であることが示唆された。
この結果を受けて、表情を分類する顔表情認識手法を考案し、
表情の強度データと組み合わせて視聴状況として取得する手法
を開発した。また、2011年度に着手した身体動作、まばたき、
視線変動から視聴者が番組を注視する区間を推定する視聴状況
取得手法の開発を継続した。その結果、より高い精度で視聴者
の注視する区間を推定するためには、視聴者から得られる特徴
量だけでなく、番組自体から得られる特徴量も考慮することが
重要であることが示された。顔表情認識手法、注視区間推定手
法の研究は、東京大学と共同で実施した。

し こう

視聴者の個人の嗜好を予測する技術では、個人の視聴状況と
番組評価値からなるユーザーモデルに基づいて番組を推薦する
手法を開発した。本手法では、ユーザーモデルと番組内容を記
述した番組概要文を利用し、視聴者がまだ見ていない番組（評価

し こ う

していない番組）に対する評価値（嗜好の度合い）を、グラフマイ
ニングと呼ばれる確率的探索アルゴリズムを用いて計算する。
また、本手法では、番組の推薦理由の候補となるキーワードも
得ることができる。さらに、正の番組評価（見たい度合い）と負の
番組評価（見たくない度合い）を合わせて解析することで予測精度
が向上することを1000人規模の300番組についての評価データ
を用いた実験で確認した。
個人に合わせた番組の検索・推薦技術の研究では、NHKオン
デマンド、番組公開ライブラリー、クリエイティブライブラリー
での番組推薦支援システムの実験的運用を継続し、操作履歴情
報を収集した。また、Web上の映像視聴において個人の操作履
歴情報の収集ができるダウンロード型タブレットアプリケーショ
ンを開発した。さらに、視聴履歴と操作履歴に基づく推薦順位
の個人適応技術を開発した。
番組の検索・推薦技術の応用として、TV60アーカイブスポー
タルサイトにおける関連番組の検索・推薦機能の一部に開発し
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カメラ方向検出用センサー
および演算部

放送用
ハンディーカメラ

カメラ位置検出用
センサーカメラ

た研究成果を使用した。

■ 映像検索のための画像処理技術
キーワードを介さない映像検索技術や、映像中に出現するさ
まざまな物体の検出技術に関する研究を進めている。
画像を検索キーとした類似映像検索技術では、映像中の主要
な被写体をその位置に基づいて切り出し、重み付けを行った画
像片（ブロック領域画像）を用いて検索キーとの類似性を評価する
手法を開発し、検索精度を13％向上させた。また、映像中に含
まれるブロック領域画像の種類と出現頻度に注目した複数カッ
トからなるシーンの検索手法を開発した。
機械学習を用いた物体検出技術では、映像フレームを領域分
割して特徴量を算出することで、フレーム内における物体の位
置やサイズの変化に頑健な検出技術を開発した。また、番組映
像に付随する字幕データを利用した半教師付き学習手法を考案
し、これまでの約1/10の時間で効率良く学習できるシステム（3）

を開発した。これらの技術を組み合わせ、撮影メモや人の顔、
音声、インタビューなどのメタデータを自動抽出できるシステ
ムを、メタデータ制作フレームワーク（MPF：Metadata
Production Framework）Ver.3の仕様に沿って試作した。100
時間程度の震災映像を使って、このシステムの精度評価を行い、
報道現場での試用に向けた検討を進めた。

■ 映像加工のための情報取得技術
素材映像を効率的に加工するための情報取得技術の研究を進
めている。

映像から被写体領域情報を取得する技術では、映像の時空間
における隣接領域の変化を考慮した手法を考案し、試作システ
ムを開発した。その結果、被写体同士が重なるような映像に対
しても的確に被写体領域情報を取得することが可能になった。
また、撮影時のカメラ姿勢情報（位置や向き）の取得を目的とし
て、撮影映像を解析して得た被写体の幾何学的な拘束条件を利
用して推定誤りを削減する画像ベース推定手法と複数センサー
を利用したハイブリッドカメラ姿勢センサー（図1）を開発し、高
精度化と頑健化を図った。

■メタデータ制作フレームワーク（MPF）
マルチメディア解析を利用するメタデータ制作環境として提
案しているメタデータ制作フレームワークに関しては、ISO/IEC
で国際標準化したMPEG-7の新しいプロファイルをデータモデ
ルに採用し、フレームワークのVer.3の仕様を策定した。

〔参考文献〕
（1）I.Yamada, M.Miyazaki, H.Sumiyoshi, A.Matsui, H.Furumiya and H.

Tanaka：“Measuring Similarity between TV Programs Using
Semantic Relations，”In proceedings of COLING2012, pp.2945-
2959（2012）

（2）S.Clippingdale,M.Okuda, M.Takahashi, M.Naemura and M.Fujii：
“Level -of - Interest Estimation for Personalized TV Program
Recommendation，”ICCE2013（2013）

（3）河合，藤井：“クローズドキャプションと画像特徴を考慮した反復的
学習に基づく映像検索システム，”映メ年大，vol.23-7（2012）

図1 ハイブリッドカメラ姿勢センサー
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（b） 視野角80度の場合 （より広範囲に分布）（a） 視野角40度の場合 （画面中央に集中する傾向）

3.6 視聴者の高度情報受容特性の研究
番組がどう見られ、どのような心理的効果を与えているのか
を分析するために、視聴者の視点や脳活動などから心理状態を
推定する研究を進めている。
2012年度は、スーパーハイビジョンを想定した広視野映像環
境における映像観視時の視点の動きを測定し、ハイビジョンの
場合と比較した。その結果、目立つ被写体が複数併存する場面
において、広視野の映像で顕著に視点の分布範囲が広がるなど、
視野角によって特有の傾向を示すシーンとその特徴が明らかに
なった（図1）。
広視野映像では画面上の被写体速度が速くなるので、動画質
の劣化が目立つ可能性がある。そこで、観視者の静止視力およ
び動体視力と、動画像の鮮鋭度の評価結果とを比較した。その
結果、動体視力の良い観視者は劣化に気づきやすく、厳しい評
価結果を出す傾向のあることが明らかになった（1）。
一方、高精細度映像によって得られる効果の一つである立体
感の分析を行った。陰影画像が与える奥行き感を主観評価した
結果、精細度が高い画像の方が奥行きをより感じやすいことを
示した（2）。

映像に対する心理状態の脳活動による分析の研究では、注意
を向ける目標の位置を注視点の周囲でゆっくり移動させて脳血
流を計測することで、注意の方向の変化に伴う脳活動を抽出で
きることを示した（3）。
映像による身体への悪影響を防止する技術の開発を進めてい
る。2012年度は、映像酔いの原因となる動揺映像を自動的に検
出する装置のプロトタイプを試作し、放送現場での検証を進め
た。

〔参考文献〕
（1）江本：“動画質評価に動体視力は影響するか，”第11回情報科学技術

フォーラム講演論文集，no.3, J-015, pp.437-438（2012）
（2）對馬，小峯，比留間：“Subthreshold Contrast Smoothness as a

Depth Cue，”vol.41 ECVP Abstracts Supplement, p.76（2012）
（3）原澤，南部，北崎，石金：“Differential phase-encoded method

revealed location of spatial attention-related activities in parietal,
temporal and occipital cortex：an fNIRS study，”vol.41 ECVP
Abstracts Supplement, p.140（2012）

図1 視野角と視点の分布確率（赤い部分ほど視点が集まる確率が高い）
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4.1 ネットワークを活用した番組制作・送出システム
ネットワークを活用するシステムの基盤技術として、現場か
らスタジオまでIP（Internet Protocol）ネットワークで結ぶ取材網
フルIP化の研究および、永続的に蓄積した放送コンテンツを活用
した新しいサービスを提供するため、分散サーバー放送システ
ムの研究を進めた。

■ 取材網フルIP化の研究
取材網のフルIP化に向けて、素材伝送の各通信帯域の管理・制
御、伝送遅延などネットワークQoS※（Quality of Service）の改善
およびQoS変化に対応する伝送制御技術開発に取り組み（1）、複数
回線の集約装置と無線IP回線を用いたライブ伝送装置を開発し
た。また、双方向FPU（Field Pickup Unit）の検討を進めた。
複数回線集約装置は、複数回線を同時に利用して通信を行う
ことでQoS改善を図る。2011年度開発のデータ振り分けによる
複数回線同時利用技術に、通信の種類に応じた帯域の割り当て

機能を加えることで、ライブ伝送の帯域を確保しながら、ファ
イル伝送を行う手法を開発し、試作装置により帯域確保および
遅延改善能力を検証した。
無線IP回線は設営が簡易である一方で、移動などにより無線回
線の帯域変動やパケットロスが発生するという欠点がある。レー
ト制御とデータ回復制御に無線回線状態を反映させる改良を行
うことで、無線IP回線を用いてハンディーカメラなどからのライ
ブ映像をより安定に伝送できる装置を実用化した（2）。さらに、こ
の技術をカメラに取り付け機動的に利用できる小型映像伝送装
置に導入し、安定性を高めた装置を開発した。この研究の一部
は（株）NHKアイテックと共同で実施した。
また、双方向FPUは、IP化による双方向化とともに選択的再
送による高速化の検討を進めた。選択的再送に伴い大きな遅延
が発生する場合があるが、到着順序回復処理の改良により遅延
増加を軽減する手法を開発した。

高品質で魅力的なコンテンツの効率的な制作、新し
い映像表現の実現、安全・安心を確保する緊急報道の
支援、また ISDB - T（ Integrated Services Digital
Broadcasting - Terrestrial）の高度化に向けて、高度
番組制作・伝送技術の研究を進めている。
現場や放送局をIP（Internet Protocol）網で接続して
素材伝送や制作の運用を改善するために、柔軟な帯域
割り当て、帯域や伝送遅延などネットワークQoS
（Quality of Service）の改善およびQoS変化に適応した
映像伝送を実現する取材網フルIP化の研究を進めた。
また、大量の放送コンテンツを活用する新たなサー
ビスに向けた研究として、分散配置した多数のサー
バーにより、永続的な蓄積や検索、高速かつ安定な加

ふく そう

工処理、輻輳を起こしにくい配信を実現する分散サー
バー放送システムの開発を進めた。
高品質音声合成技術の研究では、気象通報自動読み
上げ装置の実用化を推進するとともに、既存話者の音
声データベースの情報に基づき新規話者音声データか
ら合成音を作成する方式を開発した。
音響デバイスの研究では、軽量スピーカーの材料と
して用いる高分子膜の比誘電率と放射音圧の関係を解
析し、誘電体の添加率を適切な値にすることで、音圧
レベルが適正となり、発音効率が向上することを確認
した。また、電荷蓄積型シリコンマイクの放送現場で
の運用を想定し、マイクロホンの耐環境性を検証し、
高温・高湿度の厳しい環境でも安定して運用可能であ
ることを確認した。
無線による素材伝送技術の研究では、非圧縮スー
パーハイビジョン信号の無線伝送を目指して、偏波多

重を用いる120GHz帯FPU（Field Pickup Unit）試作機
の特性評価を進め、実験局免許を初めて取得した。1.2
/2.3GHz帯への周波数移行が検討されている800MHz
帯FPUに関しては、総務省の調査検討会に参加し、周
波数移行先での伝搬実験を行った。「1.2/2.3GHz帯を
使用するFPUの技術的条件」のうち、SISO（Single
Input Single Output）方式の技術基準が情報通信審議
会で一部答申された。また、マイクロ波帯FPUの研究
も進め、マクロダイバーシティ受信アダプターを改良
しロードレース中継やゴルフ中継に使用するとともに、
双方向FPUの方式検討、電磁界解析を用いた電磁波曝
露の検討、周波数領域でのチャンネル等化技術の研究
を進めた。
ハイビジョンカメラの撮影映像を、低遅延・高画質
のまま無線伝送可能なミリ波モバイルカメラについて
は、実用化に向けて性能を改善し、第63回NHK紅白歌
合戦をはじめ多くの番組で使用された。また、800
MHz帯特定ラジオマイクの周波数移行に向けて、遅延
が1m秒以下の低遅延デジタル方式の実験装置を試作
した。
エリア放送に関連する研究として、信号電力が雑音
レベル以下の低レベルISDB-T信号検出機能の市販ア
ナライザーへの実装、エリア放送から地デジへの干渉
検討シミュレーションソフトウェアの開発、被災地情
報収集送出システムの試作を行った。また、ISDB-T
の高度化に向けた移動受信向けの伝送技術に関しては、
時空間MIMO（Multiple-Input Multiple-Output）と空
間多重MIMOの比較検討を進め、時空間MIMOに関し
ては野外伝送実験により特性調査を行った。
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番組情報

字　幕

時刻の移動

■ 分散サーバー放送システムの研究
分散サーバー放送システムは、放送コンテンツの蓄積、加工、
配信などを行う多数のサーバーで構成される分散型の放送シス
テムである。
永続的な放送コンテンツの蓄積と検索機能を持つ分散ファイ
ルシステムの開発を進めた。映像、音声、字幕などのファイル
に、放送時刻をIDとしたフレーム単位のインデックスを付与す
ることで、分散ファイルシステムに保管された長期間にわたる
大量のファイルをまとめて、仮想的なファイルとしてアクセス
できるようになった。この仮想的なファイルで放送番組を閲覧
できる再生プレーヤーを開発した（図1）。
また、放送コンテンツの並列分散処理システムの開発を進め
た。これまでの並列化の数と、処理サーバーへのデータ転送量
を制御し、処理速度のボトルネックを解消する方式に加え、処

ふくそう

理フローごとのデータ転送経路を制御し、輻輳のボトルネック
を解消する方式を提案した。この方式を実装し、処理サーバー
やネットワークに負荷変動が生じても、高速かつ安定した速度
で放送コンテンツを処理できることを確認した。
時刻方向に過去の放送番組をザッピングできるタイムザッピ
ングサービスの検討を進めた。多数の視聴者が時刻方向のザッ

ふくそう

ピングをしても輻輳が生じないように、複数の配信サーバーが
互いに異なる時刻のキャッシュを保管する方式と、要求された
時刻近傍の検索を行うことで長期間のザッピングに対応できる
方式を提案し、シミュレーション実験を行った（3）。また、視聴シ
ステムの実装を進め、サービス評価実験を実施した。

※ネットワークQoS：スループットや遅延、パケットロス率などのネッ
トワークのサービス品質

〔参考文献〕
（1）S. Oda, K. Aoki and Y. Endo：“Dynamic Rate Control Technologies

enabling Priority Based Bandwidth Allocation for IP News
Gathering Network，” SMPTE 2012 ： Annual Technical
Conference＆Exhibition（2012）

（2）黒住，小田，青木，安食：“リンク情報を用いた無線LAN映像伝送の
ためのレート制御手法の検討，”信学技報，vol.112, no.218, CQ
2012-49, pp.43-46（2012）

（3）竹内，黄，金子，和泉：“タイムシフトザッピング視聴サービスのた
めのキャッシング制御手法の検討，”信学総大，B-6-9（2012）

4.2 高品質音声合成
放送用の原稿を自動的に音声に変換する自動音声放送や、目
の不自由な方のためにデータ放送などの文字を読み上げるサー
ビスを実現するために、高品質な音声合成の研究を進めている。
2011年度までにニュース番組のアナウンサーの大量の録音音
声データを用いて、高品質に任意の文章を音声合成する方式を
開発した。また、ラジオ第2放送の「株式市況」の自動読み上げ装
置を開発し、実際に放送に使用した。さらに、「気象通報」の自動
読み上げ装置（1）の実用化を推進した。2012年度は、気象通報自
動読み上げ装置の運用面における課題を解決するための対策を
進めた。気象通報自動読み上げ装置では、文構造の型の分類結
果に基づく音声合成方式を採用しており、文構造が複雑な場合
には音声データベースに追加する収録用読み上げ文章の作成が
困難である。そこで、データベース内の文構造の表現を簡略化
し、不足する音声を追加収録して、音声データベースへ組み込
んだ。また、実際の放送での運用を想定して、装置への入力文
の構造が、事前に気象通報電文を分類して作成した文構造の型
に一致しない場合においても、入力文に含まれる単語がデータ
ベースに存在する場合には、それらを組み合わせて音声を合成
できるようにした。さらに、6年分の気象通報電文データを用い
て装置の正常動作を確認した。
柔軟で多様な表現が可能な音声合成を実現するために、既存
の話者の大規模な音声データベースの情報に基づいて、新規の
話者の少量の音声データから既存の話者と同程度の音質の合成

音を作成する方式の開発を進めた。2012年度は開発済みの技術
を統合し、方式全体の調整を行った。まず、大規模な音声デー
タベースの音響的・言語的な特徴を機械学習することによって
統計モデルを構築し、これを用いて合成した音声の音質を確認
した。次に、合成音声の肉声感の自然性を改善するために、統
計モデルではなく、音響的・言語的な特徴を直接利用して音声
を合成する方式を開発した（2）。さらに、既存話者の大規模音声
データベースの情報を利用して、新規話者の少量の音声データ

図1 オンライン話速変換
パラメーター調整プログラムの画面

図1 番組閲覧用再生プレーヤー
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から統計モデルを作成し、既存話者と同程度の音質の合成音声
が得られることを確認した。
情報番組や朗読などの録音コンテンツを高速再生する技術に
関しては、話速変換した音声を聞きながら、複数の音響的特徴
の寄与率を手動で調整できるプログラムを開発した（図1）。また、
聞き取りやすさに大きく貢献する部分を決定して、その伸縮倍
率を制御する方式を開発した。さらに、話速変換を利用してネッ
トラジオを聴取できる機能や、抑揚変換技術を用いた語学学習
用ソフトウェアのスマートフォン用のアプリケーションの開発
を推進した。
この研究の一部は、実用化研究として（財）NHKエンジニアリ

ングサービスと共同で実施した。

〔参考文献〕
（1）H. Segi, R. Tako, N. Seiyama and T. Takagi：“Template-Based

Methods For Sentence Generation and Speech Synthesis”，IEEE
International Conference on Acoustics, Speech and Signal
Processing 2011（ICASSP 2011），ITT-L1.6, pp.1757-1760
（2011）

（2）世木：“パラメータ音声合成方式の高品質化に関する検討，”音講論
（春），3-P-18（2013）

4.3 音響デバイス
次世代放送メディアの家庭導入を目指して、新しい発音原理
に基づく軽量で設置の自由度の高いスピーカーの研究や、新し
い機能を持つマイクロホンの研究を進めている。

■ 高分子膜を用いた軽量スピーカー
誘電体エラストマー（電場応答性を持たせたゴム状の高分子素
材）を用いた発音体は、エラストマーの比誘電率を高くすること
で、放射音圧を大きくできることを解析的に見いだした。そこ
で、高い比誘電率を有する誘電体4種（二酸化チタン、チタン酸
バリウム、チタン酸ストロンチウム、酒石酸カリウムナトリウ
ム）をそれぞれ粉末状に加工してポリウレタンエラストマーに添
加し、それを定電圧駆動して誘電体の添加率と音圧レベルの関
係を測定した。その結果、二酸化チタンとチタン酸ストロンチ
ウムでは、添加率5％以下の範囲で、音圧レベルを最大約5dB
大きくできることを確認した（図1）（1）（2）。この研究は、フォス
ター電機（株）と共同で実施した。

■ 電荷蓄積型シリコンマイク
2012年度は、電荷蓄積型シリコンマイクの放送現場での運用
を想定して、マイクロホンの耐環境性を検証した。具体的には、
電荷を蓄積したマイクロホンの背面電極を高温・高湿度の環境
に放置して電荷の減衰を調べた。その結果、温度60℃、湿度95
％の環境で1000時間放置後の電荷量の低下はマイクロホンの感
度に換算して1dB未満であり、実用上問題のない範囲に収まるこ
とが分かった。これにより、電荷蓄積型シリコンマイクが屋外
の厳しい環境でも安定して運用可能であることが確認できた。

〔参考文献〕
（1）T. Sugimoto, K. Ono, A. Ando, H. Okubo and K. Nakamura：“Flexible

Acoustic Transducer from Dielectric - Compound Elastomer
Film，”AES 133rd Convention, Convention Paper 8725（2012）

（2）杉本，小野，安藤，大久保，中村：“誘電体添加エラストマーを用い
た発音体，”2012年秋季日本音響学会研究発表会講演論文集，1-
P-11（2012）

図1 誘電体の添加率と音圧変化の関係
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4.4 素材伝送技術

4.4.1 非圧縮スーパーハイビジョン用120GHz帯FPU
非圧縮スーパーハイビジョン（SHV）信号の無線伝送を目指し
て、偏波多重を用いる120GHz帯FPU（Field Pickup Unit）の研
究を継続し、2012年度は、高信頼化のための性能改善の研究を
進めた（1）。
まず、2011年度に試作した120GHz帯高周波部（評価機）（図
1）の性能評価を行い、120GHz帯ミリ波における温度特性など
の課題を明らかにした。FPUの使用条件を考慮して、恒温槽を
用いた広い温度範囲における評価実験を行った。また、120GHz
帯のRFコンポーネントの高周波特性によるBER特性への影響に
ついて、導波管接続実験により詳細に評価した。さらに、この
高周波特性によるBER特性の劣化については、ベースバンド信
号処理によって改善できることを確認した。
次に、ベースバンド信号処理部について、非圧縮SHV信号

（Dual Green方式、HD-SDI信号16本）の半分に相当するHD-
SDI信号を8本多重できる評価用の基板を試作し、前記の評価機
と接続した室内実験を実施して誤りなしで伝送できることを確
認した。
以上の性能評価の結果をもとに、偏波多重を用いて非圧縮SHV
信号を伝送する120GHz帯FPUの要求仕様をまとめるとともに、
その要求仕様を満足し、かつ小型化も考慮した高周波部および
ベースバンド信号処理部の試作を進めた。
さらに、120GHz帯FPUの回線設計に必要な降雨の影響を調
査するため、強雨期における偏波多重の野外伝送実験を3か月間

にわたって行った（2）。

〔参考文献〕
（1）岡部，津持，杉之下：“SHV伝送用120GHz帯FPUの検討，”映情学

年次大，20-2（2012）
（2）津持，岡部，杉之下，竹内，高橋，枚田：“降雨時における120GHz

帯無線伝送装置の伝送特性，”映情学冬大，5-10（2012）

4.4.2 双方向FPU伝送技術
ファイルベースの映像素材を映像信号に変換せずに無線伝送
するための、時分割複信（TDD：Time Division Duplex）方式の
双方向FPUの研究を進めている。

■ 双方向FPU実験装置の試作
送受信の切り替えタイミングや伝搬路の状況に応じて変化さ
せる伝送レートを、遅延時間をパラメーターとして評価するた
めの双方向FPU実験装置を試作した。また、無線周波数帯にお
ける時分割複信方式の動作を評価するため、送受信高周波部お
よびアンテナ部を試作した。

■ 時分割複信方式の検討
双方向FPU実験装置を用いた基礎実験により、TDD方式の送
受信時間の比率が大きく偏る場合、自動再送要求（ARQ：
Automatic Repeat reQuest）情報の伝送に滞りが生じて、全体の
伝送レートが大きく低下することを確認した。双方向FPUにお
いては、上り回線と下り回線にさまざまな情報を乗せることを
想定しており、送受信の伝送レートを柔軟に変更できることが
要求される。そこで、TDDフレームとARQ情報を同期させ、
TDDフレーム内で確実にARQ情報を伝送できるようなフレーム

構成とすることにより、送受信時間の比率が大きく偏る場合で
も伝送レートの低下が生じにくい送受信方法を考案した（1）。
前方誤り訂正（FEC：Forward Error Correction）とARQを組み
合わせたHARQ（Hybrid ARQ）方式は、伝送効率を高められる方
式として知られている。このため、本研究においてもHARQ方式
を適用するためのパケット構成を検討した（図1）（2）。2012年度
は同一パケットを再送するCC（Chase Combining）と、パリ
ティー部分を再送するIR（Incremental Redundancy）合成につい
て、スループットと遅延時間をシミュレーションにより評価し

図1 性能評価を行った120GHz帯高周波部

図1 HARQ方式のパケット構成例
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た。その結果、同じ符号化率 r のFECを使用した場合、IR合成はCC
よりも高スループットと低遅延時間を得られることを確認した。

■外部状況
電波産業会（ARIB）にて次世代デジタルFPU検討TGが設置さ
れ、双方向FPUの実現に向けた議論が開始された。

〔参考文献〕
（1）鵜澤，光山，池田：“双方向FPUに向けたハイブリッドARQ方式の検

討，”映情学技報，vol.36, no.10, pp.61-64, BCT2012-46（2012）
（2）鵜澤，光山，池田，平栗：“TDD－双方向FPUにおけるType-II

HARQ方式の適用に関する検討，”映情学技報，vol.36, no.53, pp.7
-10, BCT2012-103（2012）

4.4.3 800MHz帯周波数移行関連
総務省の周波数再編アクションプランに基づきFPUと800
MHz帯特定ラジオマイクの周波数移行が検討されている。FPU
は1.2GHz帯および2.3GHz帯への移行を、ラジオマイクはUHF
帯（470～714MHz）および1.2GHz帯への移行を検討している。
技研では円滑な周波数移行に貢献するための研究を実施した。

■ FPU伝送技術
移動中継用のFPUとして、現行方式よりも伝送容量を拡大で
きる時空間符号化方式によるMIMO（Multiple-Input Multiple-
Output）伝送の研究を進めている。MIMO伝送では、送信と受信
が見通しとなる伝搬路において、多重する信号の相関が大きく
なり、伝送特性が劣化することが知られている。そこで、送信
信号の信号点配置を見直して、送信信号間の相関を小さくする
手法を考案した（1）。この提案手法に基づいて、2送信2受信の2
×2 STTC（Space-Time Trellis Code）－MIMO伝送装置を試作
し、1.2GHz帯を使って技研周辺のコースで検証実験を行った。
1.2/2.3GHz帯実験試験局と2×2 STTC-MIMO伝送装置を用
いて、京都、広島、びわ湖のロードレースコースで伝搬実験を
行った。2012年度は、アンテナ間隔や直交偏波一体型アンテナ
の使用など送受信アンテナ条件と伝送特性の関係を調査し、
SISO（Single-Input Single-Output）伝送に対するMIMO伝送の
優位性を確認するとともに、情報通信審議会の技術的条件の検
討に寄与した。
放射パターンを整形し、水平面において狭ビーム化すること
で高利得化した1.2GHz帯、2.3GHz帯の送信アンテナを設計、
試作した。コース形状によって水平面内における放射パターン
の半値角を適切に選ぶことで受信可能エリアが改善できるため、
コーリニアアンテナ2素子を同相給電して素子間の距離を調整す
ることにより水平面内の半値角を50度と70度に設定した。試作
アンテナは、所望の放射パターンを得られることを測定により
確認した。また、京都市内のコースにおける伝搬実験により、
試作アンテナの狭ビーム化の効果が確認できた（2）。

■ ラジオマイク伝送技術
移行先周波数でも低遅延で高品質な音声を安定に伝送できる
デジタルラジオマイクの研究を進めている。2012年度は、ユー
ザー要求条件に基づいて遅延時間が1m秒以下かつ帯域幅が600
kHz以下でリニアPCMの音声が伝送可能な暫定方式を検討した。
低遅延で安定な伝送を実現するため、OFDM信号のサブキャリ
アごとに4本の受信アンテナからの信号を最大比合成するダイ
バーシティ受信機能も実装し、マルチパスやフェージング環境
での伝送特性を大幅に改善した（3）。イヤーモニター用としてステ

レオ伝送方式を検討、実験装置の試作と検証を行ない伝送可能
であることを確認した。遅延時間に関しては回路構成を再検討
し、リニアPCM音声を伝送するモードで、0.8m秒で伝送できる
ことを確認した。
ラジオマイク用として新たに割り当てられた1.2GHz帯では人
体などの遮蔽による電波の減衰が懸念されることから、ラジオ
マイクを人体近傍に設置した際の放射特性を検討した。マイク
と送信機が一体になった「ハンド型」と、マイクと送信機が分離し
た「2ピース型」を対象とし、数値人体モデルを用いて1.2GHz
帯を評価した結果、ハンド型マイクではアンテナ利得損が14.5
dB、2ピース型マイクでは18.5dBとなり、800MHz帯に比べて
人体による放射パターンへの影響が2～3dB程度大きくなること
を確認した。また、この利得損を考慮して1.2GHz帯における回
線設計を行なった結果、利用条件に応じて複数の受信アンテナ
を用いる空間ダイバーシティ法を適用することで、ユーザー要
求条件の伝送距離100mが実現可能であることを確認した。
低遅延型ラジオマイクに関する各種の検討結果を情報通信審
議会における技術的条件の検討に対して寄与した。

〔参考文献〕
（1）中川，池田：“高相関MIMO伝搬路におけるSTTC-MIMO方式の特性

改 善，”映 情 学 技 報，vol.36, no.42, BCT2012-95, pp.41-44
（2012）

（2）小郷，矢田貝，村上，池田：“びわ湖毎日マラソンの移動中継におけ
る伝搬特性の改善，”映情学技報，vol.36, no.30, BCT2012-70,
pp.41-44（2012）

（3）田口，中村，居相，岡野，濱住：“特定ラジオマイク用低遅延デジタ
ル伝送方式の検討，”映情学技報，vol.36, no.51, BCT2012-101,
pp.39-42（2012）

図1 低遅延型デジタルラジオマイク・イヤーモニター
伝送実験装置（左：送信機、右：受信機）
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4.4.4 ワイヤレス素材伝送技術
高品質で効率的な番組制作に貢献する技術が求められている。
技研では、ミリ波を使った機動性の高いカメラの研究や、将来
のギガビット級のワイヤレス素材伝送に向けた要素技術の研究
を実施した。

■ ミリ波モバイルカメラの実用化
画質劣化の少ないハイビジョン映像を低遅延でワイヤレス伝
送できるミリ波モバイルカメラの実用化を目指して、2012年度
は運用性の改善を行った。OFDM復調部分のFFT窓位置制御の
性能改善に加えて、MIMOの伝搬状況をリアルタイム表示するプ
ログラムの作成を行った（1）。また、ハイビジョンカメラから出力
される映像信号の同期が無線で安定して行えるように同期信号
送り返し伝送機能の改善を行った。撮影範囲の拡大を目的とし
て送受信アンテナの放射パターンの再検討も行った（2）。改善され
たミリ波モバイルカメラは、NHK杯体操選手権、日本ゴルフツ
アー選手権、日本女子オープンおよび日本オープンゴルフ選手
権、NHK紅白歌合戦の番組で使用された。
市販モデルの開発に向けては、MIMOに対応した変復調器の仕
様検討と変調器の試作を行った。IF帯から42GHz帯への周波数
変換部については、小型・低コスト・高信頼を目指した検討を
開始し、フィルターなどのデバイスの評価を行って、安定した
性能を実現できる見通しを得た。

■将来のワイヤレス素材伝送に向けた技術
大容量伝送を可能とする次世代のFPUやワイヤレスカメラの
実現を目指して、周波数領域等化を行うシングルキャリア（SC

-FDE）方式の検討を行った。SC-FDE方式の試験信号を発生し、
ミリ波帯のフェージング環境を模擬した伝送路を通過させ、計
算機で復調することによって誤り率特性の評価を行った。
また、伝送容量拡大に向けた基礎検討として、従来の2送信の
MIMO伝送を発展させ、4以上の多送信実現の可能性を検討した。
屋内外の撮影環境における2送信・4受信の電波伝搬のデータか
ら4送信・4受信のMIMO伝搬路を推定、伝送容量の算出を行っ
た。その結果、屋内環境では1740Mbps、屋外環境では870
Mbpsの伝送が理論的に可能（ARIB STD B-43規格のフルモード
の帯域幅の場合）であることがわかった（3）。さらに、装置化が可
能なMIMO復調方式の実現を目指した研究に取り組んだ。MLD
（Maximum Likelihood Detection）方式に準じた復調性能を維持
しつつ復調処理の演算量を削減するため、伝搬路行列を小さな
伝搬路行列に分離して復調処理を行うブロックQRM-MLD
（complexity-reduced MLD with QR decomposition and M-
algorithm）方式を検討した。その結果、MLD方式の約10％の演
算量で所要CNRの劣化が1dB以内に抑制可能であることを計算
機シミュレーションにより明らかにした。

〔参考文献〕
（1）鈴木，小郷，濱住：“42GHz帯ミリ波モバイルカメラのリアルタイム

解析システムの開発，”映情学技報，vol.37, no.9, BCT2013-47,
pp.37-40（2013）

（2）小郷，鈴木，濱住：“42GHz帯ミリ波モバイルカメラの受信アンテナ
の検討とその伝搬実験，”映情学技報，vol.37, no.9, BCT2013-48,
pp.41-44（2013）

（3）鈴木，中川，池田：“屋内および屋外撮影環境におけるMIMO伝搬路
応答特性の評価，”映情学誌，vol.36, no.30, pp49-52，（2012）

4.4.5 電波防護に向けた電磁界解析技術
近年、放送事業用無線設備の一部において送信電力の高出力

ばく

化が検討され、それに伴い人体への電磁波曝露の影響が懸念さ
れる。本研究では、電磁界解析技術を用いて人体への影響を精
密に評価する技術を検討している。

■ 移動中継用FPUの周波数移行に
向けたSARの解析
移行先の周波数では800MHz帯に比べて自由空間損失や回折
損失が大きいため、現行のFPUよりも送信電力を高出力化する
ことを検討している。これに伴い、送信アンテナ近傍での電磁

ばく

波曝露量が大きくなることが想定されることから、1.2GHz帯、
2.3GHz帯のFPUの運用における電波防護に向けた比吸収率
（SAR）の解析を行った（図1）（1）。その結果、1.2GHz帯は送信出
力が25W、2.3GHz帯は40Wと大きいこと、また、人体組織の
導電率が800MHz帯に比べて大きいことから、10g平均局所
SARおよび全身平均SARが大きくなることがわかった。一方、
アンテナからの離れるとSARは小さくなることから、送信アン
テナから30cm以上離れることで電波防護指針を満足することが
確認できた。

■ ラジオマイクの周波数移行に向けたSARの解析
800MHz帯を利用するラジオマイクについてもUHF帯（470
MHz～714MHz）および1.2GHz帯へ移行することが検討されて

図1 FPUの運用におけるSAR解析モデル
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いる。特に、ハンド型と呼ばれるマイクを手で持つタイプは使
用する人によってアンテナの位置がさまざまであることから、
人体からの距離、人体に対する高さ、人体に対する角度の三つ
をパラメーターとしてSARを解析した（2）。その結果、10g平均局
所SARが最大でも0.2W/kg程度であり、どの周波数帯において
も電波防護指針を大きく下回ることを確認した。

■ 連絡無線の運用における放射特性とSARの解析
VHF帯、UHF帯の放送事業用連絡無線の携帯型無線機の運用

ばく

時における放射特性、および電磁波曝露量を明らかにすること
を目的に、人体からアンテナの距離、放射パターン、アンテナ
利得、SARを比較、評価した（3）。VHF帯、UHF帯ともに腕の影
響を考慮することにより、放射方向によってアンテナ利得の差
が2～5dB程度あることを確認した。また、人体とアンテナの距
離を10cm程度離すことによってアンテナ利得が約2dB改善でき

ばく

ることがわかった。一方、電磁波曝露量については、アンテナ
と人体の距離を10cm程度離すことで、携帯電話に近い値まで小
さくできることがわかった。以上のことから、連絡無線の効果
的で安全な運用のためには、距離を10cm程度離すことが有効で
あることがわかった。

〔参考文献〕
（1）小郷，池田：“移動中継用FPUの周波数移行に向けたSARの解析，”

映情学技報，vol.36, no.42, BCT2012-94, pp.37-40（2012）
（2）小郷，池田，濱住：“ハンド型ラジオマイクの運用を考慮したSAR

の解析，”映情学技報，vol.36, no.23, BCT2012-53, pp.5-8（2012）
（3）N. Kogo, T. Ikeda ：“ Effect of Human Posture on Antenna

Performance of Push-to-Talk Transceiver in VHF and UHF
Bands，”32nd Progress In Electromagnetics Research Sympo-
sium（PIERS2012）p.468（2012）

4.5 ISDB-Tの高度化

■ エリア放送関連研究
ホワイトスペースを利用するエリア放送が制度化され、一部
地域で放送が開始されている。このエリア放送に関しては、既
存の地上デジタル放送の受信に影響を与えないよう干渉波電力
対雑音電力比（I/N）を－10dB以下とする保護基準が定められて
いる。この基準を満足するか確認するため、低レベルISDB-T
信号検出装置の検討を行っている。2012年度は、愛知県の鍋田
ラジオ放送所に開設したエリア放送実験試験局で2011年度に試
作した低レベルISDB-T信号検出装置を利用して野外実験による
検証を行った。また、受信レベルの測定誤差を軽減する周波数
誤差の精密推定機能（1）を追加した低レベルISDB-T信号検出アル
ゴリズムを市販のシグナルアナライザーへ実装した（図1）。
さらに、エリア放送の置局可能性を検討するため、エリア放
送から地上デジタル放送への干渉レベルを計算するシミュレー
ションソフトウェアを開発し、上記保護基準を適用した場合の、
出力条件の違いによる利用可能局数の検討を進めた（図2）。本ソ
フトウェアでは、送信アンテナ指向性を設定し、任意の置局場
所による干渉計算が可能である。
また、総務省「新たな電波の活用ビジョンに関する検討チーム」
のホワイトスペース特区先行モデルとして選ばれた「被災地にお
けるエリア限定ワンセグの活用実験」に向け、自治体などがエリ
ア放送を使用して災害関連情報を提供することを想定した被災

地情報収集送出システムを試作した（図3）。システムは、情報収
集装置とワンセグ送信装置から構成される。情報収集装置は被
災者や自治体公共機関から情報を収集することを想定し、安否
情報や生活情報で構成されるデータ放送コンテンツを自動作成
する。一方、ワンセグ送信装置は、カメラからの映像をエンコー
ドし、データ放送コンテンツと多重して、ワンセグ放送信号を
出力する。また、災害関連情報の増加に伴いカルーセル周期が
長くなりデータ放送の受信に遅延が発生しないよう、情報内の
画像の削減、カテゴリー数の削減、映像や音声の低レート化な
どの制御を自動で行う送出自動調整機能を開発し、本システム
に実装した（2）。

■ 移動体向け伝送技術
次世代の地上デジタル放送のモバイル端末向けサービスとし
て、ハイビジョンクラスの高品質映像を提供できる伝送方式の
検討を進めており、その伝送要素技術の一つとして複数の送受
信アンテナを用いるMIMO-OFDMの検討を行っている。
2012年度は、複数の送信アンテナから同じデータを符号化し
て送信する時空間（SFBC：Space Frequency Block code）
MIMO伝送方式と、複数の送信アンテナから違うデータを送信す

図1 市販シグナルアナライザーへ実装した
低レベルISDB-T信号検出画面 図2 干渉検討シミュレーションソフトウェアの画面例
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る空間多重（SDM：Space Division Multiplexing）MIMO伝送方
式について、同じ伝送効率における受信特性を計算機シミュレー
ションにより比較した（3）。移動受信環境下（最大ドップラー周波
数10Hz）においては、伝送効率が低い場合は時空間MIMOの方が
特性は1.0dB程度よく、高い場合は空間多重MIMOの方が0.4dB
程度よくなることが明らかになった（図4）。なお、室内実験、野
外実験による検証を行うため、変復調装置の試作も進めた。
また、時空間MIMO伝送方式について、水平（H）・垂直（V）偏
波を用いた野外移動受信実験を行った（4）。最初に、2×2MIMO
の送信アンテナ（H，V）および受信アンテナ（H，V）が、異なる場
所にある場合と同一の場所にある場合の受信特性を比較した。
受信電界強度に対する受信率で比較した結果、H·V偏波の二つの
送信アンテナ、受信アンテナが同一場所でも特性は劣化しない
ことを確認した。次に、同じ伝送効率を満たす伝送パラメーター
（キャリア変調多値数と誤り訂正符号化率の組み合せ）の受信特性
を比較した。同様に、受信電界強度に対する受信率で比較した
結果、変調多値数が小さく誤り訂正符号化率が高い場合の方が、
その逆の変調多値数が大きく誤り訂正符号化率が低い場合より、
全ての伝送効率において、受信率50％で1.0～2.0dB程度良い結
果となった。

〔参考文献〕
（1）中村，成清，実井，岡野，高田：“超低レベルISDB-T信号検出装置

の周波数誤差推定に関する検討，”信学総大，b-05-154（2013）
（2）実井，中村，成清，高田：“被災地向けエリア限定ワンセグ放送自動

制作・送出システムの試作，”信学総大，b-15-15（2013）
（3）成清，中村，実井，高田：“直交化スキャッタードパイロットを用い

たMIMO-OFDM伝送方式に関する基礎検討～計算機シミュレーショ
ンによる移動受信環境下での時空間MIMOと空間多重MIMOの比較
～，”映情学誌，vol.37, no.9, BCT2013-51, pp.53-56（2013）

（4）成清、中村、実井、高田：“水平・垂直偏波を用いたSFBC-MIMO
の野外移動受信実験，”信学総大，b-05-174（2013）

図3 被災地情報収集送出システムとワンセグ受信機での受信 図4 3種類の伝送効率における各伝送方式の受信特性

4 高度番組制作・伝送技術 ｜ 4.5 ISDB-Tの高度化

NHK技研 研究年報2012 ｜ 35



5.1 次世代撮像技術

5.1.1 超高感度撮像デバイス

■ 低電圧増倍膜要素技術の研究
固体撮像デバイスの多画素化、高フレームレート化に伴う感
度低下の問題に対処するため、低い印加電圧で電荷増倍が可能
な光電変換膜（低電圧増倍膜）の開発を進めている。2012年度は、
カルコパイライト系半導体を用いたアバランシェ増倍膜の特性
改善と注入増倍膜に用いる光電変換材料の探索および基礎特性
評価を進めた。
アバランシェ増倍膜の特性改善では、2011年度に選定した、
正孔に対する注入阻止材料である酸化ガリウム（Ga2O3）を適用す
ることで暗電流を約1/10000に低減できることを実証した（1）。
一方で、Ga2O3（n層材料）とカルコパイライト系半導体（p層材料）
により形成されるpn接合において、Ga2O3のキャリア濃度が低い
ために空乏層がGa2O3側にしか形成されず、可視光領域の感度が
低いという問題が明らかになった。そこで、酸化ガリウムと比

較して注入阻止特性は劣るもののキャリア濃度が高い酸化亜鉛
をn層に用いた予備実験の結果から、今後、スズの添加などによ
りGa2O3のキャリア濃度を増加させることで可視光領域の感度を
向上できる見通しを得た。
注入増倍膜に用いる光電変換材料の探索では、可視光全域に
わたり光吸収が大きく薄膜化や低電圧化が期待できる結晶セレ
ンに着目した。光電変換材料として結晶セレンを用いる場合、
真空蒸着法により形成したアモルファスセレンを均一に結晶化
させる手法の確立が課題であったが、新たな成膜法の考案によ
り、これを解決した。また、結晶セレンを透明電極と金属電極
ではさんだ試作セルを用いて分光感度特性の評価を行った結果、
注入増倍現象により、10Vの印加電圧で100を上回る高い量子効
率が得られることを確認した（図1）（2）。

スーパーハイビジョン（SHV）などの新たな放送サー
ビスを支える次世代の撮像・記録・表示システムの実
現に向けて、その中核となるデバイス開発などの基盤
研究を進めた。
撮像に係わる基盤研究では、超高感度撮像デバイス、
高フレームレート撮像デバイス、有機撮像デバイスの
開発を進めた。超高感度撮像デバイスでは、夜間緊急
報道などに不可欠な小型超高感度カメラの実現に向け
て、冷陰極HARP撮像板のハイビジョン化に向けた要
素技術開発を進めた。また、固体撮像デバイスの高感
度化に向けて、低い印加電圧での電荷増倍を可能とす
る光電変換膜の研究を進めた。高フレームレート撮像
デバイスでは、超高精細と高フレームレートの両立に
向けて、画素並列信号処理を可能とする3次元構造撮
像デバイスの要素技術開発を進めた。有機撮像デバイ
スでは、高精細化に向けて3層の有機膜を10μm以内の
厚みに配置できる、直接積層デバイスの試作に着手し
た。
記録に関する基盤研究では、SHV記録技術や、新た
な磁気記録および光記録デバイスの開発を進めた。
SHV記録技術では、SHVカメラ一体型記録装置の実現
に向けて、多並列固体メモリー記録技術などを開発し
た。磁気記録デバイスでは、磁性細線中の磁区移動を
利用した微小磁区記録デバイスの開発を進め、複数の
微小磁区のパルス電流駆動に成功した。光記録デバイ
スでは、薄型光ディスクおよびホログラム記録技術の

開発を進めた。前者に関しては、薄型光ディスクの大
容量化に向けて、近接場光記録を可能とする要素技術
開発を進め、従来比4倍の高密度記録を達成した。後
者については、ホログラム記録再生実験装置を試作し、
記録特性を評価した。データ転送速度の高速化に向け、
アルゴリズムや波面補償デバイスの見直しによる再生
時の波面補償速度の改善や、再生データの並列処理化
を図った。
表示に関する基盤研究では、SHVシステムへの適用
に向けたシート型ディスプレーの開発や、広視域な空
間像再現型立体表示システムの実現に向けた超高精
細・高速空間光変調器の開発を進めた。前者に関して
は、酸化物半導体と塗布形成が可能なポリマーゲート
絶縁膜を組み合わせたTFTをプラスチックフィルム上
に低温で形成し、印刷により8インチVGA有機ELディ
スプレーを試作した。また、TFTでは、大画面化に有
効な低寄生容量化と微細化の両立が可能なセルフアラ
イン構造の開発を進めた。発光材料では、低消費電力、
長寿命化に向け、効率的なエネルギー移動が可能な新
規な発光材料の開発を進めた。後者については、試作
した画素ピッチ1μmの1次元スピン注入型空間光変調
を用いて外部磁場印加による動的な回折現象を確認し
た。また、磁性多層膜からなる固定パターンを作製し、
広視域での立体像再生の基本動作を確認した。さらに、
駆動電流の低減に向け、トンネル磁気抵抗型の空間光
変調器の開発を進めた。
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■ ハイビジョン撮像板要素技術の研究
夜間緊急報道などに不可欠な小型超高感度ハイビジョンカメ
ラの実現を目指して、電圧を印加するだけで電子を放射する冷
陰 極 と 超 高 感 度 なHARP（High-gain Avalanche Rushing
amorphous Photoconductor）膜を組み合わせた冷陰極HARP
撮像板（図2）の開発を進めている。2012年度は、撮像板の小型
化に向けた電界集束系とハイビジョン化に向けた要素技術の開
発をそれぞれ行った。
電界集束系の開発では、冷陰極アレー上の集束電極に電圧を
印加することで、冷陰極から放射された電子ビームを集束する
電界集束系の動作安定化に取り組んだ。2011年度に試作した電
界集束系では、集束電極とゲート電極の間に設けた絶縁膜の耐
圧不足や絶縁膜への電子の付着などにより両電極間で放電破壊
が生じ、特性や画質の評価が困難になるという問題があった。

そこで、絶縁膜の厚さと開口径を増すことにより耐圧を向上さ
せるとともに、集束電極へ電圧を印加する方法を工夫して、放
電が起きてもそれが持続しないようにすることにより、安定し
た動作を実現した。
一方、ハイビジョン化に向けた要素技術開発では、冷陰極の
微細・高集積化と駆動回路の高速化の検討を進めた。ハイビジョ
ン化のために画素サイズを小さくすると、画素内に形成される
冷陰極の個数が減り、それに伴い、1画素から取り出すことがで
きる電子ビーム量も減少する。一方で、冷陰極が微細化される
と、ゲート電極と冷陰極先端の距離が近くなるために冷陰極先
端の電界強度が増し、取り出される電子ビーム量が増加するこ
とが期待できる。シミュレーションを行った結果、後者の増加
分が前者の減少分を上回り、撮像動作に必要な電子ビーム量を
確保できる見通しを得た。また、冷陰極の駆動回路に関しては、
従来の回路では駆動電圧が大きくハイビジョンに対応した高速
駆動が難しいという課題があった。そこで、回路構成を一部見
直すことにより駆動電圧の低減を図り、高速駆動に目途を付け
ることができた。

〔参考文献〕
（1）菊地，為村，宮川，久保田：“カルコパイライト型半導体を適用した

光電変換膜の基礎検討，”映情学年次大，22-1（2012）
（2）為村，菊地，宮川，久保田，大竹：“結晶セレンを用いた電荷注入型

光電流増倍素子の検討，”映情学冬季大，11-7（2012）

5.1.2 有機撮像デバイス

■ 直接積層型有機撮像デバイスの研究
放送用3板式カラーカメラと同等な画質を有する超小型単板カ
ラーカメラの実現に向けて、有機撮像デバイスの開発を進めて
いる。本デバイスは光の3原色それぞれにのみ感度を持つ3種類
の有機光電変換膜（有機膜）と、それぞれの有機膜で発生した電荷
を読み出す光透過型の薄膜トランジスター（TFT）回路とを交互に
積層したものである。2012年度はデバイスの高解像度化を可能
とする要素技術の開発に取り組んだ。
これまでは、3種類の有機膜を個別のガラス基板上に形成した
3つの素子を重ねて撮像デバイスを構成していたが、この構造で
は、各有機膜がガラス基板の厚み（0.7mm）分だけ離れているた
め、光学像の焦点が1種類の有機膜にしか合わず、解像度が低下
するという問題があった。そこで、1枚のガラス基板上に、3
層の有機膜とTFT回路とを層間絶縁膜を挟んで連続に積み重ねて

いくことで全ての有機膜を10μm以内の厚みに配置できる直接積
層デバイスの開発に着手した（図1）。一般的に、有機膜は高温に
弱く、TFT回路の形成温度は高い（300℃以上）ことから、本デバ
イスの実現に向けて、有機膜の耐熱性向上とTFT回路の形成温度
低減に取り組んだ。有機膜に関しては、耐熱性の指標となるガ
ラス転移温度が150℃以上の有機材料に変更することで、有機膜
の特性が150℃で加熱後も変化しないことを確認した。TFT回路
では、150℃の低温でも高品質な膜を形成できる酸化アルミニウ
ムをゲート絶縁層に用いることで、150℃を超えないプロセス温
度でTFT回路を試作した。その結果、このTFT回路では従来の高
温形成TFT回路と同等のオンオフ特性を示すことが確認でき（図
2）（1）、有機膜の耐熱性向上と併せて有機撮像デバイスの直接積層
化に見通しが得られた。
この研究は、有機光電変換膜開発の一部については埼玉大学と、
また、TFT回路の開発については高知工科大学と共同で実施した。

図1 結晶セレンを用いた試作セルの分光感度特性

図2 撮像板および電界集束系の模式図
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〔参考文献〕
（1）瀬尾，堺，相原，久保田，古田：“有機撮像デバイス用信号読み出し

回路の低温形成技術”映情学冬季大，11-6（2012）

5.1.3 高フレームレート撮像デバイス

■ 3次元構造撮像デバイス要素技術の研究
超高精細と高フレームレートを両立できる画素並列信号処理
の実現に向けて、3次元構造撮像デバイスの研究を進めている。
本デバイスは、光電変換部の直下に信号処理回路を積層して配
置することにより、信号を全画素同時に深さ方向に読み出すこ
とが可能となる（図1）。
2012年度は、3次元構造の画素並列信号処理回路の実現に向
けて、基板の積層と層間配線技術を開発するとともに、トラン
ジスターを積層した立体構造の論理回路を設計、試作した。積
層・層間配線技術については、基板表面をプラズマを用いて活
性化処理することで、金属電極と絶縁体が混在する基板を十分
な強度で直接接合する手法を開発した。また、電極同士の接触

抵抗は約0.3Ωであり、回路動作に支障のないことを確認した（1）。
一方、立体構造の論理回路については、別々の基板に形成し
たトランジスターを、上記の技術を用いて積層することで論理
回路を形成した。特性評価の結果、試作した論理回路では、従
来の平面構造の論理回路と同等の性能を持つことが確認でき、
本論理回路を集積することで立体構造の画素並列信号処理回路
を実現できる見通しが得られた。
上記論理回路の設計は、東京大学と共同で実施した。

〔参考文献〕
（1）萩原，後藤，大竹，井口，更屋，年吉，日暮，平本：“表面活性化処

理を用いた金属／絶縁体混在基板の直接接合，”第60回応用物理学関
係連合講演会予稿集（2013）

図1 直接積層プロセスによるデバイスの断面図
図2 試作したTFT回路の

オンオフ特性

図1 3次元構造撮像デバイス
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5.2 次世代記録技術

5.2.1 磁気記録技術

■ フルスペックSHV単板カメラ一体型記録装置の
開発
フルスペックスーパーハイビジョン（SHV）単板カメラ一体型
記録装置の実現に向けて、多並列固体メモリーの高速記録技術
の開発、ならびにイメージセンサー出力信号を直接圧縮して記
録する小型記録装置の開発を進めた。
固体メモリーの高速記録技術の開発については、アクセスす
るページアドレスに対して高速記録ページと低速記録ページが
存在すること、書き換え回数とともに読み出しエラーレートが
増加していくことなどの固体メモリーの記録特性を詳細に測定
した。この結果から、高速ページと低速ページの書き込み順を
管理して、多並列で固体メモリーへの書き込みを行う新たな記
録手法を考案した。本手法の効果を実証するため、固体メモリー
の書き込み順や並列数などを変えて記録速度を測定できる評価
ボードを試作した（図1）。本手法を適用することで、連続記録速
度が現行のSSDと比較して2倍以上となることを実証した。
小型記録装置の開発については、圧縮後の画質劣化を低減す
るため、イメージセンサー信号の固定パターンノイズ除去など
の信号処理を施した後、フレーム単位で画像符号化圧縮を行い、
固体メモリーへ記録する小型のSHV信号記録実験装置を試作し
た。3300万画素SHVモノクロ60フレーム相当（ビットレート24
Gbps）の映像が記録できることを確認した。

■ 微小磁区記録デバイスの研究
可動部のない高速磁気記録デバイスの実現を目指して、磁性
細線中の微小磁区の移動を利用した記録デバイスの開発を進め
ている。2012年度は2011年度に引き続き、磁性細線中の微小
磁区を、パルス電流により駆動制御する技術の開発に取り組ん
だ。駆動電源および電流パルス印加回路によりパルス伝送特性
を調整することで、駆動できる電流パルス幅を従来の10m秒か
ら500n秒まで低減した。また、電流振幅とパルス幅を変えた磁

図1 試作した固体メモリー評価ボード

図2 作製した磁性細線の表面形状像と磁気力顕微鏡像
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区駆動実験から、広いパルス幅ではジュール熱により磁区が壊
されていた電流振幅でも、パルス幅を狭くすることで磁区が壊
れることなく駆動できることがわかった。
さらに、磁性細線を形成する熱酸化シリコン基板の表面に、
細線と直交する方向に100nm間隔で高さ4nmの規則的な凹凸を
一括して作成できる、ナノインプリントリソグラフィー技術を
新たに開発した。加工した基板上に磁性細線を作製し、磁性細
線の全長にわたり100nm単位で磁区の移動を制御できる構造を
形成することで、微小磁区が100nm単位で形成されることを確
認した（図2）。これにより、複数の微小磁区（記録ビット）をパル
ス電流により駆動制御できる見通しを得た。

〔参考文献〕
（1）T.Kajiyama, E.Miyashita and N.Hayashi：“Multiple write control

of NAND flash memory for high-data-rate video recording，”
Digests of IWAIT2013, P1-21, 2013, pp.582-583（2013）

（2）M. Okuda, Y. Miyamoto, E. Miyashita and N. Hayashi：“Fabrication
of Z-direction Notches in Magnetic Nanowires by Nanoimprint
Lithography，”Digests of ICAUMS2012, p.378（2012）

（3）M. Okuda, Y. Miyamoto, E. Miyashita and N. Hayashi：“Behavior of
Magnetic Domains in Single Magnetic Nanowire with Shallow
Trench along Length Direction Observed by Magnetic Force
Microscopy，”Mat. Res. Soc. Sym. Proc.,（to be published in 2013
spring）

5.2.2 光記録技術

■ 近接場光薄型ディスクの研究
家庭用のスーパーハイビジョン記録装置や番組アーカイブ用
記録装置への適用を目指して、薄型光ディスクの大容量記録シ
ステムの高性能化と薄型光ディスクの大容量化に向けた近接場
光記録技術の研究に取り組んだ。
大容量記録システムについては、2011年度に試作した薄型光
ディスクによる大容量記録システムの性能改善を進めた。ディ
スクからの並列読み出し速度の高速化を図り、データ転送レー
トを2Gbpsまで向上させた。また、大容量カートリッジ（薄型光
ディスク80枚収納）から8台のディスクドライブへのディスクの
ロード時間を40％短縮させた。さらに、ディスクドライブに放
熱対策を施し、長時間動作時の安定性を向上するなど実用機と
しての信頼性向上を図った。
一方、近接場光記録技術の研究については、ブルーレイディ
スクの4倍の記録密度（ディスク片面100GB相当）で実用的な誤
り率を実現するため、薄型光ディスクの記録感度の改善と薄型
光ディスクに適した信号処理技術の開発に取り組んだ。記録感
度の改善では、記録層の材料や膜厚などを変えて近接場光記録
用薄型光ディスクを試作し、従来に比べて記録感度を4dB程度改
善した。また、信号処理については、再生時に高密度域で減衰
が大きくなる特性に適したPR等化技術と、薄型光ディスクに適
した記録補償技術を開発した。これまでに開発したヘッド位置
制御技術などと統合することで、4倍の記録密度で1×10-3以下
の実用的な誤り率を達成できることを、実験装置で実証した（図
1）。

■ ホログラム高速記録技術の研究
スーパーハイビジョンでは、膨大な映像信号データを取り扱
うため超大容量・高転送レートの記録システムが求められる。
この要求に応える記録技術として、2次元ページデータを一括で
記録・再生し、かつ高密度の多重記録を可能とするホログラム

記録技術の研究を進めている（3）。2012年度は、再生時の波面補
償速度の改善、再生データの並列処理化などに取り組んだ。

ひずみ

フォトポリマー記録媒体の膨張・収縮に伴うホログラムの歪
に起因した再生ページデータ劣化を改善する波面補償技術では、
波面を構成する基底関数のうち低次の項が支配的と考えられる。
そこで高速に制御ができる3次までの項（水平、垂直方向チルト、
デフォーカス）のみを用いて波面を最適化したところ、1桁以上
のビット誤り率の改善効果が得られた。
再生データの並列処理化においては、昨年度に引き続きGPU

（Graphics Processing Unit）を用いた処理系の構築を進めた。処
理ステップごとのアルゴリズム最適化を図るとともに各ステッ
プをパイプライン化することにより（図2）、100Mbps以上のデー
タ転送レートとハイビジョン映像のリアルタイム再生に成功し
た（図3）。

図1 高密度薄型光ディスク実験装置
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Disk Using Solid Immersion Lens，”International Symposium on
Optical Memory 2012 Technical Digest Th-L-03（2012）
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5.3 次世代表示技術

5.3.1 フレキシブルディスプレー
家庭での大画面スーパーハイビジョンの視聴を可能とするシー
ト型ディスプレーの実現を目指して、丸めて持ち運びができ、
軽量でフレキシブルなディスプレーの研究を進めている。ここ
では、シート型ディスプレーの基盤技術を構築するため、柔軟
なプラスチック基板を用いた表示パネルの作製技術、マトリッ
クス駆動に必要な薄膜トランジスター（TFT）、柔軟な表示用有機
材料・素子の研究に取り組んでいる。

■ 表示パネル作製技術
シート型ディスプレーの大画面・高精細・高画質化を目指し
て、プラスチック基板を用いたアクティブ駆動表示パネルの試
作を進めている。この実現には、塗布・印刷技術などを用いた
作製技術の構築が必要となる。2012年度は、塗布・印刷形成で
きる材料を探索し、プロセス技術の開発とパネルの試作を行っ
た。
画素を駆動する素子として、アモルファス酸化物半導体の

図2 パイプライン処理

図3 ハイビジョン映像リアルタイム再生

図1 IGZO-TFTアレーの画素拡大写真
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IGZO（a-InGaZnO4）と塗布形成が可能なポリマーゲート絶縁膜
を組み合わせたTFTアレーをプラスチックフィルム（ポリエチレ
ンナフタレート）上に低温（130℃以下）で集積化するプロセスを
開発した（図1）。TFTにはトップゲート構造を採用し、ポリマー
ゲート絶縁膜がIGZO膜形成時のプロセスダメージを受けない構
造とした。さらにアレー表面のTFT保護膜にも、塗布形成がで
き、かつ感光性を有するポリマー絶縁材料を導入した。これに
より、保護膜を直接加工して有機EL素子のバンク構造を形成す
ることが可能となった。このアレーを用いて8インチVGA（640
×480画素、精細度100ピクセル／インチ）のフレキシブル有機
ELディスプレーを試作し、画面全体で良好なカラー動画表示を
確認した（図2）（1）。
さらなる特性向上に向けて、フィルム基板の検討も行った。
フレキシブルディスプレーの基板フィルムは、透明であること、
プロセス温度以上の耐熱性があることに加えて、ハンドリング
が容易であることが求められる。そこで、剥離強度を弱める処
理を施したガラス基板に、耐熱性の高い透明ポリイミド材料を
塗布し、加熱処理することでフィルム基板を作製した。このフィ
ルム基板は、パネル作製時はガラス基板と同様に取り扱うこと
ができ、完成後に極めて弱い力で剥離することができた。また、
フィルム上のTFTや有機ELデバイスは、ガラス上に作製したも
のと同等の特性を示し、湾曲状態でもその特性が変化しないこ
とを確認した。
また、フレキシブルディスプレーの大型化、生産性向上を目
指し、印刷技術をベースとしたパネル作製技術の開発を進めて
いる。2012年度は、有機EL用反射電極の印刷形成を試みた。陰
極と陽極間の短絡を防止するためには表面粗さRaを10nm以下に
する必要がある。スクリーン印刷した銀電極に研磨を施すこと
で表面粗さRa=8.0nmを得た。この印刷電極を用いた素子で従来
と同等の発光輝度を得ることに成功した。

■ TFT材料・素子
大画面シート型ディスプレーの駆動素子として、高移動度で
大面積形成が可能なIGZO-TFTと、低温形成が可能で柔軟な構造
を持つ有機TFTについて研究を進めている。

IGZO-TFTについては、従来構造と比べて寄生容量低減、短
チャネル化が可能なセルフアライン構造の開発（2）とデバイスシ
ミュレーション技術の開発を行った。IGZO-TFTで広く採用され
ているエッチストッパー（ES）型ボトムゲート構造には、ゲート
電極とソース／ドレイン（S/D）電極の重なり領域で寄生容量が生
じること、ES層とS/D電極とのアライメントマージン分だけ
チャンネル長が長くなることの二つの課題があり、高精細化や
高速駆動実現の妨げとなっていた。これらを解決するため、ゲー
ト電極をマスクにしてIGZOを選択的に低抵抗化させた領域をS
/D領域として用いるセルフアラインIGZO-TFTを開発した。開
発したセルフアラインIGZO-TFTでは、従来構造と比較して寄生
容量が1/10に、チャンネル長が3/5にできることを確認した。
またIGZO-TFTのデバイスシミュレーション技術については、
電流電圧特性を計算する高速なシミュレーションモデルを新た
に開発した。1次元のポアソン方程式を用いてモデルを開発する
ことで、従来の2次元シミュレーション手法に比べて計算時間を
大幅に短縮した（低電圧条件で1/100以下）。さらに、バンド
ギャップ中の状態密度、およびドレイン電流の拡散・ドリフト
両成分を考慮することで、広範囲な電圧条件でのシミュレーショ
ンを可能とした。本モデルを用いることで、IGZO-TFTの特性解
析や構造設計を短時間で高精度に実施することができ、デバイ
ス開発の促進が期待される。
有機TFTについては、大気安定な半導体材料の導入と、半導
体・ゲート絶縁膜界面の欠陥を低減することで、アレー素子に

しきい

おける閾値電圧のシフトを抑制するとともに、動作信頼性を向
上させた。さらに、これらのアレー素子を駆動に用いた有機EL
ディスプレーを試作し、安定した動作を確認した。この有機TFT
アレーのプロセス開発は、パナソニック（株）と共同で実施した。
また、有機TFTの高移動度化を検討するため、結晶性塗布型半
導体材料を用いたTFT素子の開発にも取り組んだ。半導体溶液の
蒸発速度やゲート絶縁膜の表面状態を制御することで、結晶サ
イズの大きい半導体膜を形成し、移動度2cm2/Vs以上の高移動
度TFTを実現した。さらに、新規のN型有機半導体素子や、セル
ロースナノファイバーを用いた透明紙フィルムの検討など、将
来のシート型ディスプレーに必要な基盤技術の研究を進めた。

■ 表示材料・素子
フレキシブルなディスプレーに用いる表示材料・素子として、
応答速度が速く、柔軟化、超薄型化にも有利な有機ELの研究を
進めている。高効率なリン光性の有機EL素子においては、低消
費電力、長寿命化など抜本的な性能改善に向けた新たな発光材
料を用いたデバイスの開発が求められている。2012年度は、赤
色リン光材料として白金錯体、リン光用ホスト材料として有機
ベリリウム錯体を用い、従来のイリジウム錯体を用いたデバイ
スに比べて1/3の消費電力と7倍の長寿命を実現した。また、こ
れらの性能向上の要因を解明するために、材料間のリン光エネ
ルギーの伝達を評価する新しい手法を開発した。これにより、
有機ベリリウム錯体ホストとリン光材料間での効率的なエネル
ギー移動が関与していることを明らかにした（3）。この研究の一部
は、総務省の委託研究「究極の省電力ディスプレイ実現に向けた
高効率・長寿命有機ELデバイスの研究開発」を受託して実施し
た。

図2 試作した8インチVGAフレキシブル
有機ELディスプレー
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5.3.2 次世代表示材料

■ スピン光変調デバイスの研究
自然で見やすい立体像を表示することができる空間像再生型
の立体テレビの実現を目指し、電子ホログラフィー用表示デバ
イスの研究に取り組んでいる。広視域で立体像を表示するため
には、これまでにない超微細な画素で構成される超高精細空間
光変調器（SLM：Spatial light modulator）が必要である。当所で
は画素ピッチ1μm以下のスピン注入型SLM（スピンSLM）を提案
し、その開発を進めている（1）。スピンSLMは画素を構成する磁性
体の磁化方向に応じて反射光の偏光角が回転する磁気光学カー
効果を利用して光を変調し、その磁化方向を画素に流す電流の
向きによって制御（スピン注入磁化反転）する。
2012年度は、2011年度に開発した銀中間層および組成制御
したガドリニウム・鉄合金光変調層を画素材料に適用し、画素
ピッチ1μm、画素数1×10の1次 元GMR（Giant Magneto-
Resistance：巨大磁気抵抗効果）型スピンSLM（図1）を試作した。
試作素子の画素をスピン注入磁化反転により個別に駆動させる
ことに成功するとともに、外部磁界印加による動的な回折現象
（回折光のON/OFF動作）を確認した。さらに、スピンSLMの低
電流駆動に向けて、結晶性の良好な酸化マグネシウム絶縁層を
中間層に適用したTMR（Tunnel Magneto-Resistance：トンネ
ル磁気抵抗効果）型スピンSLMの研究に着手した。
一方、GMR多層膜による立体像表示の原理的な動作検証のた
めに、GMR多層膜からなる2次元の固定パターン（GMRホログラ
ム）を作製し、広視域での立体像再生の基本動作を確認した（2）。
GMRホログラムは、画素ピッチ1μm、画素数3840×2160の構
造からなる。この固定パターンでの立体像再生実験では、16

度の広い視域角が得られた。また、GMRホログラムに外部から
磁界を印加して、再生像のON/OFF動作も確認した。
これらの成果から、当所で提案するスピンSLMが電子ホログ
ラフィーでの広視域の立体像表示に有効であることが実証され
た。
この研究の一部は、（独）情報通信研究機構の委託研究「革新的
な三次元映像技術による超臨場感コミュニケーション技術の研
究開発」を長岡技術科学大学と共同で受託して実施した。

■ 次世代表示デバイスの研究
将来の直視型立体ディスプレーへの応用を目指して、指向性
を有する発光デバイスの研究を進めている。発光素子表面に配
置したサブミクロンサイズの誘電体構造物により、マイクロレ
ンズを用いなくても、出射光に指向性を持たせることができる
ことを見出した。このような素子の構造の設計指針を理論的に
導出するとともに、3次元シミュレーションにより光線の射出角
度の制御機能を確認した（3）。

〔参考文献〕
（1）「ホログラフィー基盤技術」特集号，NHK技研R＆D, No.138（2013）
（2）加藤，町田，青島，金城，久我，菊池，清水：“GMR構造ホログラム

による立体像の評価，”2012年映像情報メディア学会冬季大会，10
-6（2012）

（3）平野，田中，本山，石井，関，斎藤：“非周期的構造物を用いた発光
の角度分布制御，”映情学技報, IDY2013-4, vol.37, no.2, pp.17-
20（2013）

図1 試作した1次元GMR型スピンSLM
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6.1 外部との連携

6.1.1 標準化機関への参加
放送関係を中心とした国内外の標準化活動に積極的に参加し、
技研の研究成果を寄与することで技術基準の策定に貢献した。
放送業務の標準化を所掌するITU-R SG6では、これまで標準
化を進めてきたSHVの映像方式について、フルスペックSHV
のフレーム周波数120Hzや広色域表色系を含む勧告BT.2020
「制作および国際番組交換のための超高精細テレビジョンシステ
ムパラメータ値」が2012年8月に成立した。スーパーハイビジョ
ンの普及に向けた取り組みの紹介として、ロンドン五輪でのパ
ブリックビューイングについて報告した。ケーブルテレビでの
テレビ・音声伝送の標準化を所掌するITU-T SG9では、ケーブ
ルテレビ用放送通信連携のリファレンスアーキテクチャーに関
する勧告化を主導した（2013年中に発行予定）。
MPEGでは、映像圧縮方式規格HEVCの標準化作業への寄与
を続け、SHVの映像解像度およびフレームレートに対応したレ
ベルを含む国際標準（2013年中に発行予定）策定に導いたほか、
新しい3次元音響方式を標準化作業MPEG-H 3D Audioにおいて
は、22.2マルチチャンネル音響信号の伝送フォーマットの提案
を行った。
また、新しいトランスポート方式を検討するMMT（MPEG
Media Transport）では、放送と通信のハイブリッド配信を実現

する多重化方式について、パケット構造やストリームのレイヤー
構成など提案を行った。
SMPTEでは、昨年から開始したUHDTVインターフェース規
格S2036-3に波長多重部を追加する作業が完了した。また、
UHDTV映像規格S2036-1については、スーパーハイビジョン
ITU-R勧告BT.2020への対応作業を開始した。
昨年加入した放送通信連携コンテンツの記述に用いられる
HTML5を規定するW3Cでは、国内の放送事業者やメーカーなど
と連携して放送と通信の連携に関する標準化を推進した。
韓国・ソウルで開催されたアジア・太平洋放送連合（ABU）の
技術委員会・年次大会では、NHKから6件の寄書の提出と講演を
行ったほか、9件の制作・伝送・周波数などのトピックグループ
議長報告やプロジェクトマネージャーによるレポート提出など
を行った。このほか、3月にクアラルンプールで開催されたデジ
タル放送シンポジウムで講演を行った。
このほか、欧州放送連合（EBU）、国際電気標準会議（IEC）、
オーディオ技術協会（AES）などの国際標準化機関、電子情報産
業協会（JEITA）、情報通信技術委員会（TTC）などの国内標準化機
関にも参加して、標準化を推進した。

2012年8月、スーパーハイビジョン（SHV）の映像方
式についてフレーム周波数120Hzおよび高色域表色系
を含む仕様がITU-R勧告（BT.2020）として承認され、
SHVがテレビの国際規格となった。
研究成果をアピールし、さまざまな場で活用してい
くため、技研公開をはじめとする各種広報・展示活動、
外部との連携、番組協力を積極的に進めた。
2012年度の技研公開は、「わくわくが、あふれだす」
をテーマに、ハイブリッドキャスト受信機、145イン
チフル解像度SHV PDPなど36項目の展示及び、3件の
特別講演、6件の研究発表を実施し、延べ19772人の来
場者を迎えた。
技研公開以外に、国内外で計21件の外部展示を実施
した。このうち、9月にオランダ・アムステルダムで
開催されたIBC2012では、技研がこれまで放送技術の
研究開発の先導的役割を果たしてきたことに対し、IBC
国際栄誉賞を受賞するとともに、8月のロンドン五輪
のSHVパブリックビューイングの映像を中心にSHV
の研究開発の最新成果を紹介した。
これ以外にも、130件の見学を受け入れ、計1190

名の見学者を迎えた。この中には33件、327名の海外
からの来訪者が含まれている。
技研の研究成果は、16件の報道発表をはじめ、国内
外の会議、学会誌などに計639件を発表した。研究成
果の権利化も進め、2012年度は、NHK全体で、612
件の特許出願を行い、356件の権利を取得した。NHK
の特許保有件数は、2012年度末で1934件である。
技研は、ITUの他にABU、情報通信審議会、電波産
業会など国内外の標準化機関にも積極的に参加してい
る。デジタル放送方式ISDB-Tの国際展開にも積極的
に協力し、講師の派遣や、研究者の受け入れを行った。
外部との連携では、共同研究31件、受託研究9件、
滞在研究員28名（実習生22名を含む）、研究員海外派遣
2名を実施した。
研究成果のうち、ミリ波モバイルカメラ、P2Pライ
ブ配信技術、TVMLを使った映像コンテンツ制作技術
などがNHKの番組制作に活用された。2012年度の番
組協力の総件数は、55件である。なお、技研の研究成
果の評価結果として、2012年度は、C＆C賞、電波功
績賞など34件、受賞している。
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■ ARIB（電波産業会）
委員会名 役職
技術委員会
放送国際標準化ワーキンググループ 座長
品質評価法調査研究会 委員長
モニタリング評価法作業班 主任
平面ディスプレイ画質評価法作業班 主任
音声品質評価法作業班 主任

放送新技術調査研究会
将来型3DTV検討作業班 主任
次世代デジタル放送伝送技術検討作業班 主任

デジタル放送システム開発部会 委員長
識別子指定アドホック リーダー
SBTVD-T規格化対応タスクフォース リーダー
権利保護作業班 主任
多重化作業班 主任
ダウンロード方式TG リーダー

映像符号化方式作業班 主任
データ符号化方式作業班 主任
高度データ映像（H.264）TG リーダー

放送サービス応用メタデータ作業班 主任
デジタル受信機作業班 主任
緊急情報伝送TG リーダー
ACセキュリティAHG リーダー

地上デジタル標準受信機アドホック リーダー
衛星デジタル放送作業班 主任
地上デジタル放送伝送路符号化作業班 主任
3DTV放送方式検討作業班 主任

素材伝送開発部会
地上無線素材伝送作業班 主任
ミリ波素材伝送TG リーダー

超高精細度TVスタジオ設備開発部会 委員長
音響システム検討作業班 主任
機器間インタフェース検討作業班 主任

■ TTC（情報通信技術委員会）
委員会名 役職
IPTV専門委員会 委員長

■ ITU（国際電気通信連合）
委員会名 役職
ITU-R（国際電気通信連合無線通信部門）
SG6（放送業務） 副議長
WP6B（放送サービスの構成およびアクセス） 議長

■ ABU（アジア・太平洋放送連合）
委員会名 役職
技術委員会 副議長
伝送トピック 議長

■ EBU（欧州放送連合）
委員会名 役職
MIM（Media Information Management）
SCAIE（Study on Content Analysis-based Automatic
Information Extraction in media production） 議長

■ AES（オーディオ技術協会）
委員会名 役職
理事会 副会長
技術委員会
伝送・放送 議長
録音・マスタリングシステム 議長

■ 情報通信審議会
委員会名 役職
情報通信技術分科会
ITU部会
周波数管理・作業計画委員会 専門委員
電波伝搬委員会 専門委員
衛星・科学業務委員会 専門委員
放送業務委員会 専門委員
移動通信システム委員会 専門委員

6.1.2 6.1.3

■ 主な標準化機関での活動における役職者

海外の研究機関などとの連携

BBC（英国）、NBCU（米国）と連携して、2012年ロンドン五輪
のSHVプロジェクトを進め、英国4会場、米国1会場でSHVパブ
リックビューイングを実施し、多くの関係者にSHVによる高臨
場感サービスの実現性を示した。欧州の公共放送研究機関であ
るBBC（英国）、RAI（イタリア）、IRT（ドイツ）の研究所との間で
2007年に締結した相互研究連携協定に基づき、HEVCの規格化
や開発について連携を取りながら推進した。
日中韓の最新の放送技術・研究の相互情報交換を目的とした
日中韓放送技術・研究会議（略称DGBTR）を、ABSおよびCCTV
（中国）、KBS（韓国）と合同で10月に韓国・ソウルで開催した。

共同研究、研究相互協力、
連携大学院
2012年度には、システム開発から材料、基礎分野に至るまで
総数31件の共同研究および8件の研究相互協力を実施した。
また、8つの大学（千葉大学、電気通信大学、東京工業大学、
東京電機大学、東京理科大学、東邦大学、東北大学、早稲田大
学）と教育研究に対する連携・協力などを目的とした連携大学院
の協定を結び、非常勤講師の派遣、実習生の受け入れなどを行っ
た。
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6.1.4 滞在研究員、実習生の受け入れ、研究者の海外派遣
関係各国と情報交換を図り研究を推進するために、ETRI（韓
国）およびTV Globo（ブラジル）からそれぞれ1名の滞在研究員を
受け入れた。また、ABU加盟機関からの若手研究者の受け入れ
プログラムに基づき、ベトナムテレビジョン（ベトナム）から1
名の研究者を受け入れた。また、国内の放送事業者から1名の研
究者を受け入れた。さらに、ポストドクターに1件の研究委嘱を
実施した（表1）。

大学などからの要請により、卒業論文や修士論文作成のため
の実習生を7校（電気通信大学、東海大学、東京電機大学、東京
理科大学、東邦大学、長岡技術科学大学、早稲田大学）から22
名受け入れ、指導を行った。
海外における研究のため、カナダ、オランダに研究員2名を派
遣した（表2）。

6.1.5 委託研究の受託
放送技術関連の研究をより効果的・効率的に推進するために、
国および公的機関の研究開発プロジェクトに参加して、研究を
実施している。平成24年度は、国や公的機関（総務省、文部科学
省、NICT*、JST**、SCOPE***）から委託された9件の研究を実
施した。
�災害情報を迅速に伝達するための放送・通信連携基盤技術の
研究開発
�災害情報を高圧縮・低遅延で伝送する技術の研究開発
�次世代衛星放送システムのための周波数有効利用促進技術の
研究開発
�デジタル・ミュージアムの展開に向けた実証実験システムの
研究開発（複合現実型デジタル・ミュージアム）
�革新的な三次元映像技術による超臨場感コミュニケーション

技術の研究開発
�課題ア 革新的三次元映像表示のためのデバイス技術
�課題エ 感性情報認知・伝達技術
�高齢者の経験・知識・技能を社会の推進力とするためのICT
基盤「高齢者クラウド」の研究開発
�複合撮像面による空間情報取得システムの研究開発
�究極の省電力ディスプレイ実現に向けた高効率・長寿命有機
ELデバイスの研究開発

*NICT：独立行政法人情報通信研究機構
**JST：独立行政法人科学技術振興機構
***SCOPE：戦略的情報通信研究開発推進制度

6.1.6 委員会、研究アドバイザー、客員研究員
放送技術研究委員会を2回開催し、外部の学識経験者からなる
委員の方々からご意見をいただいた。研究アドバイザー会議を
延べ19回開催し、研究アドバイザーの方々からご意見をいただ

いた。また、3件の研究題目を客員研究員に委嘱し、研究を実施
した。

表1 研究者受入内容

種類 期間 研究テーマ
滞在研究員 2011/11/18～2012/11/17 スピーカアレーを用いた22.2マルチチャネル音響の家庭再生アルゴリズムの研究
滞在研究員 2012/ 1 /11～2012/ 5 /31 ハイブリッドキャスト
滞在研究員 2013/ 2 / 1 ～ スマートテレビに関するサービスモデルの研究
ABU滞在研究員 2011/12/ 1 ～2012/11/30 サーバーサイドレンダリング技術とストリーミングを利用したTVMLによる番組サービス
ABU滞在研究員 2012/12/ 1 ～2013/ 5 /31 スーパーハイビジョンのケーブル伝送技術の研究
ポストドクター 2012/ 5 / 1 ～ 高精細映像における立体感の受容特性

表2 研究者の海外派遣
派遣先 期間 研究テーマ

カナダブリティッシュ
コロンビア大学 2012/ 7 / 3 ～2012/12/31 映像解析に基づく人物動作認識の研究

オランダデルフト工科大学 2012/ 9 / 1 ～2013/ 2 /28 高フレームレート超高精細撮像デバイスの高感度化に関する研究
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6.2 研究成果の公開

6.2.1 技研公開
2012年の技研公開は、「わくわくが、あふれだす」をテーマ

に、最新の研究展示36項目と、体験展示4項目、ポスター展示
12項目を出展した。Hybridcast受信機や145インチSHVフル解
像度 PDP、120Hzの高フレームレートイメージセンサーなどの
展示が注目を集めた。また、土日には小学生以上の親子を対象
にした「工作体験」や、研究所の特殊実験室を巡回し、見学するツ
アーである「実験室探検隊」、さらにスタンプラリーなどを開催し

た。開催期間中19722人が来場した。

公開実施日程
・5月22日（火） オープニングセレモニー
・5月23日（水） 招待内覧会
・5月24日（木）～27日（日） 一般公開

入口の様子 研究発表の様子 工作体験 スタンプラリー

■ 放送技術研究委員会委員 （敬称略） 2013年3月
◎：委員長 ○：副委員長

氏名 所属
○相澤 清晴 東京大学大学院 教授
◎安藤 真 東京工業大学大学院 教授
金山 敏彦 産業技術総合研究所 理事
熊谷 博 情報通信研究機構 理事
小池 康博 慶應義塾大学 理工学部 教授
小林 哲則 早稲田大学 理工学術院 教授
篠原 弘道 日本電信電話 常務取締役 研究企画部門長
高原 淳 九州大学 先導物質化学研究所 副所長
豊中 俊榮 TBSテレビ 常務取締役 技師長
中島 康之 KDDI研究所 代表取締役 所長
中田 安優 フジテレビジョン 取締役 技術開発局長
野崎 雅稔 総務省 情報流通行政局 放送技術課長
美濃 導彦 京都大学 情報環境機構長
村岡 裕明 東北大学 電気通信研究所 教授
村田 正幸 大阪大学大学院 教授

■ 研究アドバイザー （敬称略） 2013年3月
氏名 所属
池原 雅章 慶應義塾大学 理工学部 教授
伊藤 公一 千葉大学大学院 教授
伊東 晋 東京理科大学 理工学部 教授
伊福部 達 東京大学 高齢社会総合研究機構 特任研究員（名誉教授）
今井 秀樹 中央大学 理工学部 教授
内田 龍男 仙台高等専門学校長
大賀 壽郎 芝浦工業大学 名誉教授
大槻 知明 慶應義塾大学 理工学部 教授
亀山 渉 早稲田大学大学院 教授
甲藤 二郎 早稲田大学 理工学術院 教授
塩入 諭 東北大学 電気通信研究所 教授
鈴木 陽一 東北大学 電気通信研究所 教授
染谷 隆夫 東京大学 教授
髙畑 文雄 早稲田大学 理工学術院 教授
谷口 高士 大阪学院大学 情報学部 教授
徳丸 克己 筑波大学 名誉教授
中村 慶久 岩手県立大学 学長
羽鳥 光俊 東京大学 名誉教授
浜本 隆之 東京理科大学 工学部第一部 教授
原島 博 東京大学 名誉教授
Philip Nelson 英Southampton大学 教授
板東 武彦 新潟大学 名誉教授
横尾 邦義 東北大学 名誉教授
吉川 明彦 千葉大学 特任教授

■ 客員研究員 （敬称略） 2013年3月
氏名 所属
小澤 賢司 山梨大学大学院 医学工学総合研究部 教授
川田 善正 静岡大学 工学部 教授
平栗 健史 日本工業大学 准教授
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6.2.2 SHVによるロンドン五輪パブリックビューイング
NHKはロンドンオリンピックの期間中，オリンピック放送機
構（OBS）、英国放送協会（BBC）と共同で，スーパーハイビジョ
ン（SHV）によるパブリックビューイング（PV）を日本・イギリ
ス・アメリカの3か国・9会場で実施した。期間中に開会式と閉
会式を含む7競技について，生中継または収録・編集による番組

制作を行い，制作した番組を専用光回線またはIPネットワークを
利用してPV会場に伝送し，毎日上映した。国内会場で約20万
人、国外会場で約2万人の来場者に臨場感あふれるSHVの映像・
音響をお楽しみ頂いた。

6.2.3 IBC国際栄誉賞を受賞
欧州最大の放送業界関係者が集まるカンファレンスと放送機
器の展示会であるIBC2012（International Broadcasting Con-
vention 2012）が9月にオランダ・アムステルダムで開催された。
ここで、NHK技研は、最高の賞である国際栄誉賞を受賞した。
本賞は、放送・映画・メディア産業の技術において優れた貢献

をした個人または組織に贈られるものである。受賞理由は、
NHK技研が長年にわたって、放送技術の研究開発において先導
的な役割を果たしてきたこと、研究開発の成果を放送現場で活
用してきたこと、さらにはコンテンツの制作手法と視聴者の楽
しみ方の両面から放送技術の将来を示してきたことが高く評価

■ 特別講演
タイトル 講師
2012～2014年度NHK技研3か年計画 藤沢 秀一 NHK放送技術研究所長
Hybridcastの展開 加藤 久和 NHKメディア企画室 専任局長
スーパーハイビジョンの研究開発とロンドン五輪 鹿喰 善明 NHK放送技術研究所 テレビ方式研究部長

■ 研究発表
タイトル 講師
スーパーハイビジョン用120Hzイメージセンサー 渡部 俊久 撮像・記録デバイス研究部
スーパーハイビジョン用プラズマディスプレイ 石井 啓二 表示・機能素子研究部
スーパーハイビジョン音響用バイノーラル技術 松井 健太郎 テレビ方式研究部
スーパーハイビジョン放送に向けた次世代地上大容量伝送技術 村山 研一 放送ネットワーク研究部
ソーシャルテレビシステムteledaでの視聴行動分析 大竹 剛 次世代プラットフォーム研究部
日本語テキストから手話CGへの翻訳技術 加藤 直人 人間・情報科学研究部

■ 研究展示
1 Hybridcast 14 スーパーハイビジョン用小型カメラヘッド 27 番組制作者向け映像検索システム
2 ソーシャルテレビteleda 15 スーパーハイビジョン切り出しダウンコンバーター 28 4Kカメラを用いた仮想対決システム

3 SNSユーザーによるCG映像コンテンツ制作シス
テム 16 120Hzスーパーハイビジョンプロジェクター 29 ラウドネスによる音声レベル管理

4 VHF-Low帯マルチメディア放送 17 次世代符号化方式HEVCリアルタイムデコーダー 30 次世代スタジオ照明器具
5 生字幕制作のための音声認識 18 スーパーハイビジョンのケーブルテレビ伝送技術 31 インテグラル立体テレビ
6 気象情報を対象とした手話CGへの翻訳 19 21GHz帯衛星伝送技術 32 超高速度高感度カメラ
7 やさしい日本語への書き換え支援技術 20 スーパーハイビジョンの放送局内ネットワーク 33 NHK技術の活用と実用化開発の紹介
8 興味度推定技術を応用した番組推薦システム 21 145インチスーパーハイビジョンディスプレイ 34 超高精細空間光変調器
9 番組背景音レベル調整システム 22 スーパーハイビジョン音響制作機器 35 薄型光ディスク高密度記録技術
10 動揺映像の不快度リアルタイム推定装置 23 デジタルラジオマイク伝送技術 36 ホログラム記録の高速再生技術
11 次世代地上放送に向けた大容量伝送技術 24 時空間トレリス符号化MIMO伝送システム D 大震災アーカイブスメタデータ補完の取り組み
12 スーパーハイビジョンのグローバルIP伝送 25 IP映像伝送の高信頼化技術 J デジタル放送受信相談コーナー
13 120Hzスーパーハイビジョンイメージセンサー 26 タイムザッピングサービス M NHK放送博物館

■ ポスター展示

1 プル型ファイル転送プロトコルを用いた並列分散
処理システム 5 日英ニュース原稿から自動学習する統計機械翻訳

システム 9 磁性細線を用いた高速記録デバイス

2 ダウンローダブルCAS 6 3次元形状の触力覚提示技術 10 酸化物半導体TFTの低温形成技術

3 VHF帯・UHF帯連絡無線機の電波の放射特性に人
体が与える影響の検討 7 有機撮像デバイス用電荷読み出し回路の高性能化

技術 11 大気安定なN型有機トランジスター

4 スーパーハイビジョン音響方式のチャンネル配置 8 画素並列信号処理3次元構造撮像デバイス 12 PDPの省電力化に向けた材料技術

■ 体験展示
1 触覚ディスプレイ体験 2 CG操作体験 3 家庭用簡易立体音響体験 4 視線検出体験
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された結果である。また、今回の受賞に合わせて、IBC2012
会場でスーパーハイビジョン（SHV）の液晶ディスプレーや22.2

chマルチチャンネル音響、120HzのSHVカメラを展示し、SHV
機器開発の進捗状況を紹介した。期間中50937人が来場した。

6.2.4 外部展示
NHKの全国各地の放送局が主催あるいは協力するイベントに
おいて、年間を通じて技研で研究開発した最新の放送技術を紹
介した。新しい展示機材として、スーパーハイビジョンの高精

細映像の応用用途として作製した“スーパーハイビジョン双眼
鏡”や立体テレビ技術の応用の“どーもくん3D”などを開発し、
多くのイベントで出展した。

6.2.5 学会などへの発表
映像情報メディア学会、電子情報通信学会などの国内学会で
研究成果を多数発表したほか、IEEE Transactions、Organic
Electronics、Advanced Materials、Applied Physics Letters
などの海外学会誌に論文が採録された。

6.2.6 報道発表
放送技術研究所の研究成果を中心に、16件の報道発表を行っ
た。

年月日 発表内容

2012/5/18 電子ホログラフィー用デバイスを開発～世界最小の画素ピッチで、視域角の広い立体表示が可能に～

7/5 日本で初めて「IBC国際栄誉賞」を受賞～放送技術の発展に寄与する研究開発に対して～

8/23 スーパーハイビジョン テレビの国際規格に！
～放送の早期実現に向けて大きく前進～

9/4 消費電力1/3・寿命7倍の有機ELデバイスを開発～フレキシブルディスプレーの実現に向けて～

2013/1/10 「第67回技研公開」の日程を決定～“期待、見たい、感じたい”をテーマに5月に開催～

2/19 ケーブルテレビでもスーパーハイビジョンが視聴可能に！～実際のケーブルテレビ施設を使用した伝送実験に成功～
3/7 NAB2013でNHKの最新技術を紹介

3/18 メガネなし立体テレビ用カメラの画質が向上！～カメラのサイズも従来比で約10分の1に～

■ 海外展示 1件
イベント名 日程 展示項目
IBC2012（オランダ・アムステルダム） 9/6～9/11 スーパーハイビジョン

■ 国内展示 20件
イベント名（主なもの） 日程 展示項目
渋谷DEどーも 5/3～5/6 テレビのしくみ、どーもくん3Dなど
NHK岡山放送局 8/25～8/26 しゃべってあそぼ、技術特撮映像ライブラリー、4コマテレビなど
CEATEC JAPAN 2012 10/2～10/6 スーパーハイビジョン、スーパーハイビジョン双眼鏡、Hybridcast
NHK名古屋放送局会館公開 10/6～10/7 スーパーハイビジョン
NHK福岡放送局会館公開 10/27～10/28 スーパーハイビジョン
冬の動物園わくわくナイト（札幌円山動物園） 11/23 単板式超高速度小型カラーカメラビデオクリップ集
テレビ60年記念イベント（渋谷） 1/26～2/3 スーパーハイビジョン、Hybridcast
テレビ60年「衛星、デジタル、そして未来へ」（放送博物館） 1/29～2/11 スーパーハイビジョン双眼鏡、インテグラル立体ディスプレー

国内学会誌 67件
海外学会誌 37件
国内学会・研究会など 267件
海外学会・国際会議など 115件
一般雑誌などへの寄稿 54件
部外への講師派遣 99件
合計 639件

年月日 発表内容

2012/4/27
145インチスーパーハイビジョン用プラズマディスプレイを開
発
～世界初の自発光型ディスプレイによる高臨場感映像～

5/10 第66回 NHK放送技術研究所の一般公開について～“わくわくが、あふれだす。” 5月24日（木）から～

5/10 Hybridcast受信機を開発～放送通信連携サービスの実現に向けて～

5/10 やさしい日本語への書き換え支援システムを開発～やさしい日本語のニュースサービス提供に向けて～

5/10 スーパーハイビジョン用小型カメラヘッドを開発～ハイビジョンカメラと同等のサイズを実現～
5/15 地上波によるスーパーハイビジョンの伝送実験に成功！

5/17 時空間トレリス符号化MIMOシステムを開発～ロードレース中継の高度化を実現する伝送システム～

5/17 高フレームレートSHVプロジェクターを開発～毎秒120フレームで、動きの速い映像も鮮明に表示～
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6.2.7 視察、見学、取材への対応
日本の地上デジタル放送方式の海外普及展開を図るため、南
スーダンの要人などの見学対応を、Hybridcastやスーパーハイビ
ジョンなど研究開発成果の普及促進のため、国内外の放送関係
者に対する見学対応を行った。また、ITUやIBCなどの規格化や
国際展示会を主催する要人、世界各国の放送事業者など、海外

から多くの放送関係者が技研を訪れた。

視察、見学 130件（うち、海外 33件）
1190人（うち、海外 327人）

取材 28件

6.2.8 機関誌
技研の研究活動と研究成果を国内外に周知する機関誌などを、
次のとおり発行した。
NHK技研R＆Dは、「Hybridcast」、「次世代地上放送に向けた
伝送技術」、「スーパーハイビジョン映像技術」などを特集した。
海外向けのBroadcast Technologyでは、「スーパーハイビ
ジョンフル解像度カメラ」、「ハイビジョン映像用電子透かしの高
速処理技術」などの最新の研究内容を紹介した。

■国内向け刊行物
技研だより（和文、月刊） No.85～No.96
NHK技研R＆D（和文、隔月刊） No.133～No.138
研究年報（和文、年刊） 2011年度版
Broadcast Technology（英文、季刊） No.48～No.51
ANNUAL REPORT（英文、年刊） 2011年度版

6.2.9 ホームページ
技研の概要、研究内容、技研公開などのイベント情報、報道
発表資料、機関紙などを一般公開ホームページで紹介した。今
年の技研公開では、手話通訳付きガイドツアーの参加者の募集
をホームページで行うなど、ホームページを積極的に広報活動
に活用した。

6.3 研究成果の活用

6.3.1 番組協力
研究開発成果は、多くの番組や番組連動企画で活躍している。
従来よりも広いエリアで映像の乱れのない移動中継を可能にし
たマクロダイバーシティ受信システムは、カメラマンの移動の
制約を無くしたミリ波モバイルカメラや目的音を明瞭に集音で

きるリアキャンセルマイクロホンとともに、マラソンや駅伝、
ゴルフなどの中継番組で臨場感あふれる番組を制作するために
用いられた。自然・科学番組では、暗闇でも撮影できるスーパー
HARPカメラ、超高速度カメラ、昆虫マイクが活躍した。一方、

NHK技研R＆D 技研だより Broadcast
Technology

技研公開HP
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■ 特許
特許などの出願状況 （NHK総数） 特許権などの実施許諾状況 （NHK総数）

区分 新規出願数 年度末件数 区分 新規許諾数 年度末件数
国内出願 特許 427 1302 契約件数 21 266

実用新案 0 0 許諾権利数 21 428
意匠 0 0 （内訳）

海外出願 185 313 特許権 5 221
合計 612 1615 ノウハウ 16 207

特許権などの保有状況 （NHK総数） ■ 技術協力 （NHK総数）
区分 新規取得数 年度末保有数 区分 件数

国内 特許 334 1721 技術協力 41
実用新案 0 0 受託研究 9
意匠 0 8

海外 22 205
合計 356 1934

テレビ放送60年記念番組などでは、未来のテレビとしてスー
パーハイビジョンがスタジオや中継で紹介されるなど、超高精
細映像の魅力を存分に伝えた。また、プロ野球で投球軌跡表示
システムであるB-motionが年間を通じて活躍した。2012年に
実施した番組協力は、55件であった。

■ 紅白でミリ波モバイルカメラが活躍
「歌で 会いたい。」をテーマに、開催された第63回紅白歌合
戦では、紅白合わせて50組の歌手が出演した。この中で、ミリ
波モバイルカメラの機動性を生かして、さまざまなアングルか
らの熱のこもった歌の様子を中継し、演出効果を高めた。

■ マラソン中継でマクロダイバーシティ
受信システムが活躍
マラソンなどのスポーツ中継では、移動するバイクや中継車
から無線で送信した映像を複数の受信点で受信している。開発
したマクロダイバーシティ受信システムでは、従来よりも広範
囲の数km～数十km離れた各受信点の映像からノイズの少ない映
像を組み合わせることができ、安定に移動中継できるエリアを

拡大することができた。また、このシステムはゴルフなどマラ
ソン以外の競技の中継でも活躍した。

■ TVMLがクイズ番組で活躍
司会者が出題し、題目に合わせて言葉や粘土、ジェスチャー
で表現し、回答者がそれを見て、答えるクイズ番組「ひらめき伝
脳ゲーム ピカッチ！」。ジェスチャーによる表現で、TVML
＋モーションキャプチャーを使用した。回答者は、ジェスチャー
に合わせて動くCGキャラクターを見て、回答し、非常に豊かな
表現をするCGキャラクターを楽しんでもらった。

■ロンドン五輪をP2Pでライブ配信
ロンドン五輪の競技のうち、テレビやラジオで生放送されな
い競技をネットで生中継し、最大8チャンネルのうち、2チャン
ネルを当所で開発したP2Pライブ配信方式とし、伝送レート1.5
Mbpsの高画質で配信した。接続数が増加しても低コストで安定
したライブ配信を多数のユーザーに対して行える事がわかった。
また、安定して配信され、利用者の好評を得た。

6.3.2 特許
デジタル放送規格に必須の特許を合理的な条件で一括ライセ
ンスする「デジタル放送パテントプール」への参加を通じてNHK
保有特許の利用促進を図り、デジタル放送の円滑な普及に寄与
した。また、NHKの知的財産を適正に管理する観点から引き続
き研究開発成果の権利化を推進するとともに、新たに作成した

「NHK技術カタログ2012・2013」やパンフレットを活用し、横
浜市他主催の「テクニカルショウヨコハマ2013」や放送センター
で開催された「番組技術展」においてNHK保有技術や利用する仕
組みのPRを展開するなど積極的な技術移転活動に取り組んだ。

紅白でのミリ波モバイルカメラ 開発したマクロダイバーシティ
受信システム

TVML＋モーションキャプチャーを
用いて表現されたCG

パソコンでの視聴
ポータル画面
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6.3.3
受賞、学位取得 放送文化基金賞、電波功績賞、C＆C賞など34件を受賞した。

2012年度は、新たに1人が学位を取得した。2012年度末の学位
保有者は、84人となった。

受賞者 賞の名称 授賞者 業績名、受賞事由 受賞日、表彰日
河合吉彦 船井研究奨励賞 公益財団法人 船井情報科学振興財団 映像アーカイブ活用技術の研究 2012/4/14

高田政幸 日本ITU協会賞 功績賞 一般財団法人 日本ITU協会

地上デジタルテレビジョン放送ISDB-Tファミ
リー（ISDB-T、ISDB-Tmm、ISDB-TSB）のITU
-Rにおける国際標準化やARIBの国内標準規格化
への貢献など

2012/5/17

村山研一 日本ITU協会賞 国際活動奨励賞
（功績賞対象分野） 一般財団法人 日本ITU協会

ITU-R SG6における、勧告BT.1368「地上デジタ
ル放送のプランニング基準」の改訂、新勧告BT．
［ETMM］「VHF/UHF帯携帯向け移動受信用地上マ
ルチメディア放送の伝送システム」の策定への貢
献など

2012/5/17

黒田徹 ICT事業奨励特別賞 一般社団法人 電気通信協会 地上デジタルテレビ放送方式（ISDB-T） 2012/5/18
スーパーハイビジョン対応直視型LCD
開発グループ ハイビジョン・次世代テレビ技術賞 一般社団法人 映像情報メディア学会 スーパーハイビジョン対応直視型LCDの開発 2012/5/24

中田充 佐藤弘人 中嶋宜樹 藤尾フロンティア賞 一般社団法人 映像情報メディア学会 フレキシブルディスプレイ用酸化物半導体薄膜ト
ランジスタの開発 2012/5/24

EN-Vision開発グループ 技術振興賞 開発賞 一般社団法人 映像情報メディア学会 関連番組推薦システムEN-Visionの開発 2012/5/24

電気技術史データベース体系化調査専門
委員会 特別活動賞 一般社団法人 電気学会

電気技術史データベース体系化調査専門委員会
（2001～4年）の卓越研究データベース構築にむけ
た中核的活動に対して

2012/5/24

ARIB/ISDB-T海外普及派遣者グループ 電波の日 総務大臣表彰 団体表彰 総務省

地上デジタルテレビ放送日本方式（ISDB-T）の採
用国に赴き、現地の政府機関や放送局に対して必
要な技術支援を行うとともに、我が国企業の参入
機会の拡大に積極的に寄与したことなど

2012/6/1

菅原正幸 Special Recognition Award（2012 SID） Society for Information Display（SID） HDTVシステム設計におけるリーダーシップに基
づく超高精細LCDの開発への貢献 2012/6/4

世木寛之 同窓会研究教育奨励基金 慶應義塾大学理工学部 株式市況の音声合成システムの開発に対して 2012/6/16

次世代地上デジタル放送開発グループ 電波功績賞 電波産業会会長表彰 一般社団法人 電波産業会 次世代地上デジタル放送に向けた大容量伝送技術
の開発 2012/6/20

マイクロダイバーシチ受信システム開発
グループ 放送文化基金賞 公益財団法人 放送文化基金 移動中継用マイクロ波帯マクロダイバーシチ受信

システムの開発 2012/6/22

手話CG研究グループ 画像電子学会電子技術賞 一般社団法人 画像電子学会 CGによる手話アニメーションの自動生成システ
ム 2012/6/23

日浦人誌 洗井淳 三科智之 奥井誠人 Outstanding Poster Paper Award 3DIDA of Taiwan,URCF of Japan and
ARMI of Korea 空間像型3次元映像の研究 2012/6/27

杉藤泰子 鈴木記念奨励賞 一般社団法人 映像情報メディア学会 冬季大会発表「正規性・直交性を改善した基底を
用いた直交変換符号化」 2012/8/30

中嶋宜樹 鈴木記念奨励賞 一般社団法人 映像情報メディア学会 画素構造の改良による有機TFT駆動フレキシブル
有機ELディスプレイの画質改善 2012/8/30

松尾康孝 FIT2012論文賞 一般社団法人 情報処理学会
情報科学技術フォーラム運営委員会

ウェーブレット多重解像度成分のレジストレー
ションによるデジタルシネマから超高精細映像へ
の空間超解像法の検討

2012/9/5

放送技術研究所 IBC国際栄誉賞 IBC 長年にわたる研究開発の取り組みに対して 2012/9/9

松井健太郎 大久保洋幸 濱崎公男 The best of IET and IBC賞 IBC 高臨場感を再現するための22.2chミキサーとヘッ
ドフォンの開発 2012/9/9

北村和也 The best 2012 IBC Young Engineer’s
paper賞 IBC

講演題目「Development of 33-megapixel 120-
Hz CMOS Image Sensor and Experimental
Colour Camera System」
3300万画素120HzCMOSイメージセンサの開発
とカラーカメラの試作

2012/9/9

清山信正 貢献賞
（編集活動）

一般社団法人 電子情報通信学会
基礎・境界ソサイエティ 英文論文誌編集委員としての貢献 2012/9/12

宮本泰敬 学会活動貢献賞 公益社団法人 日本磁気学会 公益社団法人化の推進と学会活動の活性化への貢
献 2012/10/3

山本敏裕 武井達哉 中嶋宜樹
藤崎好英

IEEE
Technical Committee Prize Paper Award

IEEE
the Industrial Lighting and Display
Committee of the Industrial

First Prize Paper Award
2011年に同国際学会で発表した論文に対する最
優秀論文賞

2012/10/8

小野一穂 AES Japan Award AES日本支部 AES東京コンベンション2009での発表「単一指向
性超広帯域マイクロホンの設計と開発」に対して

2012/10/10-
11

伊藤泰宏 関東地方発明表彰 発明奨励賞 公益社団法人 発明協会 緊急警報信号受信装置および方法 2012/11/27

黒田徹 高田政幸 C＆C賞 公益財団法人 NEC C＆C財団 「地上デジタル放送伝送方式ISDB-Tの研究開発に
関わる主導的貢献」 2012/11/28

ARIBスタジオ設備開発部会スタジオ音
声作業班 日本オーディオ協会賞 協会大賞 一般社団法人 日本オーディオ協会 デジタルテレビ放送におけるラウドネス運用規定

の国内標準化 2012/12/6

中村円香 実井仁 高田政幸 優秀研究発表賞 一般社団法人 映像情報メディア学会 スキャッタードパイロットの周期性を利用した
ISDB-Tのスペクトルの検出法の検討 2012/12/18

薄井武順 優秀研究発表賞 一般社団法人 映像情報メディア学会 145インチスーパーハイビジョンプラズマディス
プレイの開発 2012/12/18

小郷直人 研究奨励賞 一般社団法人 映像情報メディア学会 平成24年度登壇回数6回 2013/1/31
朝倉慎悟 研究奨励賞 一般社団法人 映像情報メディア学会 平成24年度登壇回数3回 2013/1/31
中川孝之 研究奨励賞 一般社団法人 映像情報メディア学会 平成24年度登壇回数3回 2013/1/31

ミリ波モバイルカメラ開発グループ 前島密賞 公益財団法人 通信文化協会

「ミリ波モバイルカメラ」（大量の情報量を有する
ハイビジョン映像信号を高画質・低遅延で無線伝
送する高性能なワイヤレスハイビジョンカメラ）
の開発

2013/3/15

（名前は技研在籍者のみ掲載）

6 研究関連業務 ｜ 6.3 研究成果の活用
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研究主幹所長 藤沢秀一

副所長 黒田　徹

研究計画・管理、広報、外部連携など 池沢　龍
部長

特許出願・管理・活用、技術移転など 中山　匡

放送通信連携サービス、ＩＰネットワーク、セキュリティ、著作権保護、
ソーシャルネットワークサービスなど 山本　真

次世代デジタル放送、衛星放送、有線放送、素材伝送、無線・光伝送など 伊藤泰宏

スーパーハイビジョン、立体テレビ、高臨場感音響、映像・音声符号化、
視聴覚特性など 鹿喰善明

画像認識、音声認識・合成、自然言語処理、情報検索、映像表現、認知科学、
情報バリアフリー技術など 柴田正啓

超高感度撮像、超高速度撮像、有機撮像、高密度磁気記録、高速光記録など 林　直人

フレキシブルディスプレー、プラズマディスプレー、有機素子、ホログラム記録、 
スピンエレクトロニクスなど 清水直樹

人事、労務、経理、局舎管理など 青柳和久

伊藤崇之　

研 究 企 画 部

特 許 部

次世代プラットフォーム研究部

放 送ネットワーク研 究 部

テ レ ビ 方 式 研 究 部

人 間・情 報 科 学 研 究 部

撮像・記録デバイス研究部

表 示・機 能 素 子 研 究 部

総 務 部

B-SAT3a（B-SAT/LMCSS提供）

ラジオ放送開始１９２５

１９５３ テレビ本放送開始

１９３０ ＮＨＫ技研設立

１９６４ ハイビジョンの研究開始

１９６６ 衛星放送の研究開始

１９８９ ＢＳアナログ放送開始

１９８２ デジタル放送の研究開始

１９９５ スーパーハイビジョンの研究開始

2016　目標：スーパーハイビジョン
実用化試験放送

２０１１ テレビジョンの
完全デジタル化

２００６ ワンセグ放送開始

２００３ 地上デジタル放送開始

２０００ ＢＳデジタル放送開始

１９９１ ハイビジョン放送開始（アナログ）

受信契約第1号のお宅で
購入した米国製テレビ

NHK放送技術研究所は、放送技術分野を専門とするわが国唯一の研究機関として、また、公共放送NHKの一員として、放送技術
の研究開発の立場から豊かな放送文化を築く役割を担っています。

■ 放送の発展と技研の歴史

■数字でみる技研

■技研の組織

■技研公開

■現在の研究棟

設立 1930年6月
1930年6月～1965年1月 技術研究所
1965年1月～1984年7月 総合技術研究所、放送科学基礎研究所
1984年7月～現在 放送技術研究所
職員数 242名 （うち研究者数 211名）
学位保有者 84名 弁理士資格保有者 2名
特許権保有数 国内 1721件
（NHK総数） 外国 205件

（2013年3月末現在）

（2013年3月末現在）

放送技術研究所の概要

毎年5月に技研の研究開発成果をわか
りやすく御紹介する技研公開を実施

落成 2002年3月
高層棟 地上14階、地下2階
中層棟 地上６階、地下2階
延床面積 約46,000m2
うち技研部分 約16,000m2
総敷地面積 約33,000m2
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放送技術研究所へのアクセス

交通
■小田急線成城学園前駅南口から
【小田急バス/東急バス】
・渋24 渋谷駅行
【東急バス】
・等12 等々力操車所行
・用06 用賀駅行（平日のみ）
・都立01 都立大学駅北口行
■東急田園都市線用賀駅から
【東急バス】
・等12 成城学園前駅行
・用06 成城学園前駅（平日のみ）

いずれもバス停「NHK技術研究所」で下車

■ 編 集 ・ 発 行 ■
日本放送協会 放送技術研究所

〒157-8510 東京都世田谷区砧1-10-11
Tel：03-5494-1125（代表）
http://www.nhk.or.jp/strl/
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